














1. はじめに 

 

第 2 四半期は、安全対策課においては、安全衛生・化学物質委員会等の各種

委員会等の事務局、労働安全衛生法や消防法等に基づく許認可等の定常業務の

ほか、全国安全週間（7 月）、労働衛生週間（10 月）行事の準備及び同準備期

間（9 月）に対応するとともに、4 月 21 日に Pu 燃料第 3 開発室で発生した火

災に伴う各種安全対策等に継続して対応した。 

危機管理整備室においては、構内警備、入構管理、月例訓練等の定常業務の

ほか、平成 15 年度の保安規定等に基づく総合訓練等の計画立案に対応すると

ともに、Pu 燃料第 3 開発室で発生した火災に伴い、消防計画及び事故対策規則

の見直し等に対応した。 

品質保証室においては、使用施設・ＲＩ施設に係る許認可、品質保証活動に

係る諸業務等の定常業務のほか、機構安全品質監査及び Pu 燃料第 3 開発室で

発生した火災に伴う各種の改善・再発防止策等の水平展開に対応するとともに、

東海事業所の業務中間報告（9月）に合わせて部門長診断に対応した。 
なお、東海事業所における平成 15 年 9 月 30 日現在の無災害連続日数は、

547 日（起算日：平成 14 年 4 月 2 日）となった。 
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2．安全衛生管理業務 

 

2.1 安全施策・安全行事等 

 

第 2 四半期は、全国安全週間（7月 1～7日）、全国労働衛生週間・準備期間

（9 月 1 日～10 月 7 日）があり、安全対策課としてはこれらの行事に合わせ

て各種の事業所行事等に対応した。 

 

(1)全国安全週間（7月 1～7日） 

全国安全週間行事については、前期の準備期間に係る行事に継続して各

種行事の実施等に対応した。安全大会は昨年同様に各部・センター単位で

開催することとし、事業所安全表彰（安全功労賞所長表彰、安全功績賞）

についても、昨年同様として安全大会の中で実施した。また本年よりニ法

人統合の先行実施事項として、原研との相互パトロールを新たに実施した。 

安全週間期間中に開催した行事を表 2-1-1 に、安全表彰の実績を表 2-1-2

に、安全週間行事に係る写真集を図 2-1 に示す。なお、準備期間中を含め

た全体の行事等の取組み状況については、第 1四半期報を参照されたい。 

 

表 2-1-1 全国安全週間行事 

 

項  目 実施日 実施内容 

1．安全大会 

各センター、建

工部及び支援 3 部

門の 5箇所で開催 

7 月 1 日 

①理事長メッセージ 

②所長訓示 

③安全表彰（安全功労賞、安全功績賞） 

④安全ポスター優秀作品表彰 

2．安全講演会 7 月 3 日 

「発電所の現場作業における安全文化の

推進」（講師：㈱東芝 運転プラント担当

グループ長） 

7 月 18 日 

（原研東海）

JNC 東海から専任衛生管理者、保安部次

長が参加した。 

3．職場パトロール 
7 月 28 日 

（JNC 東海） 

原研東海の 3 名を加えてプルセンター

第 3 開発室をパトロールした。指摘事項

として、整理整頓、喫煙場所の設定等快

適職場に関するもの等があった。 

4．ヒヤリハット事例

の募集 
期間内 

ヒヤリハット事例や絵やデジカメを利用

したイラストシートを募集し、計 30 件の

応募があった。 
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表 2-1-2 安全表彰一覧 

 

① 安全功労賞（事業所長表彰） 

 

所属部署 受賞者 受賞件名 

保安管理部 
危機管理整備

室 

Ｋ．Ｓ 

Ｍ．Ｈ 
長年にわたる警備業務への貢献 

常陽産業㈱ Ｈ．Ｕ 
蒸気供給設備の安全・安定運転及び蒸気

供給技術者育成推進 建設工務管

理部 

 常陽産業㈱ Ｙ．Ｎ 
浄水設備の安全かつ安定した運転及び

安定した浄水供給の推進 

再処理セン

ター 
原子力技術㈱ 

Ｋ．Ｅ 

Ｋ．Ｓ 

Ｓ．Ｔ 

Ｔ．Ｏ 

Ｍ．Ｋ 

給排気設備等の安定運転に対する長年

の貢献 

 

② 安全功績賞（部長・センター長表彰） 

 

所属部署 受賞者 受賞件名 

放射線安全

部 
常陽産業㈱ Ａ．Ａ 

マスクマンテスト業務推進による安全

確保への貢献 

建設工務管

理部 
常陽産業㈱ Ａ．Ｏ 

非常用発電機設備の安全かつ安定した

運転及び確実な保守管理の推進 

原子力技術㈱ Ｍ．Ｔ 
L 棟における分析業務及びに保全及び

安全管理に関する業務の推進 
環境保全研

究開発セン

ター 検査開発㈱ Ｍ．Ｋ 
長年にわたる地層処分研究開発試験業

務の安全な遂行 

製造加工部 

製造第一課 
Ｔ．Ｔ 

長年にわたるペレット製造工程設備の

安全な運転管理 

原子力技術㈱ 

Ｋ．Ｈ 

Ｔ．Ｋ 

Ｋ．Ｇ 

Ｍ．Ｔ 

Ｙ．Ａ 

プルトニウム燃料関連施設における高

性能エアフィルタの維持管理及び改善

への貢献 

Pu 燃料セン

ター 

㈱日立製作所 
団 体 受

賞 

加工組立工程制御計算機システムの更

新工事に係わる安全管理の取り組み 
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図 2-1-1 安全週間行事写真 

 
安全大会（所長訓示） 

安全大会（3センター長訓示） 

安全大会（スローガン指差唱和） 

安全講演会（7月 3日） 
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（2）全国労働衛生週間（準備期間） 

平成 15 年度全国労働衛生週間（10 月 1 日～7 日）及び同準備期間（9

月）に合わせ、各種行事を企画し実施した。平成 15 年度の労働衛生週間

は、「見つめてください 心とからだ 見なおしましょう 職場環境」を

スローガンに展開された。これに伴い東海事業所では準備月間を含めた

本期間における各種行事の企画立案を行い、安全衛生・化学物質委員会

の承認を得て実施又は準備を進めた。各種行事の一覧を表2-1-3に示す。 

 

表 2-1-3 全国労働衛生週間行事一覧 

 

実施事項 実施日 備 考 

1.啓蒙活動 期間内 

・安全ニュース・ポスター 

・横断幕の掲示 

・衛生小冊子の配布等 

2.衛生講演会 10 月 2 日 

・演題「労働者の慢性疲労と睡眠」 

（財）労働科学研究所 労働ストレス研究グルー

プ長 

3.作業環境測定勉強

会 
9 月 19 日 

・作業環境測定担当者等を対象に測定方法、測

定器の操作方法等について勉強会を実施した。 

講師：茨城産業保健推進センター 産業保健相

談員 

4.パトロール 期間内 ・職場相互パトロール 

5.優良事業所視察 10 月 10 日 
・労働衛生管理活動の充実化を図るため、優良事

業所等の視察を行う。 

 

  

作業環境測定勉強会（9月 19 日）
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2.2 安全情報の共有等 

 

 (1) 安全ニュース等の発行 

安全に関する情報の適時・的確な提供と共有化については、従来から「安

全ニュース」、「安全衛生瓦版」の発行、中央労働災害防止協会発行の「安全

衛生壁新聞」の配布等を行っている。第 2 四半期における安全ニュースの発

行実績を表 2-2-1 に示す。また、安全衛生瓦版は、熱中症防止の注意喚起と

して 7月末に 1件発行した。 

なお、発行した安全ニュースについては、「保安の広場」で発行した旨を紹

介するとともに、「保安の広場」からアクセスできるようにしている。 

 

表 2-2-1 安全ニュースの発行 

 

No. 発行日 件     名 

178 7 月 1 日 Pu センター第 3開発室におけるゴム手袋の汚染について 

179 7 月 1 日 Ｍ棟におけるハーフスーツの損傷について 

180 7 月 2 日 東海事業所安全大会開催！！ 

181 7 月 11 日 環境前処理棟灰化電気炉からの煙漏れについて 

182 7 月 11 日 漏洩トラブル防止の徹底を！！ 

183 7 月 17 日 
再処理施設排水モニタ室におけるモニタの配管継ぎ手部からの

放出判定済排水の滴下について 

184 7 月 18 日 
Pu センター第三開発室におけるパソコン用無停電電源装置の

発煙について 

185 7 月 22 日 平成 15 年度危険物安全週間の活動報告 

186 7 月 22 日 法令等に基づく申請手続き漏れに対する再発防止対策の実施 

187 8 月 1 日 CPF での固化体貯蔵ピットの冷却風量の低下について 

188 8 月 1 日 平成 15 年度 電気使用安全月間の開始にあたって 

189 8 月 4 日 安全管理別棟における右手のひら部の軽微な負傷について 

190 8 月 5 日 地震発生に伴う浄水場工業用水ろ過槽からの漏水について 

191 8 月 7 日 再処理第 2中間開閉所における非常用発電器の故障について 

192 8 月 22 日 
プルトニウム燃料第三開発室における作業員右手からの汚染検

出について 

193 8 月 22 日 
プルトニウム燃料第 1 開発室及び第 2 開発室の臨海警報装置ス

ピーカーからの瞬間的な音の発生について 

194 8 月 25 日 
ウラン系廃棄物貯蔵施設入り口道路埋設の工業用水配管からの

漏水について 

195 8 月 29 日 平成 15 年度労働衛生週間（準備期間）行事について 

196 9 月 2 日 再処理施設移動ホイスト給電系の不具合について 

197 9 月 18 日 再処理施設移動ホイスト給電系の不具合について（第 2報） 

198 9 月 24 日 CPF における作業員の負傷について 
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 (2) 「保安の広場」の運用 

前期から運用を開始した「保安の広場」については、継続して保安関連の

情報を掲載し保安に関する各種情報の発信に努めた。また、「保安の広場」及

び保安管理部のホームページについて、掲載情報の見直しや構成等について

検討を行うとともにリニューアル作業を進め、9 月 1 日からリニューアル運

用を開始した。 

今期における「保安の広場」を活用した情報共有の実績を表 2-2-2 に示す。 

 

表 2-2-2 「保安の広場」による情報共有 

 

月 主な掲載情報 アクセス数 備考 

7 月 

1.最新ニュース（11 件） 

 ・第 2UWSF 管理区域設定 

 ・安全講演会の開催 

・各部・センターで安全大会の開催 

2.安全ニュース・安全衛生瓦版（10 件） 

3.その他情報（2件） 

 ・理事長安全週間訓示 

 ・所長安全週間訓示 

838 

 

8 月 

1.最新ニュース（1件） 

 ・法令に基づく申請手続きの説明会 

2.安全ニュース・安全衛生瓦版（10 件） 

340 

 

9 月 

1.最新ニュース（9件） 

 ・職場相互パトロールの実施 

 ・全国労働衛生週間準備期間・労働衛生

週間の実施 

・原災法に基づく原子力総合防災訓練 

2.安全ニュース・安全衛生瓦版（3件） 

452 

ト ッ プ ペ
ー ジ の リ
ニ ュ ー ア
ル 
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2.3 各種協議会組織への支援活動等 

 

(1) 放射線安全衛生強化推進協議会 

① 定例活動 

平成 13 年 3 月 1 日付けで設置した放射線安全衛生強化推進協議会（放安

協）の今期の活動内容を表 2-3-1 に示す。 

 

表 2-3-1 放射線安全衛生強化推進協議会の活動内容 

 

開 催 日 議      題 審議結果等 

8 月 21 日

（定例会） 

・平成15年度第1四半期安全衛生管理状況報告に

ついて 

・センター会協議会の活動状況について（放射線

安全部、環境センター、再処理センター、プル

センター） 

・平成15年度放射線安全衛生強化推進協議会活動

状況について 

・東海事業所消防計画の改正について 

・安全ニュース等の紹介について 

 

 

会 長 ：所長  

副会長 ：環境保全センター長、再処理センター長、Pu 燃料センター長、放射

線安全部長、常陽産業㈱、日揮㈱ 

委 員 ：原子力技術㈱、検査開発㈱、エイ・ティ・エス㈱、木村化工機㈱、

千代田ﾒｲﾝﾃﾅﾝｽ㈱、石川島播磨重工㈱ 

事務局 ：安全対策課 

 

JNC TN8440 2004-010

－8－



(2) 安全推進協議会 

平成10年12月に常駐請負会社を中心として設立された安全推進協議会（安

推協）にオブザーバー参加し、安全に関する各種の情報提供等を実施してい

る。今期の活動内容を表 2-3-4 に示す。 

 

表 2-3-4 安全推進協議会の活動内容 

 

開 催 日 議      題 審議結果等 

7 月 25 日 

（協議会） 

・ 6 月期：推進協議会の議事録について（審議） 

・ 夏の交通事故防止県民運動に伴う交通安全啓

蒙への協力について 

・ サイクル機構東海事業所からの情報紹介（審

議） 

・ 7 月期行事：安全パトロールの実施 

審議終了 

 

 

審議終了 

 

8 月 22 日 

（協議会） 

・ 7 月期：推進協議会の議事録について（審議） 

・ 夏の交通事故防止県民運動に伴う交通安全啓

蒙への協力について実施報告 

・ 7 月度安全パトロールの結果報告 

・ サイクル機構からの情報紹介（報告） 

審議終了 

 

9 月 25 日 

（協議会） 

・ 8 月期：推進協議会の議事録について（審議） 

・ 交通安全スローガン応募結果について） 

・ 9 月交通立哨について 

・ 平成 15 年度労働安全衛生週間（準備期間）行

事について 

・ 薬物乱用防止講演会について 

審議終了 

 

 

 

 

会 長 ：常陽産業㈱ 

副会長 ：㈱関電工、検査開発㈱ 

幹 事 ：日揮㈱、㈱神戸製鋼所、東興機械工業㈱、㈱ペスコ、エイ・ティ・

エス㈱、木村化工機㈱、原子力技術㈱（幹事長） 

会計監査：東陽電設（有）、㈱ＮＥＳＩ 

オブザーバー：安全対策課 
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2.4 化学物質管理業務等 

 

平成 15年度第 2四半期における化学物質の排出量等の取りまとめを実施し

た。 

また、作業者に対する化学物質のリスクアセスメント手法については、7月

～8月にかけて実施した代表部署における試行結果を踏まえ、9月から事業所

内における全てのリスクアセスメント対象部署において試行を開始した。作

成した「化学物質のばく露に係わるリスクアセスメント要領」を付録に添付

するので参照されたい。 

そのほか、化学物質管理規則に基づく化学物質管理責任者等を対象とした

教育を 8月 20 日～21 日に実施した。 
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2.5 保安教育訓練管理システムの整備 

  

平成 13 年 10 月より本格運用を開始した教育訓練データベースについて、

帳票機能及び検索機能の充実を図るためシステムの整備を進め、平成 14 年 3

月に終了し、各課室からイントラネットを利用して教育訓練実施状況の入力、

帳票出力、教育履歴の検索等が可能となった。 

また、大洗工学センター、人形峠環境技術開発センターとも共有化し平成

14 年度 4月から運用を開始した。 

今四半期は、平成 15 年度のシステムの高度化について、各部･センターか

らの情報収集を行い、15 年度の仕様について検討を行った。 
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2.6 その他の活動 

 

(1) 快適職場づくりへの取り組み 

東海事業所では、国の「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための

措置に関する指針」に基づき、14 年度の業務目標に「快適職場づくりの推進」

を取り上げ、衛生管理者会議の協力を得て取り組んでいる。 

今四半期は、所の快適職場づくりの職場環境改善方針及び改善重点目標を

受け、各部･センターは、各部･センター毎の快適職場づくり推進計画に基づ

いて実施している。 

また、各部･センターにむけて、快適職場づくりを推進する上で、方針・目

標等の周知状況、所目標の音楽内容の改善及び分煙状況等の情報を得、今後

の活動に資することを目的とした調査を行うべく、調査方法及び調査項目を

検討した。 

 

(2) Pu-3 工程設備解体室における火災への対応 

平成 15 年 4 月 21 日に発生したプルトニウム燃料第 3 開発室工程設備解体

室における火災に関連する各種改善対策等の水平展開を継続して実施した。

具体的な水平展開項目については、プルトニウム燃料センターからの業務連

絡を受けて、品質保証室が中心となって所内に展開した。付録として水平展

開を指示した業務連絡を添付するので参照されたい。 

 

(3) ＫＹＴトレーナー及びＲＳＴトレーナーの養成 

平成 15年度東海事業所の目標に安全に係る有資格者の養成が掲げられてい

ることから、ＫＹＴトレーナー（危険予知活動指導員）及びＲＳＴトレーナ

ー（労働省方式安全衛生教育指導員）を養成することとし、前期において業

務連絡により各部・センターから受講者の募集を行いとりまとめた。各部・

センターの受講者数を表 2-6-1 に示す。 

 

表 2-6-1 ＫＹＴトレーナー及びＲＳＴトレーナー養成人数 

 

部 署 ＫＹＴ ＲＳＴ 備  考 

保安管理部 3 0 RST は下期に養成する予定 

放射線安全部 1 1  

建設工務管理部 2 1  

環境センター 3 1  

再処理センター 4 1  

Ｐｕ燃料センター 4 4  

合 計 17 名 8 名  
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3. 危機管理業務 

 

3.1 危機管理業務概況 

 

今期は、4 月 21 日に発生したプルトニウム燃料第三開発室における火災の

水平展開に伴う事故対策規則の改訂作業及び、1996 年版 IAEA 輸送規則を取り

入れた国内規則の改正に伴う事業所内輸送に係る放射性物質等所内運搬要領

の見直し作業等を継続して進めるとともに、緊急時支援システムの継続整備

に対応した。 

また、米国テロに伴う警備強化体制を継続した。 

なお、今期の異常等の発生に伴う危機管理対応（事業所対策会議以上の設

置）は、下記のとおりである。また、8月 4日 20:57 に発生した茨城県沖地震

（茨城県北部震度 4、水戸地区震度 4）に伴う事業所内各施設点検結果の情報

を集約し、外部関係機関へ報告した。 

 

（1）放射線安全部環境前処理棟の灰化電気炉からの煙漏れ（7月 11 日） 

（2）プルトニウム燃料第三開発室中央管理室内のパソコン用無停電電源か 

らの発煙（7月 17 日） 

（3）プルトニウム燃料第 1開発室での臨界警報装置からの瞬間的な警報音 

の発生（8月 22 日） 

（4）再処理センター作業員の管理区域内での体調不良（9月 3日） 

（5）環境保全センターＣＰＦ管理区域内実験室での作業者負傷（9月 19 日） 
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3.2 緊急時対応体制の整備 

 

（1）防災管理棟の整備 

   保安強化に基づき毎月の月例訓練、定例の総合訓練を実施し、緊急時支

援システム（AV システム、データベースシステム）の起動・運用の確認及

び、現場指揮所のインフラ基盤整備を実施した。 

① 緊急時支援システムの整備（AV システム関連） 

イ、自家用発電機の月例点検（1回/月）を実施 

8/20 ファンベルトの不良に伴い、緊急修理を実施。 

ロ、現場指揮所（8箇所）の月例点検（1回/月）を実施。 

特に TV 会議音声の調整及び、担当者への教育を実施。 

点検項目の追加（モバイル送受信、デジカメ画像配信等）を実施。 

ハ、2222、9999 の月例点検を実施（1回/月）。 

ニ、緊急時対策所の日常巡視点検（1回/毎日/毎直）を実施。 

ホ、無停電電源装置の総点検を実施（異常なし）。 

 

② 緊急時支援システムの整備（データベース関連） 

イ、事故支援システム既存データ（環境保全センター）の更新継続。 

ロ、危機管理対応班当直日報のデータベース入力（PDF ファイル化） 

ハ、パソコンの Windows XP 化に伴う、プログラム更新契約発注。 

 

（2）緊急時対応に係る保安教育・訓練の充実化 

今期の「保安強化の日」に実施した月例訓練の実績は以下のとおりである。 

 

7 月 11 日（金） 月例訓練（放射線安全部） 

 分析作業時の破裂事故対応訓練 

 

8 月 7 日（木） 月例訓練（運営管理部） 

 アトムワールド火災対応訓練 

 

9 月 11 日（木） 月例訓練（プルトニウム燃料センター） 

 臨界事故を想定し事業所防災訓練として実施 
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3.3 危機管理教育及び訓練 

 

（1）危機管理教育 

今期に本社が企画・実施した平成15年度の階層別危機管理教育について、

東海事業所の参加者のとりまとめを行った（平成 15年度分は第 3回で終了）。 

①管理監督職の危機管理教育（第 2回） 

・参加人数 ： 71 人 

・実施時期 ： 7 月 8 日（13:05～15:45） 

②管理監督職の危機管理教育（第 3回） 

・参加人数 ： 64 人 

・実施時期 ： 7 月 23 日（13:15～16:15） 

 

（2）事業所防災訓練 

今期は、9 月 11 日（木）に防災業務計画に基づいた事業所レベルの防災

訓練を、プルトニウム燃料第三開発室における臨界事故を想定して行った。 
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3.4 警備及び入構管理 

 

（1）警備関係 

東海事業所警備規則及び核物質防護規則に基づき、構内警備・事業所周辺

の警備を実施するとともに出入管理業務を継続実施した。 

また、正門警備所更新工事を、平成 16 年 1 月完成予定で継続した。 

 

（2）入構管理 

正門警備所及び田向門警備所において外来者の入構管理を継続実施した。 

また、所内の従業員及び長期出入業者に対して出入許可証（ID カード）及

び車輌入構許可証を新規又は変更等の申請に基づいて発行するとともに、台

帳管理を継続して実施した。 

今期の各門における入構者数及び車輌台数を表 3-4-1 に、出入許可証及び

車輌入講許可証の発行実績を表 3-4-2 示す。 

 

表 3-4-1 入構者及び入構車輌実績 

 

種類 門 7 月 8 月 9 月 
15 年度 
累 計 

月平均 

正門警備所 7,315 5,361 5,739 35,683 5,947 

田向門警備所 10,942 7,241 6,318 42,530 7,088 
入構者数 

（人） 

計 18,257 12,602 12,057 78,213 13,035 

正門警備所 5,539 4,325 4,528 28,180 4,697 

田向門警備所 7,362 5,283 5,068 30,162 5,027 
車輌台数 

（台） 

計 12,901 9,608 9,596 58,342 9,724 
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表 3-4-2 出入許可証及び車輌入構許可証発行実績 

 

種  類 7 月   8 月   9 月   15 年度累計  

出入許可証 175 135 120 1208 

車輌入構許可証 87 50 84 729 

 
 

 
 
 
 
 

0

100

200

300

400

500

発
行
枚
数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成15年度

IDカード・車輌入構証発行実績

IDカード

車輌入構証

 

0

5000

10000

15000

20000

入
構
者
数
・
入
構
車
輌
数

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平成15年度

入構者及び入構車輌実績

入構者

車輌

（人・台） 

JNC TN8440 2004-010

－17－



3.5 核物質防護管理・保障措置・輸送関連業務 

 

（1）核物質防護管理 

特定核燃料物質の防護については、核物質防護規定に基づき 6 月期～8 月

期における特定核燃料物質の在庫量、移動の状況、設備の点検保守、巡視の

状況、不法行為の発生の状況について各部・センター分をとりまとめ、核物

質防護管理者に報告した。 

 

（2）保障措置関連 

核物質の未申告使用を防止するため、核物質を取扱わない施設も査察の対

象となり、IAEA 保障措置協定の追加議定書が平成 11 年度に締結された。こ

の追加議定書に基づき、東海事業所の全施設を対象とした補完的アクセスが

実施されている。 

今期は、表 3-5-1 に示す補完的アクセスが実施され、各部・センターの関

係者と協力して対応するとともに、実施結果をとりまとめ本社に報告した。 

 

表 3-5-1 補完的アクセス対応状況 

 

実施日 対象施設 実施結果 備  考 

7 月 15 日 
放出廃液油分除去施設（C施設） 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料第三開発室（ATR 棟） 
問題なし 24 時間前通告 

7 月 25 日 Ｊ棟、応用試験棟 問題なし 24 時間前通告 
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3.6 その他 

 

（1）消防班活動 

東海事業所の自衛消防班は、各部・センターからの選抜メンバーにより班

長 1名、副班長 3名、班員 21 名の計 25 名で構成され、火災等の異常事態に

備えて定期的な訓練を実施している。 

今期は、定期訓練を実施したほか、月例訓練に参加・協力した。 

今期の消防班の活動実績を表 3-6-1 に示す。 

 

表 3-6-1 消防班の活動実績 

 

実施日 活動内容 備  考 

７月 11 日 器具点検（箕輪プール） 参加 11 名 

７月 25 日 講義 参加 13 名 

8 月 8 日 座学 参加 14 名 

8 月 22 日 基本操作 参加 14 名 

9 月 5 日 基本操作 参加 13 名 

9 月 19 日 基本操作 参加 7名 

 

 

（2）防災管理棟見学者対応 

防災管理棟の運用開始以来、見学者の来訪が相次いでおり、これらの見学

者に対して、機能・システムに関する運用等の説明を行った。 

見学者の対応実績を表 3-6-2 に示す。 

 

表 3-6-2 防災管理棟見学者対応実績 

 

月 見学者数 累 計 備   考 

7 月 58 人 2877 人 H13.3.27 運用からの累計 

8 月 29 人 2906 人 同上 

9 月 47 人 2953 人 同上 
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4. 品質保証関連業務 

 

4.1 品質保証活動業務 

 

（1）品質保証委員会活動 

平成 15 年度の定期自主品質監査の監査項目は以下の 4点として計画した。 

① 各施設共通の確認事項 

② 2 ヶ年計画における要求事項の項目 

③ 事業所で発生したトラブル等 に係る QA 上の観点から再発防止のため

の確認項目 

④ 業務の品質監査 

なお、定期自主品質監査の実施に先立ち、安全規制の見直しによる品

質保証の導入、OHSMS/EMS 基本規則との整合、運用を図るため実施責任者、

職務の明確化、実施方法の変更等や定期自主品質監査要領の改訂を 9 月

に行った。 

 

（2）平成 15 年度指導会/検討会について 

7 月より再処理センターは「再処理施設における保全計画の策定システム

の確立」、支援部門は「教育の有効な管理」を活動テーマとして改善活動に取

組むことになった。第 1 回指導会は、平成 15 年 7 月 28 日に実施され、主に

テーマ選定理由、活動計画に関し先生から以下に示すコメントが出された。 

① テーマの重要性が認識されることが大事である。その上での対策が重要

である。 

② 教育関連の情報がうまく伝わらない。その対策を考える。一括管理も一

案である。 

③ 現状の調査において、要因は推測できるが、方向性はチームとしてシミ

ュレーションや議論をしてほしい。 

なお、平成 15 年度より指導される先生は、早稲田大学 理工学部経営シス

テム工学科教授に替わった。 

 

（3）品質保証担当者調整会議 

品質保証担当者調整会議は、各部・センターの品質保証業務の実務担当者

をメンバーとして、品質保証活動に関する運用上の問題点等の検討、品質保

証実施結果案及び次年度品質保証推進活動計画の調整、本社からの連絡・ト

ピックスの報告や所品質保証委員会への報告・審議事項等の調整等を行うこ

ととして、必要のつど開催している。 

今期における品質保証担当者調整会議の実績を表 4-1-1 に示す。 
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表 4-1-1 品質保証担当者調整会議 

 

開催日 項   目 備  考 

8 月 26 日 
・平成 15 年度自主品質監査実施計画について 

・平成 15 年度機構安全・品質監査の実施について 
 

 

 

（4）ISO 実務教育、階層別教育 

本社主催の ISO9001 内部監査員研修（7月 24・25 日 16 名参加）が行われ、

全員内部監査員の資格を得た。 

階層別教育は、主務Ⅱクラス（7 月 25 日 21 名参加）、上級専門職（8 月 5

日 1 名参加）専門職（8 月 6 日 18 名参加）一般職（9 月 30 日 62 名）が行わ

れ、出席者に対しに周知するとともに、参加者のとりまとめを行なった。 

 

（5）保安規定への品質保証導入に係る分科会（品質保証委員会分科会） 

保安規定への品質保証の導入に関して施設品質保証計画書及び関連文書を

作成するため品質保証委員会の下に保安部長を委員長とする分科会を設置し、

検討を行った。表 4-1-2 に開催実績を示す。 

 

表 4-1-2 品質保証委員会分科会 

 

開催日 項  目 備 考 

8 月 4 日 

・保安規定への品質保証導入に係る現状 

・品質マニュアル及び下部要領書作成の方針について 

・施設ＱＡＰと品質マニュアルとの違い 

 

8 月 25 日 
・施設保安のための品質保証指針（案）の検討 

・原子力安全規制見直しへの対応状況について 
 

 

 

（6）機構安全・品質監査 

今年度の機構安全・品質監査は、東海事業所、放射線安全部及び環境セン

ターを対象として 9月 9日～12 日に実施され、東海事業所の事務局として対

応した。今年度の監査項目及び監査結果を表 4-1-3 に示す。 
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表 4-1-3 機構安全・品質監査の監査項目及び監査結果 

 

実施日 被監査部署 監査項目 監査結果 

9 月 9 日 

9月 10日 
放射線安全部 

・新規配属者必須教

育項目の明確化 

（要望事項） 

9月 11日 

9月 12日 
環境センター 

・調達管理 

・保守･改造工事の管理 

・文書及び品質記録の管理 

・教育及び訓練と認定 

・資格認定の記載 

・必要な実務教育項

目･計画の作成 

（要望事項） 
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4.2 国際認証（OHSMS/EMS）活動業務 

 

（1）「転倒災害が予測されるリスクの改善」の取り組み 

リスク再評価結果の取りまとめを行い、第 47 回 OHSMS/EMS 委員会(7 月

28 日)で審議し了承された。結果は以下の通りである。 

  ①リスクレベル変更件数 49 件（リスクレベル c,d）   

②新たに追加されたリスク件数 919 件（リスクレベル b,c,d） 

     (リスクレベル b:2 件摘出） 

 

（2）平成 15 年度中間報告の取りまとめ 

平成 15 年度 OHSMS/EMS 目的及び目標の活動に関し、第 1四半期から第 2

四半期の活動結果について各部センターから報告を受け、事業所として各

項目毎に取りまとめ、第 49 回（9月 25 日）OHSMS/EMS 委員会へ報告した。 

 

（3）事故、事故誘因不適合並びに是正及び予防措置要領書の改定 

労働災害に該当しない疾病管理及び事故対策規則の改定に基づく改定

を行った。改定にあたっては、第 46 回(6 月 25 日) OHSMS/EMS 委員会で審

議し了承され 7 月 15 日に OHSMS/EMS 管理責任者の承認を受け、同日より

運用を開始した。 

 

（4）労働安全衛生/環境マネジメントシステム基本規則の改定 

7 月 15 日の安全衛生/化学物質委員会（諮問番号 15(安衛委)11）での審

議、了承を得て、所長の承認後 8月 1日より運用を開始した。 

 

（5）平成 15 年度内部監査の実施に向けた取り組み 

平成 15 年度の OHSMS/EMS 内部監査に向け、部・センターから推薦され

た内部監査員候補者(25名)と今年度から新たに内部監査スタッフ(2名)の

任命(7 月 1 日)を行った。しかし、内部監査員については推薦依頼人数に

対して推薦者数が下回ったため、再度追加依頼(8月1日)をするに至った。 

監査員任命を受け、監査員会議等を開催し監査対象先の選定(26 部署)、

チームリーダ指名、チーム編成(5 チーム)及び内部監査チェックリスト作

成、監査対象先への回答記入依頼（9月 19 日）、14 年度内部監査指摘事項

の処置結果の回答依頼(9 月 22 日)等を行うとともに、内部監査員スキルア

ップ教育(9 月 1 日)を実施した。 

今年度の内部監査の重点は、書類監査に加えた現場監査の実施、施設品

質保証(QAP)監査と共通的な項目について、本マネジメントシステムと同

時監査を保安管理部を対象に実施する 2点である。このため、チェックリ

ストの確認内容及び内部監査員に ISO9000s 有資格者を充てる等の調整を

行う等、監査に向けた準備を行った。 

 

 （6）「化学物質リスクアセスメントの試行」に向けた取り組み 

リスクアセスメント手法案の妥当性を確認するために3 ｾﾝﾀｰの代表部署 
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(各 1 課室)による試行を 7月 24 日～8月 12 日にかけて実施した。 

なお、実施にあたり試行説明会を 7月 24 日に開催した。 

代表部署試行結果は、第 48 回 OHSMS/EMS 委員会(8 月 28 日)で報告･審議

し了承された。また、あわせて全部署試行に向けての審議を行い了承され

た。 

全部署試行では、化学物質管理規則運用課室 Gr(44 課室 Gr)を対象にし

た説明会を 9 月 9 日に開催した。また、試行期間は 9 月 9 日～10 月 31 日

までとした。 

 

（7）労働安全衛生/環境活動推進ニュースの発行 

第 26 号を 9 月 4 日に発行し、労働安全衛生及び環境保全活動の啓蒙を

図った。 

 

（8）「環境・安全レポート 2002」の作成（配布） 

東海事業所の平成 14 年度(2002 年)事業の展開において、労働安全衛生

及び環境についての方針を掲げ、労働安全衛生及び環境マネジメントシス

テムに基づき、安全及び環境水準の向上に取組んできた。その結果を「安

全衛生」及び「環境」について、「環境・安全レポート」として平成 14 年

度の活動の概要と実績を 5月下旬から取りまとめ、8月に印刷を終了し、8

月 18 日に各部・センター及び関係者に配布した。 

 

（9）教育・研修 

① 環境法教育(15.07.11 実施分) 

環境保全活動に係る関係法令体系、内容及び環境マネジメントシステ

ムの理解を趣旨に国際規格(ISO)取得・維持支援活動の一環として、講師

に外部専門講師を招聘し、7 月 11 日に｢ISO14001 環境法研修会｣(20 名参

加)を開催した。 

② OHSMS/EMS 内部監査員の養成教育 

平成 15 年度 OHSMS/EMS 内部監査員養成教育計画に基づき、外部審査登

録機関から講師を招聘し、昨年度に引き続き事業所内管理者を対象に養

成教育を 6月 26，27 日(16 名参加)、9月 3,4 日(16 名参加)の 2回実施し

た。 

当初予定は 6月のみ実施する計画であったが、受講希望者が多数に上っ

たため、急遽 9月に追加の養成教育を実施した。 

   ③ 内部監査員スキルアップ教育 

11 月に実施を予定している OHSMS/EMS 内部監査に向け、平成 15 年度

OHSMS/EMS 内部監査員を対象にスキルアップ教育(26 名参加)を 9 月 1 日

に実施した。 

今年度の内部監査員は新規に監査員となった者が多いことから、講義、

演習の他に模擬監査を充実させて実施した。 
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4.3 事故・トラブル、良好事例等の水平展開 

  

（1）事故・トラブル等 

サイクル機構内外の事故・トラブル事例等のうち、サイクル機構内に一

度起こした事故と類似の事故を再度起こさないよう機構内各事業所に水平

展開を図っており、保安管理部は東海事業所の窓口としてとりまとめを行

っている 

 

①所内水平展開の実施 

4月21日発生したﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料第三開発室工程設備解体室での火災につ

いて改善等の対応として、情報収集のルールを規定した文書の見直しや

「火災時の現場における対応要領書」の作成等により対応した。実施し

た所内水平展開を表 4-3-1 に示す。 

 

表 4-3-1 水平展開実施状況 

 

 

②社内水平展開 

・ 大洗工学センター高速実験炉「常陽」の自動停止 

水平展開（03-03） 

本社業連 15（安）168 所内業連 15（保連）0099 

      

番号 件    名 水平展開事項 

H15-4 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料第三開

発室工程設備解体室

での火災 

巻末参照 

H15-5 
Ｍ棟におけるハーフ

スーツの損傷 

①ハーフスーツを着用して作業を行う場合、切

断片、周囲の鋭利な物を考慮して必要な保護

具を着ける旨、作業手順書・マニュアル等に

記載すること。 

②ハーフスーツを着用して作業を行う場合、ハ

ーフスーツの損傷防止の観点からリスクアセ

スメントを実施し、必要な作業手順書・マニ

ュアル等の見直しを行うこと。 
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（2）ＮＳネット良好事例 

NS ネットに関する良好事例は、平成 12 年度から関係機関の事業所におい

て相互評価が実施され、その中から摘出されたものである。これらの良好

事例を有効活用し、原子力の安全確保を目指すことを目的とし、東海事業

所として良好事例の水平展開を実施している。今期は第 31 回の良好事例を

展開した。実施結果を表 4-3-2 に示す。 

 

表 4-3-2 平成 15 年度 ＮＳネット良好事例の実施結果 

（第 2四半期） 

回 数 被事業所名 実施日 
良好事例 

(件数) 

紹介・参考 

事例（件数） 

第 31 回 
日立造船㈱ 

有明機械工場 
5 月 20 日～22 日 13 1 
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4.4 安全性総点検処置状況 

 

平成 15 年度第 2 四半期（9 月末現在）における安全性総点検の処置状況に

ついて、各センターからの処置報告結果の確認と取りまとめ及びフォローを

行った。その結果、今四半期の処置状況は、実際に措置が完了（終了）した

ものが 2 件（再処理センター）で、引き続き処置を継続して行う残案件は 7

件であった。 

これら安全性総点検の処置状況実施結果については、本社安全推進本部へ

業連にて報告している。 

平成 15 年度第 2四半期現在の安全性総点検処置状況一覧を、表 4-4-1 に示

す。 

表 4-4-1 平成 15 年度第 2四半期 安全性総点検処置状況一覧 

 

平成 15 年 9 月末現在 

 

平成 15年度措

置状況 関
係
部
署 

全
件
数 

処置完了件

数（平成 15

年 3 月 31

日現在） 

15 年以

降 対 応

件数 上期 下期 

処置完了

件数（終

了） 

第 2 四

半期残

案件数

（処置

継続） 

処
置
率 

東海事業所

合計 
1611 1602 9 2 ― 2 7 99% 

開発調整室 6 6 0 ― ― ― ― 100% 

保安・放安

部（旧安全

管理部） 

104 104 0 ― ― ― ― 100% 

運営管理部 29 29 0 ― ― ― ― 100% 

建設工務管

理部 
110 110 0 ― ― ― ― 100% 

環境保全セ

ンター 
470 470 0 ― ― ― ― 100% 

再処理セン

ター 
598 591 7 2 ― 2 5 99% 

プルセンタ

ー 
290 288 2 0 ― 0 2 99% 

本社（人材

開発課） 
4 4 0 ― ― ― ― 100% 
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5. 各種委員会活動 

 

5.1 安全衛生・化学物質委員会 

 

安全衛生・化学物質委員会は、定例の委員会として毎月第 3 火曜日の開催

を原則としており、今期においては定例の委員会が開催された。 

安全衛生・化学物質委員会の活動内容を、表 5-1-1 に示す。 

 

表 5-1-1 安全衛生・化学物質委員会の活動内容 

（1/3） 

開催日 議      題 審議結果等 

<確認事項> 

1.平成 15 年 7 月 1 日付け安全衛生・化学物

質委員会委員名簿の確認 

2.前回委員会議事概要(案)の確認 

 

了承 

 

了承 

<審議事項> 

1.労働安全衛生マネジメントシステム基本

規則の改定について 

2.東海事業所消防計画の変更について 

3.東海事業所安全専門委員会規則の変更 

 

原案のとおり承認 

 

一部修正のうえ承認 

原案のとおり承認 

<報告事項> 

1.平成 15 年度危険物安全週間行事の実施結

果について 

2.電気保安委員会報告(7 月期) 

3.東海事業所安全専門委員会報告 (6 月期) 

4.安全主任者会議報告(7 月期) 

5.衛生管理者会議報告(7 月期) 

 

7 月 15 日 

（火） 

定例 

<その他> 

1.安全衛生・化学物質委員会による職場巡視

結果報告  
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（2/3） 

開催日 議      題 審議結果等 

<確認事項> 

1.平成 15 年 7 月 16 日付け安全衛生・化学

物質委員会委員名簿の確認 

2.前回委員会議事概要(案)の確認 

 

了承 

 

了承 

<審議事項> 

1.共通安全作業基準「Ⅰ作業の実施体制」の

改定について 

2.東海事業所事故対策規則の変更について 

3.核燃料物質使用施設保安規定の変更 

 

一部修正のうえ承認

 

一部修正のうえ承認

原案のとおり承認 

8 月 1 日 

(金) 

臨時 

<報告事項>  

1.平成 15 年度電気使用安全月間運動につい

 て 

 

<確認事項> 

1.前回委員会議事概要(案)の確認 

 

了承 

<審議事項> 

1.核燃料物質使用施設保安規定、放射線保安

規則及び放射線管理基準の変更 

2.核燃料物質使用施設保安規定の変更 

3.平成 15 年度労働衛生週間（準備期間）の

取り組みについて 

 

原案のとおり承認 

 

原案のとおり承認 

原案のとおり承認 

8 月 26 日 

(火) 

定例 
<報告事項> 

1.東海事業所における個人被ばく管理状況 

2.平成 15 年度安全週間・準備期間の実施結

果報告 

3.東海事業所安全専門委員会報告(7 月期) 

4.安全主任者会議活動報告(8 月期) 

5.衛生管理者会議報告(8 月期) 

6.安全管理別棟における右掌部の軽微な負

傷について【軽微負傷報告】 
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（3/3） 

開催日 議      題 審議結果等 

<確認事項> 

1.前回委員会議事概要(案)の確認 

 

了承 

<審議事項> 

1.核燃料物質使用施設保安規定及び核燃料

物質使用施設放射線管理基準の変更 

2.平成 15 年度高圧ガス保安活動促進週間行

事の実施について 

3.核燃料物質使用施設保安規定及び放射線

保安規則の変更 

 

原案のとおり承認 

 

原案のとおり承認 

 

原案のとおり承認 

9 月 16 日 

(火) 

定例 

<報告事項> 

1.電気保安委員会報告（9月期） 

2.東海事業所安全専門委員会報告(8 月期) 

3.安全主任者会議活動報告(9 月期) 

4.衛生管理者会議報告(9 月期) 

 

委員長（議長）：所長代理 

委 員：事業所が指名する者 11 名、事業所労働組合が推薦する者 11 名 

事務局：安全対策課 
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5.2 東海事業所安全専門委員会 

 

東海事業所安全専門委員会は、主に原子炉等規制法に基づく許認可案件に

ついて安全性の観点から審議検討を行う委員会であり、毎月最終水曜日を定

例として必要に応じて臨時委員会を開催している。今期の活動内容を表 5-2-1

に示す。 

なお、安全審査に係る透明性の確保及び外部専門家による知見の反映を目

的に、各センターを含む所内の安全専門委員会にサイクル機構外の委員を任

命することとし、平成 13 年 1 月の定例委員会から外部委員を加え開催してい

る。 

表 5-2-1 東海事業所安全専門委員会の活動内容 

 

開催日 議      題 審議結果 

7 月 30 日 

（水） 

（7 月定例） 

1.第 2 ウラン系廃棄物貯蔵施設からＭ棟屋外中間廃水ピッ

トへの廃水移送方法の変更に伴う核燃料物質使用施設保

安規定の変更 

2.洗濯場を施行令第16条の2非該当施設にすることに伴う

核燃料物質使用施設保安規定、放射線保安規則及び核燃

料物質使用施設放射線管理基準の変更 

3.ウラン系施設における給排気設備の運転方法の変更に伴

う核燃料物質使用施設保安規定及び放射線保安規則の改

正  

4.火災に関する通報ルールの明記等に伴う東海事業所事故

対策規則の変更 

5.IAEA 輸送規則取入れに伴う放射性物質等事業所内運搬

要領の改正 

審議終了 

 

 

審議終了 

 

 

審議終了 

 

 

審議終了 

 

審議終了 

8 月 25 日 

（月） 

（8 月定例） 

1.安全管理別棟の核燃料物質の使用廃止に伴う使用変更許

可申請（安全管理別棟、洗濯場） 

2.所内の放射性物質等の運搬区間の変更に伴う放射性物質

等所内運搬要領の変更 

3.高レベル放射性物質研究施設（CPF）における直接抽出装

置の設置に伴う核燃料物質使用変更許可申請 

審議終了 

 

審議終了 

 

審議終了 

 

9 月 24 日 

（水） 

（9 月定例） 

1.J 棟における業務所掌の見直しに係る核燃料物質使用施

設保安規定の変更 

審議終了 

委員長 ：核燃料取扱主任者 

委 員 ：RI 主任者、電気主任者、放射線安全部長、環境センター核取主務者、

プルセンター核取主務者、運搬検討専門部会長、放射線安全部放射線

管理第二課長、環境センター研究主幹、環境センター技術主幹、再処

理センター技術部次長、再処理センター分析一課員、プルセンター技

術主幹、プルセンター検査課長代理、建設工務部管理グループ員 

外部委員：4名 

事務局 ：品質保証室 
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5.3 品質保証委員会 

 

品質保証委員会は、業務品質保証活動の推進を目的として設置された委員

会である。品質保証委員会は、5月より定例化（毎月第四木曜日）とすること

になった。今期における品質保証委員会の活動内容を表 5-3-1 に示す。 

 

表 5-3-1 品質保証委員会の活動内容 

 

開催日 議       題 審議結果 

8 月 28 日 

（第22回） 

＜報告事項＞ 

1.原子力安全規制見直しへの対応状況について 

＜審議事項＞ 

1.平成 15 年度定期自主品質監査実施計画について 

 

 

 

 

審議終了 

9 月 25 日 

（第23回） 

＜審議事項＞ 

1.品質保証自主監査要領の改訂について 

2.東海事業所品質保証計画書の改正の方向性につい 

 て 

 

審議終了 

審議終了 

委員長 ：副所長（プルトニウム燃料センター長） 

副委員長：所長代理 

委 員 ：副所長（環境センター長）、副所長（再処理センター長）、放射線安

全部長、運営管理部長、建設工務管理部長、保安管理部長、開発調

整室長、東海事業所技術主幹 

事務局 ：品質保証室 
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5.4 労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）委員会及び環境マネジメン

トシステム（EMS）委員会 

 

OHSMS 委員会は、東海事業所の労働安全衛生問題を検討・審議、EMS 委員会

は、東海事業所の環境問題を総合的に捉えて検討審議することを目的に設置

された委員会である。今期における 0HSMS 委員会及び EMS 委員会の活動内容

を表 5-4-1 に示す。 

 

表 5-4-1 OHSMS 委員会及び EMS 委員会の活動内容 

 

開催日 議       題 審議結果 

7 月 28 日 

(第 47 回) 

＜審議事項＞ 

1.転倒災害が予測されるリスクを改善の実施結果 

2. OHSMS/EMS における緊急事態の特定結果について 

 

審議終了 

審議終了 

8 月 28 日 

(第 48 回) 

＜審議事項＞ 

1.化学物質に係るリスクアセスメントの施行について 

2.新規法令（健康増進法）と改定法令（森林法）の要

求事項登録表の制・改定について  

 

審議終了 

審議終了 

 

9 月 25 日 

(第 49 回) 

＜審議事項＞ 

1. 環境マネジメントシステム活動に関する目的・目標

の総括（案）について 

2. 労働安全衛生マネジメントシステム活動に関する

目標の総括（案）について 

3. 平成 15 年度 東海事業所の目的・目標達成状況の

中間報告について 

 

審議終了 

 

審議終了 

 

審議終了 

 

委員長 ：副所長（プルトニウム燃料センター長） 

委員長代理：東海事業所技術主幹 

委 員 ：開発調整室代理、運営管理部事務主幹、安全研究 GL、保安管理部技

術主幹、建設工務管理部次長、環境保全・研究開発センター品質保

証 GL、再処理センター技術主幹、プルトニウム燃料センター品質保

証 GL 

事務局 ：品質保証室  
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5.5 安全主任者会議 

 

今期の安全主任者会議の活動内容を表 5-5-1 に示す。 

 

表 5-5-1 安全主任者会議の活動内容 

 

開催日 議      題 審議結果等 

7 月 7日 

（定例） 

<審議事項> 

1.共通安全作業要領「A-2 保安教育・訓連要領」の改定 

2.共通安全作業要領「C-7 グローブボックス等設備機器

の切断・溶断作業の管理要領」の制定 

3.共通安全作業基準「I作業の実施体制」の改定 

<報告事項> 

1.安全活動に関する情報 

2.各安全主任者からの保安管理状況の報告（トピックス）

等 

 

審議終了 

継続審議 

 

審議終了 

7 月 16 日 

（臨時） 

<審議事項> 

1.（継続審議）共通安全作業要領 C-17「クローブボック

ス等設備機器の切断・溶断作業の管理要領」の改定 

2.（継続審議）共通安全作業基準「I 作業の実施体制」の

改正 

3.共通安全作業要領「A-6 作業責任者認定制度の運用要領」

の改定 

 

審議終了 

 

審議終了 

 

審議終了 

8 月 4 日 

（定例） 

<審議事項> 

1.安全管理棟別棟における右掌部の軽微な負傷 

<報告事項> 

1.共通安全作業基準「I作業の実施体制」の改正 

2.安全活動に関する情報 

3.安全主任者会議安全巡視結果 

4.各安全主任者からの保管管理状況の報告（トピックス）

等 

 

審議終了 

9 月 2 日 

（定例） 

<審議事項> 

1.共通安全作業要領「D-1 一般公害施設の管理要領」改定 

<報告事項> 

1.安全活動に関する情報 

2.各安全主任者からの保安管理状況の報告（トピックス）

等 

 

審議終了 

議 長 ：専任衛生管理者 

委 員 ：各部・センター安全主任者 7名 

事務局 ：安全対策課  
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5.6 衛生管理者会議 

 

今期の衛生管理者会議の活動内容を表 5-6-1 に示す。 

 

表 5-6-1 衛生管理者会議の活動内容 

 

開催日 議      題 審議結果等 

7 月 9 日 

（定例） 

<報告事項> 

1.各センター・部衛生巡視結果の確認及び 5 月期作

業環境測定結果の確認 

2.平成 15 年度全国労働安全週間行事について 

<検討事項> 

1.快適職場づくりの推進「分煙活動について」 

2.衛正管理者会議による衛生巡視結果 

 

 

 

 

 

8 月 7 日 

（定例） 

<報告事項> 

1.各センター・部衛生巡視結果の確認及び 6 月期作

業環境測定結果の確認 

<審議事項>（検討） 

1.平成 15 年度労働衛生週間行事について 

<報告事項>（検討） 

1.快適職場作りの推進「分煙活動について」 

2.化学物質等有害業務従事者について 

3.衛生管理者会議による衛生巡視結果 

 

 

 

 

 

審議終了 

 

 

 

9 月 3 日 

（定例） 

<報告事項> 

1.各センター・部衛生巡視結果の確認及び 7 月期作

業環境測定結果の確認 

2.衛生管理者会議による衛生巡視結果 

<検討事項> 

1.労働衛生職場相互パトロールについて 

2.作業環境測定研修会について 

3.快適職場の推進について（アンケート） 

4.労働衛生週間行事について 

 

 

 

 

 

 

検討終了 

 

検討終了 

検討 

議 長 ：専任衛生管理者 

委 員 ：産業医、各部センター衛生管理者 6名 

事務局 ：安全対策課 
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5.7 防火対策委員会 

 

防火対策委員会は、事業所における防火管理の適正な運営を図るために設

置された委員会である。 

平成 15 年 4 月 21 日のプルトニウム燃料センター火災通報遅れ事案の反省

を受けて、防火対策委員会審議を経て平成 15 年 8 月 1 日付消防計画の改訂を

行った。主な改訂点は以下の通りである。 

・防火対策委員会に防火教育及び訓練に関する事項を追加 

・請負業者等が設置した現場事務所等の火災発生時の対応について具体的に

明記 

・火気使用箇所の自主検査及び検査記録の保管を明記 

・火気使用許可が必要な火気を明記 

・火気使用上の防火対策基準を明記 

・展示館の避難計画の作成 

・その他 

今期における防火対策委員会の活動内容を表 5-7-1 に示す。 

 

表 5-7-1 防火対策委員会の活動内容 

 

開催日 議   題 審議結果等 

7 月 3 日 
1.消防計画変更案の説明 

2.安全衛生化学物質委員会に向けて 

消防計画変更案の大筋

合意 

8 月 5 日 

1.消防計画の変更と防火対策委員によ 

る周知について 

2.今後の教育訓練の紹介 

改正消防計画の周知説

明及び改正後の教育訓

練案を紹介 

委員長 ：東海事業所防火管理者（所長代理） 

副委員長：保安管理部長 

委 員 ：各部・センター各 1名、消防班長 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ:保安管理部次長、危機管理整備室技術主幹 

事務局 ：危機管理整備室 
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5.8 ダイオキシン類対策委員会 

 

ダイオキシン類対策委員会は、労基署発 401 号「廃棄物焼却施設内作業に

おけるダイオキシン類ばく露防止対策について」に基づき、平成 13 年 10 月 1

日付けで設置された。安全対策課が事務局を担当し、6ヶ月毎に 1回の委員会

開催を原則としている。今期の活動内容を、表 5-7-1 に示す。 

 

表 5-8-1 ダイオキシン類対策委員会の活動内容 

 

開 催 日 議      題 審議結果等

9月 29 日 

<審議事項> 

廃棄物焼却施設の作業場における空気中のダイオ

キシン類の濃度測定結果 

 

審議終了 

委員長 ：所長代理 

委 員 ：産業医、専任衛生管理者、保安管理部衛生管理者、運営管理部衛生

管理者、環境保全・研究開発センター衛生管理者、再処理センター

衛生管理者、プルトニウム燃料センター衛生管理者、環境保全・研

究開発センター環境保全部長、再処理センター環境保全部長、プル

トニウム燃料センター環境保全部次長 

事務局 ：安全対策課 
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5.9 保安管理部品質保証推進委員会 

 

今期における保安管理部品質保証推進委員会の活動内容を表5-9-1に示す。 

 

表 5-9-1 保安管理部品質保証推進委員会の活動内容 

 

開催日 議       題 審議結果 

7 月 16 日 

（第 9回） 

＜報告事項＞ 

1.部品質マネジメントシステムの構築について 

2.文書管理体系図について 

3.文書管理について 

4.コミュニケーション管理要領について 

5.品質保証室 作業手順書作成計画について 

 

 

＜審議事項＞ 

1.コミュニケーション管理要領について 

 

審議終了 

7 月 30 日 

（第10回） 
＜報告事項＞ 

2.保安部体系について 

3.各課室の作業の作業手順書、文書及び品質記録の分

類の考え方 

 

 

8 月 27 日 

（第11回） 

＜報告事項＞ 

1.文書管理体系図について 

2.部品質マネジメントシステムの構築について 

3.文書・品質記録管理作業手順書について 

 

 

9 月 10 日 

（第12回） 

＜審議事項＞ 

1. 品質保証自主監査手順書について 

 

審議終了 

9 月 17 日 

（第13回） 

＜審議事項＞ 

1. 教育訓練要領書の制定について 

 

審議終了 

委員長 ：保安管理部次長 

副委員長：保安管理部技術主幹 

委 員 ：安全対策課課長代理、安全対策課技術主幹、危機管理整備室技術主

幹、品質保証室長、品質保証室室長代理、品質保証室技術主幹 

事務局 ：品質保証室 
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6. 規程類の整備 

 

保安管理部が所管する各種規程・規則類について、必要に応じて改正を行

った。今期は使用施設保安規定、放射線保安規則、共通安全作業基準の一部

改正を行った。 

 

6.1 使用施設保安規定 

   

使用施設保安規定については、前期に変更認可された内容について、施行

に係る手続きを行い、7月 7日付で施行した。また、第 2ウラン系廃棄物貯蔵

施設の廃水移送方法の変更に伴う変更認可申請を 8月 26 日付で行い、9月 24

日付で認可された。変更内容を表 6-1-1 に示す。 

 

表 6-1-1 使用施設保安規定 

 

規程類名称 整  備  内  容 申請・制改定日等 

核燃料物質

使用施設保

安規定 

(1) 第 2 ウラン系廃棄物貯蔵施設の新規運用に

伴い、関連する条文、図及び表を変更する。

(2) プルトニウム燃料第一開発室セラミックス

室（R-125）及びプルトニウム燃料第二開発

室粉末調整室(A-103)にγ線用エリアモニタ

及び中性子線用エリアモニタを新設したこ

とに伴い、関連する表を変更する。 

(3) プルトニウム燃料第二開発室湿式回収室

(A-104)の湿式回収精製設備を撤去したこと

に伴い、関連する表を変更する。 

(4) その他、所要の見直しを行う。 

申請 

5 月 30 日 

15 ｻｲｸﾙ機構(安)010 

認可 

6 月 25 日 

15 機文科科第 8号 

施行 

7 月 7 日 

核燃料物質

使用施設保

安規定 

(1) 第2ウラン系廃棄物貯蔵施設からM棟屋外中

間廃水ピットへの廃水移送方法を変更した

ことに伴い、関連する条文を変更する。 

申請 

8 月 26 日 

15 ｻｲｸﾙ機構(安)017 

認可 

9 月 24 日 

15 機文科科第 38 号 

施行 

9 月 25 日 

 

6.2 放射線障害予防規定 

 

放射線障害予防規定については、今期の変更はなかった。 
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6.3 事業所規則類 

  

放射線保安規則及び核燃料物質使用施設放射線管理基準については、今期

は以下の変更を行った。 

変更内容を表 6-3-1 に示す。 

 

表 6-3-1 事業所規則類の整備状況 

 

規程類名称 整  備  内  容 申請・制改定日等 

放射線保安

規則 

(1)線量率、表面密度及び空気中の放射性物

質濃度等の測定（記録）頻度を法令に定

める頻度に合わせるため、関連する表を

変更する。 

(2)管理区域等の標識の表示箇所の明確化及

び標識の種類の見直しに伴い、関連する

図を変更する。 

施行 

7 月 7 日 

核燃料物質

使用施設放

射線管理基

準 

(1)線量率、表面密度及び空気中の放射性物

質濃度等の測定（記録）頻度を法令に定

める頻度に合わせるため、関連する表を

変更する。 

(2)管理区域等の標識の表示箇所の明確化及

び標識の種類の見直しに伴い、関連する

図を変更する。 

(3)プルトニウム燃料第一開発室及びプルト

ニウム燃料第二開発室にγ線用エリアモ

ニタ及び中性子線用エリアモニタを設置

したことに伴い、関連する図表を変更す

る。 

(4)第 2ウラン系廃棄物貯蔵施設の新規運用

に伴い、関連する条文、図及び表を変更

する。 

(5)その他、所要の見直しを行う。 

施行 

7 月 7 日 
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6.4 共通安全作業基準 

 

東海事業所共通安全作業基準については、随時見直し等を行い安全主任者

会議において審議を経て制改訂を行っている。今期は前期に発生した Pu セン

ターでの火災を教訓とした諸制度の見直しによる改訂を中心に実施した。 

今期の改訂実績を表 6-4-1 に示す。 

 

表 6-4-1 共通安全作業基準 

（1/3） 

規程類名称 整  備  内  容 制定・改定日 

共通安全作業要領 A

－2「保安教育・訓練」 

消防計画の変更及び防火管理規則

の廃止に伴う変更及び、教育・訓練

カリキュラムの見直し。 

7 月 9 日改定 

共通安全作業要領 

C－17「グローブボッ

クス等設備機器の切

断・溶断作業の管理要

領」 

本管理要領は切断・溶断工具の一

般産業での取扱方法に加え、グロー

ブボックス等の解体現場での作業環

境・状況に応じた取扱方法と安全対

策、遵守事項を盛り込み、東海事業

所及び大洗工学センターでのグロー

ブボックス等設備機器の解体等にお

ける切断・溶断作業での経験、トラ

ブル、ヒヤリハット事例、安全対策

等を反映した。 

・「切断・溶断作業に関する事前評価」

・「切断工具の特徴及び切断・溶断作

業への適応性」 

・「切断・溶断作業上の遵守事項」 

・「作業管理上の安全対策」 

・「作業管理上の遵守事項」 

・「点検」 

7 月 17 日制定 
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（2/3） 

規程類名称 整  備  内  容 制定・改定日 

共通安全作業基準 

Ⅰ「作業の実施体制」 

①定常の現場作業におけるチームリ

ーダーは、認定制度により作業責

任者の認定を受けることとし、更

に現場には、現場責任者の認定を

受けた者を配置する。 

②非定常作業における作業責任者及

び現場責任者は、認定制度により

認定を受けた者を指名する。 

③年間作業請負契約に基づく総括責

任者又はその代理者を現場責任者

に指名することができることとす

る。 

④現場責任者は現場に常駐すること

を明記する。 

⑤区域管理者及び年間作業請負契約

に基づく総括責任者の職務を追記

する。 

⑥異常時の対応に現場先任者の役割

を明記する。 

⑦その他の所要の見直しを行う。 

8 月 8 日改定 

共通安全作業要領 A

－6「作業認定者責任

制度の運用要領」 

作業責任者認定制度を請負工事以

外の作業等へ適用拡大することに伴

い、関連する事項の変更を行う。 

8 月 11 日改定 
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（3/3） 

規程類名称 整  備  内  容 制定・改定日 

共通安全作業要領 

D－１「一般公害施設

の管理要領」 

・申請に係る該当法令及び申請事項

の明確化等に伴い、関連する事項の

変更を行う。現行法令との整合性を

図る。 

（1）該当法令の見直し及び申請事項

の明確化を図る。 

（2）センター長・部長が特定施設の

設置等に関する申請を行う旨の

追加する。 

（3）振動規制法及び騒音規制法に基

づく地域の指定に関する事項の

追加する。 

（4）公害担当者の業務の明確化を図

る。 

（5）公共用水域への濁り水の排出の

おそれがある工事等に対する対

応の追加する。 

（6）法令に基づく対象施設である旨

を示す専用シールに関する事項

の追加する。 

（7）特定施設の申請状況の確認に関

する事項の追加する。 

（8）施設、設備又は機械の設置、変

更又は廃止に係る発注時におけ

る申請の必要性の確認に関する

事項の追加する。 

9 月 16 日改定 
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7. 許認可申請 

 

保安管理部が所掌する各種法令等に基づき、施設・設備の新設、増設、改

造等の変更に伴う許認可に関し、東海事業所の窓口として監督官庁とのヒヤ

リング、所内事務手続き及び申請、届出に対応した。 

今期における各種法令等に基づく許認可実績を以下に示す。 

また、前期において労働安全衛生法、水質汚濁防止法、振動規制法及び県

公害防止条例に基づく設備等の設置等の申請漏れがあった件については、再

発防止対策の検討等を進め、以下の対策等を実施することにより再発防止に

努めた。なお、再発防止に係る関係資料を付録として添付するので参照され

たい。 

① 再発防止の徹底に係る業務連絡の発信・周知（7月 10 日） 

② 申請漏れと再発防止に係る安全ニュースの発行（7月 22 日） 

③ 各部・センター担当者等に対する法令教育の実施（8月 26 日） 

④ 申請済設備等のリスト化及び保安管理部ホームページの掲載 

⑤ 申請に係る解説資料の作成及び保安管理部ホームページへの掲載 

⑥ 識別シールの作成及び各部署の申請済設備等への貼付 

⑦ 関係規則・要領等の改定 
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7.1 原子炉等規制法 

 

今期における原子炉等規制法に係る許認可は 3 件であり、その実績を表

7-1-1 に示す。 

 

表 7-1-1 原子炉等規制法に係る許認可実績 

 

① 核燃料物質使用変更許可申請 

（1/2） 

使用施設 許認可申請項目 記事 

プルトニウム

燃料第三開発

室 

1）使用施設の位置、構造及び設備について 

①固体廃棄物一時保管室(1)及び固体廃 棄物

一時保管室(3)の部屋名称を廊下に変更する。 

プルトニウム

廃棄物処理開

発施設 

 

1）使用の目的及び方法について 

①目的番号(2)の使用の方法の「(3)非破壊分析

法等により、プルトニウム廃棄物及び固化体に

含まれるプルトニウム量及びウラン量を測定す

るための試験を行う。」を削除する。 

2）使用施設の位置、構造及び設備について 

①測定試験室(1)を資材保管室(1)に、測定試験

制御室を資材保管室(2)に、測定試験室(2)を資

材保管室(3)に変更する。 

②測定試験室(1)（P-303）、測定試験制御室

（P-304）及び測定試験室(2) （P-305）に設置

してある測定試験設備を撤去する。 

Ｂ棟 1）廃棄施設の位置、構造及び設備について 

①廃棄物一時保管庫（B-21）の使用を取りやめ

る。 

申請 

8 月 29 日 

15 サイクル機構(東

海)502 
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（2/2） 

使用施設 許認可申請項目 記事 

Ｊ棟 1）使用の目的及び方法について 

①使用の目的にウラン系廃棄物の処理に関する

技術開発を追加するとともに、使用の方法に水

蒸気改質処理試験装置を用いた難処理有機廃棄

物の処理に係る試験を追加する。 

②使用の目的のうち、六ふっ化ウランの詰め替

えについて、使用の方法にＵＦ6詰替装置を用い

たＵＦ6 充てん容器からＵＦ6 シリンダへの詰替

えを追加する。 

2）核燃料物質の種類について 

①核燃料物質の主な化学形態及び性状を追加す

る。 

3）使用施設の位置、構造及び設備について 

①廃棄物一時保管室を作業室(4)に、準備室を分

析室に、第一フードを第一保管室に、第二フー

ドを第二保管室に、第四フードをＵＦ6 回収室

に、除染フードを除染場に変更する。 

②作業室(4)にＵＦ6 詰替装置及び水蒸気改質処

理試験装置を新設する。 

高レベル放射性

物質研究施設 

 

1）使用施設の位置、構造及び設備について 

①実験室Ａにグローブボックス GA-10 及びＸ線

回折装置を新設する。 

②実験室Ｃに設置してあるグローブボックス

GA-8A 内に基礎化学試験装置(5)を設置する。 

応用試験棟 

 

1）使用の目的及び方法について 

①ウラン及びトリウムの分析・測定等の実習試

験を廃止する。 

②トリウムの分析・測定を追加する。 

2）貯蔵施設の位置、構造及び設備について 

①「ウラン保管庫」の名称を「保管庫」に変更

するとともに、トリウムの貯蔵を行う。 

 

洗濯場 1）使用の目的及び方法について 

①使用の目的及び方法に洗濯作業を追加する。 

2）使用施設の位置、構造及び設備について 

①洗濯作業に係る室、設備等を使用施設とする。 
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② 核燃料物質の使用の許可に係る変更届 

使用施設 許認可申請項目 記事 

プルトニウ

ム燃料第一

開発室 

 

プルトニウム燃料第一開発室への核燃料物

質の受け入れに伴い、「5.予定使用期間及び年

間予定使用量」のうち、「濃縮ウラン及びその

化合物（濃縮度 5 wt％未満）」の年間予定使

用量を 13、000 kg（Ｕ量）から 14、000 kg

（Ｕ量）に、また、事業所全体に係る「濃縮

ウラン及びその化合物（濃縮度 20 wt％未満）」

の年間予定使用量を 37、529.7 kg（Ｕ量）か

ら 38、529.7 kg（Ｕ量）に、それぞれ変更す

る。 

届出 

7 月 8 日 

15 サイクル機構(東

海)320 

 

Ｂ棟 年間予定使用量（最大存在量及び延べ取扱

量）を明確にする。 

Ｊ棟 天然ウラン及びその化合物の年間予定使用

量（最大存在量及び延べ取扱量）を変更する。

高レベル放

射性物質研

究施設 

年間予定使用量（最大存在量及び延べ取扱

量）を明確にするとともに、濃縮ウラン及び

その化合物、プルトニウム及びその化合物、

ウラン-233 及びその化合物の年間予定使用

量を変更する。 

応用試験棟  年間予定使用量（最大存在量及び延べ取扱

量）を明確にするとともに、トリウム及びそ

の化合物の年間予定使用量を変更する。 

洗濯場  年間予定使用量（最大存在量及び延べ取扱

量）を明確にする。 

東海事業所  所全体に係る「天然ウラン及びその化合

物」、「トリウム及びその化合物」、「濃縮ウラ

ン及びその化合物」及び「ウラン-233 及びそ

の化合物」の年間予定使用量を変更する。 

届出 

8 月 29 日 

15 サイクル機構(東

海)503 
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7.2 放射線障害防止法 

 

今期における放射線障害防止法に係る許認可は 2 件であり、その実績を表

7-2-1 に示す。 

 

表 7-2-1 放射線障害防止法に係る許認可実績 

 

使用施設 許認可申請項目 記  事 

施設検査申請 

①実習室 2を実習室 2と実験室 4に分割 

②ヒューム系排風予備機の性能変更 

③法改正に伴う見直し 

④その他所要の見直し 

申請 

4 月 15 日 

15 ｻｲｸﾙ機構（東海）

0042 

合格証 

9 月 15 日 

放検発 15 合第 149

号 

応用試験棟 

軽微変更届 

①実習室2における非密封RIの使用の廃止

②その他所要の見直し 

届出 

平成 15年 9月 17 日

15 ｻｲｸﾙ機構（東海）

0572 
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7.3 労働安全衛生法 

 

今期における労働安全衛生法に係る許認可は 2 件であり、その実績を表

7-3-1 に示す。 

 

表 7-3-1 労働安全衛生法に係る許認可実績 

 

件  名 内   容 該当施設 日 付 

機械等設置届 局所排気装置等を設置す

る。 

第二応用試験

棟 
7 月 10 日 

第一種圧力容器休

止報告書 

熱交換器（検査証 No.3144）

を平成 9 年 9 月 1 日から休

止してきたが、今後も使用

する予定がないため休止期

間を延長する。（休止期間：

平成 15 年 9 月 1 日～平成

16 年 8 月 31 日） 

アスファルト

固化処理施設 

8 月 21 日 
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7.4 消防法 

 

今期における消防法に係る許認可は、危険物施設関係 7 件及び消防設備関

係 2件であり、その実績を表 7-4-1 に示す。 

 

表 7-4-1 消防法 

 

 件  名 内   容 該当施設 日 付 

危険物取扱所完成

検査申請書 

分離精製工場パネ

ルハウス内に警報

設備を新規設置す

る。 

再処理センター 分離

精製工場・除染場（危

険物一般取扱所） 
8 月 1 日 

危険物取扱所設置

許可申請書 

一般取扱所を設置

する。 

再処理センター  

低放射性廃棄物処理技

術開発施設発電機棟 

8 月 8 日 

危険物貯蔵所設置

許可申請書 

地下タンク貯蔵所

を設置する。 

再処理センター  

低放射性廃棄物処理技

術開発施設発電機棟用

地下タンク 

8 月 8 日 

火気使用工事届出

書 

ガスタービン指導

空気配管更新のた

め配管の点付け溶

接を行う。 

プルトニウム燃料セン

ター ユーティリティ

棟非常用発電機室 
8月29日

危険物取扱所 品

名、数量又は指定

数量の倍数変更届

出書 

指定数量の倍数を

変更する。 

再処理センター 分離

精製工場・除染場（危

険物一般取扱所） 
9 月 2 日 

少量危険物貯蔵取

扱廃止届出書 

貯蔵数量変更に伴

い廃止する。 

モックアップ試験棟北

側 少量危険物貯蔵庫 
9 月 2 日 

危
険
物
施
設
関
係 

少量危険物貯蔵取

扱届出書 

少量危険物貯蔵庫

を設置する。 

モックアップ試験棟北

側 少量危険物貯蔵庫 
9 月 2 日 

消防設備等設置届

出書 

自動火災報知設備

の取替えに伴う設

置届出。 

プルトニウム燃料第三

開発室 8月28日
消
防
設
備
関
係 

消防設備等設置届

出書 

自動火災報知設備

の増設・取替えに

伴う設置届出。 

東海分室 

8月29日
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7.5 高圧ガス保安法 

 

今期における高圧ガス保安法に係る許認可は 2 件であり、その実績を表

7-5-1 に示す。 

 

表 7-5-1 高圧ガス保安法に係る許認可実績 

 

件  名 内   容 該当施設 日 付 

高圧ガス保安技術

管理者等届書 

高圧ガス保安技術管理者

を職務分担の変更などに

伴い平成15年 4月1日付

けで変更する。 

クリプトン回収技

術開発施設用 Kr、

Xe ガス設備 液体

窒素供給設備 水

素供給設備 

8 月 11 日

高圧ガス製造施設

軽微変更届書 

貯槽安全弁の修理及び代

替品安全弁取付けを実施

したことにより変更す

る。 

地層処分放射化学

研究施設用液体窒

素・アルゴン製造

施設 

8 月 11 日
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7.6 環境法令 

 

今期における環境関係法令に係る許認可は 4件であり、その実績を表 7-6-1

に示す。 

 

表 7-6-1 環境法令に係る許認可実績 

 

件  名 内   容 該当施設 日 付 

特定施設設置変

更書（水質汚濁防

止法） 

Pu-1、Pu-3 及び PWTF から発生

する施設廃水の処理系統及び

第二排水溝への放出系統の変

更に伴い、汚水等の処理系統を

変更する。 

プルトニウム

燃料センター 

9 月 12 日 

許可工場変更許

可申請書（茨城県

公害防止条例） 

許可工場として、水質に関する

汚水等の処理系統の変更並び

に騒音に係る特定施設の設置

及び廃止を行う。 

プルトニウム

燃料センター 

乾 式 プ ロ セ

ス・材料試験

棟 

9 月 12 日 

特定施設の使用

の方法変更届出

書（振動規制法）

空気圧縮機の設置場所及び使

用時間の変更を行う。 

Ｊ棟 

9 月 30 日 

許可工場変更許

可申請書（茨城県

公害防止条例） 

許可工場として、空気圧縮機及

び送風機の設置、変更及び廃止

を行う。 

Pu-3 

Ｊ棟 9 月 30 日 
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8. 保安検査、立入調査等 

 

8.1 保安検査官対応 

 

平成 13 年 1月 6日付けの省庁再編に伴い東海事業所の使用施設は文部科学

省、再処理施設は、経済産業省の原子力保安検査官（以下「保安検査官」と

略）によって監督されることになり、保安検査官は日常それぞれ村内に設置

した事務所（文部科学省：原子力安全管理事務所、経済産業省：東海・大洗

原子力保安検査官事務所）及び東海事業所内に常駐している。保安検査官対

応班（以下「対応班」と略）は、保安検査官の主たる業務である原子力施設

の現場での運転管理監督や施設における保安規定の遵守状況の検査などの東

海事業所の窓口として下記の対応を行った。文部科学省及び経済産業省の保

安検査官体制を表 8-1-1 に示す。また、保安検査官への対応項目及び対応方

法について対応班が保安検査官及び所内各部・センターと調整して作成した。

実際に行った対応項目及び対応方法一覧を表 8-1-2 に示す。そのうち、主な

項目について概要を以下に示す。 

（1）文部科学省保安検査官関連 

   ① 施設巡視（週 4回） 

     核燃料物質使用施設である環境保全・研究開発センター及びプルトニウム

燃料センターのそれぞれの施設について、保安検査官と現場との調整を図

り毎月の巡視計画を作成した。これに基づき保安検査官が定常的、計画的

に施設の巡視を行った。巡視の際、保安検査官が施設側に対して指摘事項

があった場合は現場側の対応を対応班がフォローして、保安検査官に対し

て指摘に対する措置、対応を報告した。 

      今期は、使用施設について計 50 回（環境保全・研究開発センター：25 回、

プルトニウム燃料センター：25回）巡視が行われた。その巡視実績を表8-1-3

に示す。 

   ② 放射線作業管理（発生の都度） 

   使用施設で実施される非定常放射線作業について、現場でそれら作業が

生じた場合、保安検査官に対して対応班がその作業の概要を説明すると共

に計画書を提出した。保安検査官が詳細説明を要望した場合は現場側が放

射線作業書に基づき説明を実施した。また、計画された特殊放射線作業が

終了した場合、その旨をその都度、保安検査官に報告した。今期の使用施

設における特殊放射線作業の開始計画件数は、環境保全・研究開発センタ

ーが A1 作業：16 件、S2 作業：5件、プルトニウム燃料センターが S2 作業：

4件であり、合計 25 件であった。 

  ③ 定例報告 

     以下の項目を定例として文部科学省保安検査官に報告しており、それらの

対応を下記に示す。 

(a) 許認可週報（毎週） 

毎週始めに保安管理部品質保証室が作成した使用施設に関する許認

可の状況について提出し、説明した。 
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(b) 自主点検・教育訓練計画（毎月） 

使用施設の保安規定に定められた自主点検計画及び教育訓練計画表

を各センターで毎月作成し、月始めに対応班がとりまとめ保安検査官

へ提出した。なお、年度始めには各センター毎に年間の自主点検・教

育訓練計画表を作成し、対応班がとりまとめ保安検査官へ概要を説明

し提出した。 

(c) 運転計画（毎月） 

各使用施設の運転計画を毎月始めに各センター毎に作成し、それを

対応班がとりまとめ保安検査官へ提出した。なお、年度始めには各セ

ンター毎に年間の運転計画を作成し、対応班がとりまとめ保安検査官

へ概要を説明し提出した。 

（2）経済産業省保安検査官関連 

① 施設巡視（毎日） 

       保安検査官による再処理施設の巡視は定常的に実施された。 

対応班は保安検査官と再処理センター側の担当と毎朝、巡視施設及び巡

視時間について調整を行い巡視が行われた。 

② 放射線作業管理（発生の都度） 

再処理施設で実施される非定常放射線作業について、現場でそれら作

業が生じた場合、保安検査官に対して対応班が概要を説明すると共に計

画書を提出した。保安検査官が詳細説明を要望した場合は現場側が放射

線作業書に基づき説明を実施した。また、計画された特殊放射線作業が

終了した場合、その旨をその都度、保安検査官に報告した。今期の再処

理施設における特殊放射線作業の開始計画件数は、S2 作業：33 件及び A1

作業：13 件であり、合計 46 件であった。 

③ 再処理施設関連ヒヤリング（毎日） 

再処理センターの各施設について主として保安規定遵守状況の確認の

観点から保安検査官による各課室ごとのヒヤリングが再処理施設内で定

常的に実施された。この定常的なヒヤリングは、再処理側が保安検査官

の了解のもとに毎月作成した月間予定表に基づき実施された。その定常

的に実施した実施日等の記録を表 8-1-4 に示す。 

④ 定例報告 

以下の項目を定例として経済産業省保安検査官に報告しており、それ

らの対応を行った。 

(a) 再処理運転記録及び日誌（毎日） 

毎朝、再処理管理課から送信される FAX に基づき対応班が概要を説

明し提出した。 

  (b) 再処理放管記録（毎日） 

再処理施設のスタックからの放出されたクリプトン、ヨウ素等の排

気中放射性物質の日々の放出について、対応班が立ち会いのもと放射

線管理第二課が毎日報告し資料を提出した。 

  (c) 許認可週報（毎週） 

毎週始めに再処理品質保証室が作成した再処理施設に関する許可の
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状況について提出し、説明した。 

(d) 再処理週報（毎週） 

再処理施設で行われている主な作業の計画と実績を示したもので再

処理品質保証室が作成し、毎週提出した。 

  (e) 自主点検・教育訓練計画（毎月） 

再処理施設の保安規定に定められた自主点検計画及び教育訓練計画

表を再処理センターで毎月作成し、月始めに対応班がとりまとめ保安

検査官へ提出した。なお、年度始めには再処理センターが年間の自主

点検・教育訓練計画表を作成し、対応班が保安検査官へ提出している。 

（3）共通事項 

   ① 異常事象発生対応（発生の都度） 

所内で発生した異常事象は使用施設に関することは文部科学省保安検査

官へ、再処理施設に関する事は経済産業省の保安検査官へ対応班がその概

要を迅速に報告すると共に、必要に応じて保安検査官への現場部署による

説明の場を設け実施した。 

対応班が今期に取り扱った異常事象は計 30 件であった。そのリストを表

8-1-5 に示す。 

   ② 保安検査官と核燃料取扱主任者、主務者との定例連絡会議 

文部科学省及び経済産業省の保安検査官と所内の核燃料取扱主任者及び

核燃料取扱主務者（以下「核取」と略）との情報交換の場として連絡会議

を経済産業省保安検査官とは原則として毎月 2 回定期的に開催している。

今期は経済産業省保安検査官とは 7月 8日、7月 22 日、8月 12 日に計 3回

開催し、各施設の運転、稼動等の状況を各核取が保安検査官へ説明すると

ともに、保安検査官と核取との情報交換を行った。 

③ 東海事業所運転状況表（毎週） 

使用施設、再処理施設各施設の一週間単位の運転実績及び次週の運転予

定を記載した東海事業所運転状況表を基に、毎週末に対応班が所内施設の

運転状況について今週の実績と来週の予定を提出し、説明した。 

④ 運転管理日報（毎日） 

所内 LAN を使った環境保全・開発センター、プルトニウム燃料センター、

再処理センターとのネットワークにより各センターの施設の毎日の運転状

況を取り込み保安検査官がパソコンでその状況を把握できるように、各セ

ンターの入力状況の確認を実施した。 

⑤ 保安検査（四半期毎） 

      文部科学省、経済産業省それぞれが四半期ごとに本庁の保安検査官も含

めた複数体制で保安検査を実施した。受検する現場側は再処理施設側も      

使用施設側もそれぞれの受検体制を作り対応した。今期は文部科学省保      

安検査官が使用施設を対象に 7 月 29 日から 7 月 31 日に、経済産業省保安

検査官は再処理施設を対象に 8 月 25 日から 9 月 12 日の期間にわたり実施

した。対応班は保安検査を円滑に進めるため本庁も含めた保安検査官と現

場側体制との窓口業務を行い、保安検査の進行を支援した。 
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表 8-1-1 原子力保安検査官体制 

 

平成 15 年 7 月 1 日現在 

所 管 省 庁 役 職 等 人数 

所 長 

防災専門官 
1 名 

副所長 

保安検査官 
1 名 

保安検査官 3 名 

文部科学省 

  茨城原子力安全管理事務所 

技術参与 

（運転管理専門官） 
1 名 

所 長 

統括保安検査官 
1 名 

副所長 

防災専門官 
1 名 

経済産業省 

原子力安全・保安院 

 東海・大洗原子力保安検査官事務所 

保安検査官 5 名 
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10:00 環境センター 焼却施設

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第一開発室

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第三開発室

10:00 環境センター Ｍ棟

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物貯蔵施設（PWSF/第二PWSF）

10:00 環境センター 応用試験棟

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第二開発室

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物処理開発施設（PWTF）

10:00 環境センター Ｌ棟,Ｇ棟,Ｇ棟付属試験室

13:30 Puセンター 燃料製造機器試験室、ウラン貯蔵庫

10:00 環境センター Ａ棟，Ｂ棟

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第三開発室

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物貯蔵施設（PWSF/第二PWSF）

10:00 環境センター
ウラン系廃棄物貯蔵施設、第1～6廃棄物倉庫、洗濯
場、ウラン系廃棄物倉庫,中央廃水処理場

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物処理開発施設（PWTF）

10:00 環境センター
J棟,廃水処理室,廃油保管庫、第2ウラン系廃棄物貯
蔵施設

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第三開発室

表8-1-3　文部科学省　原子力安全管理事務所による使用施設巡視実績（1）
（7月期）

7月1日
（火）

開始時刻 担当部署月 日

7月17日
（木）

備考巡視施設

7月3日
（木）

7月8日
（火）

7月10日
（木）

7月15日
（火）

7月29日
（火）

7月31日
（木）

7月22日
（火）

7月24日
（木）

JNC TN8440 2004-010

－59－



　

10:00 環境センター 焼却施設

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第一開発室

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第二開発室

10:00 環境センター Ｍ棟、第２ＵＷＳＦ

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第三開発室

10:00 環境センター 応用試験棟

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物貯蔵施設(PWSF/第二PWSF）

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物処理開発施設（PWTF）

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第三開発室

10:00 環境センター Ｌ棟,Ｇ棟,Ｇ棟付属試験室

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第一開発室

8月28日
（木）

8月26日
（火）

備考巡視施設

8月7日
（木）

8月12日
（火）

8月19日
（火）

8月21日
（木）

表8-1-3　文部科学省　原子力安全管理事務所による使用施設巡視実績（2）
（8月期）

8月5日
（火）

開始時刻 担当部署月 日
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10:00 環境センター
UWSF、第1～6廃棄物倉庫、洗濯場、ウラン系廃棄物
倉庫,中央廃水処理場

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第二開発室

10:00 環境センター 焼却施設

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物貯蔵施設（PWSF/第二PWSF）

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第三開発室

10:00 環境センター M棟、第2UWSF

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物処理開発施設（PWTF）

10:00 環境センター 応用試験棟

13:30 Puセンター 燃料製造機器試験室、ウラン貯蔵庫

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第一開発室

10:00 環境センター J棟,廃水処理室,廃油保管庫、第2ウラン貯蔵庫

13:30 Puセンター プルトニウム燃料第三開発室

10:00 環境センター 高レベル放射性物質研究施設（CPF）

13:30 Puセンター プルトニウム廃棄物処理開発施設（PWTF）

9月25日
（木）

9月30日
（火）

9月18日
（木）

備考巡視施設

9月4日
（木）

9月9日
（火）

9月11日
（木）

9月16日
（火）

表8-1-3　文部科学省　原子力安全管理事務所による使用施設巡視実績（3）
（9月期）

9月2日
（火）

開始時刻 担当部署月 日

JNC TN8440 2004-010

－61－



 

表 8-1-4  再処理 保安検査官対応記録 

(7～9 月) 

（1/2） 

月/日 課室名 指摘・意見等 備考 

7/1 分析第一課 特に指摘事項はなし  

7/2 分析第二課 操作・保守記録に記載されている交代勤務

時刻の欄において、2 勤から 3 勤の交替時

刻の記載が 3 勤から 1 勤の交替時刻になっ

ている等が見受けられるので適切な時刻と

すること 

 

7/3 放射線管理第二

課 

特に指摘事項はなし  

7/4 前処理課 特に指摘事項はなし  

7/7 化学処理第一課 特に指摘事項はなし  

7/9 化学処理第二課 特に指摘事項はなし  

7/10 化学処理第三課 特に指摘事項はなし  

7/11 転換技術課 ・ フィルタ備品置き場に低放射性廃棄物

が置かれている。区別して置くこと 

・ 低放射性廃棄物置き場に壁表示がある

ところとないところがある。課内で検討

して統一すること 

 

7/14 環境管理課 特に指摘事項はなし  

7/15 処理第一課 α・βγ兼用の HFCM が設置されているがサ

ーベイ作業の頻度が多い区域に設置すべき

ではないか 

 

7/16 処理第二課 特に指摘事項はなし  

7/18 処理第三課 ・教育は、テスト等を取り入れ、実効性の

ある方法を検討してはどうか 

・教育報告で参考になる意見があれば、次

回教育に反映してはどうか 

 

7/23 施設保全第一課 特に指摘事項はなし  

7/24 施設保全第二課 特に指摘事項はなし  

7/25 分析第一課 特に指摘事項はなし  

7/28 分析第二課 特に指摘事項はなし  

7/29 放射線管理第二

課 

特に指摘事項はなし  
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（2/2） 

月/日 課室名 指摘,意見等 備 考

8/1 前処理課 特に指摘事項はなし  

8/4 化学処理第一課 特に指摘事項はなし  

8/5 処理第三課 特に指摘事項はなし  

8/6 処理第二課 特に指摘事項はなし  

8/7 転換技術課 特に指摘事項はなし  

8/8 環境管理課 特に指摘事項はなし  

8/11 処理第一課 特に指摘事項はなし  

8/11 前処理課 分離精製工場内トイレ水漏れ説明。特に指

摘事項はなし 

 

8/18 処理第二課 特に指摘事項はなし  

8/19 処理第三課 特に指摘事項はなし  

8/20 施設保全第一課 特に指摘事項はなし  

8/21 施設保全第二課 特に指摘事項はなし  

8/22 分析第一課 特に指摘事項はなし  

9/16 分析第二課 教育・訓練報告書の「意見・感想等」の記

述は、皆が同様の感想となっている。個々

人が感じたこと率直な意見を記載できる

ような工夫をして欲しい。〔例えば、受講

者一人ひとりに短冊を渡し、それを集約す

る。〕 

 

9/17 放射線管理第二

課 

特に指摘事項はなし  

9/18 前処理課 移動ホイストの不具合について説明した。

今回の事象（原因、対策）について得られ

た知見の伝承に努めて欲しい。また、トラ

ブル事例等の教育資料として活用願う。 

 

9/19 化学処理第一課 特に指摘事項はなし  

9/22 化学処理第二課 特に指摘事項はなし  

9/24 化学処理第三課 特に指摘事項はなし  

9/25 転換技術課 特に指摘事項はなし  

9/26 環境管理課 特に指摘事項はなし  

9/29 処理第一課 特に指摘事項はなし  

9/30 処理第二課 特に指摘事項はなし  
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件
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生
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所

施
設

区
分

概
　

　
　

　
要

　
　

　
　

等
報

告
日

備
 
 
考

1

灰
化

電
気

炉
か

ら
の

煙
漏

れ

H
1
5
.
7
.
1
1

（
金

）
8
:
2
0
頃

放
射

線
安

全
部

安
全

管
理

棟
環

境
前

処
理

棟

8
時

2
0
分

頃
、

環
境

試
料

（
シ

ラ
ス

）
を

灰
化

処
理

中
の

電
気

炉
扉

の
隙

間
か

ら
煙

が
出

て
、

部
屋

に
煙

が
こ

も
っ

て
い

る
の

を
発

見
し

、
直

ち
に

村
消

防
に

連
絡

し
た

。
ド

ア
を

開
け

　
換

気
し

た
結

果
、

8
時

2
3
分

頃
に

煙
は

な
く

な
っ

た
。

8
時

4
0
分

頃
　

村
消

防
は

「
本

件
は

火
災

で
は

な
い

」
と

判
断

し
た

。
煙

の
漏

れ
に

つ
い

て
は

、
原

因
調

査
中

（
第

2
報

で
原

因
特

定
：

電
気

炉
扉

の
パ

ッ
キ

ン
の

劣
化

に
よ

る
）

。
　

環
境

へ
の

影
響

な
し

。
被

ば
く

、
人

身
災

害
な

し
。

（
事

故
対

策
会

議
を

設
置

し
た

）

7
/
1
1

（
金

）

2

P
u
-
3
　

仕
上

検
査

室
（

１
）

に
お

け
る

R
I

用
ゴ

ム
手

袋
の

汚
染

H
1
5
.
7
.
1
5

（
火

）
2
3
:
4
5
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

仕
上

検
査

室
（

１
）

（
F
P
-
1
1
0
）

使
用

仕
上

検
査

室
（

１
）

の
仕

上
検

査
設

備
（

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

N
o
.
F
P
G
-
3
3
c
）

に
お

い
て

グ
ロ

ー
ブ

作
業

後
の

ダ
イ

レ
ク

ト
サ

ー
ベ

イ
で

、
作

業
員

1
名

の
R
I
用

ゴ
ム

手
袋

左
手

平
部

よ
り

汚
染

を
検

出
。

（
放

管
に

よ
る

ダ
イ

レ
ク

ト
サ

ー
ベ

イ
の

結
果

、
7
0
0
0
d
p
m
。

2
3
:
4
5
頃

に
放

管
に

よ
り

P
u
を

確
認

）
　

当
該

作
業

者
（

協
力

会
社

員
）

を
除

く
同

室
作

業
者

は
5
名

（
職

員
1
名

協
力

会
社

員
4
名

）
　

当
事

者
及

び
当

事
者

の
作

業
後

の
サ

ー
ベ

イ
を

補
助

し
た

作
業

者
は

、
マ

ス
ク

を
着

用
　

当
事

者
を

含
む

全
員

の
全

身
サ

ー
ベ

イ
の

結
果

　
異

常
な

し
。

（
2
3
:
5
6
）

　
周

辺
ス

ミ
ヤ

測
定

の
結

果
　

異
常

な
し

。
（

2
4
:
1
0
）

　
エ

ア
ス

ニ
フ

ァ
の

ろ
紙

を
回

収
し

て
測

定
し

た
結

果
　

管
理

目
標

値
未

満
。

（
ラ

ド
ン

ト
ロ

ン
の

影
響

を
含

む
）

（
2
4
:
2
0
）

　
当

該
グ

ロ
ー

ブ
は

交
換

済
み

。

7
/
1
6

（
水

）

3

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
3
開

発
室

中
央

管
理

室
内

に
お

け
る

パ
ソ

コ
ン

用
無

停
電

電
源

装
置

の
発

煙
H
1
5
.
7
.
1
7

（
木

）
1
3
:
4
1
頃

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

2
F
中

央
管

理
室

（
C
U
-
2
0
3
）

使
用

平
成

1
5
年

7
月

1
7
日

（
木

）
　

1
3
時

4
1
分

頃
　

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
3
開

発
室

2
階

の
中

央
管

理
室

内
の

パ
ソ

コ
ン

用
無

停
電

電
源

装
置

か
ら

発
煙

を
確

認
し

た
。

直
ち

に
消

火
器

に
よ

り
初

期
消

火
を

実
施

し
消

火
す

る
と

と
も

に
、

1
3
時

4
2
分

頃
　

村
消

防
に

通
報

し
た

。
発

煙
し

た
無

停
電

電
源

装
置

は
、

高
さ

約
2
0
c
m
　

幅
約

1
4
c
m
　

奥
行

約
4
0
c
m
　

の
箱

型
の

も
の

で
あ

る
。

　
村

消
防

に
よ

る
現

場
確

認
及

び
当

該
無

停
電

電
源

装
置

の
分

解
確

認
に

よ
り

1
4
時

2
4
分

　
火

災
で

な
い

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
　

（
事

故
対

策
本

部
を

設
置

し
た

）

7
/
1
7

（
木

）

4

P
u
-
3
　

分
析

物
性

室
に

お
け

る
R
I
用

ゴ
ム

手
袋

の
汚

染

H
1
5
.
7
.
2
2

（
火

）
1
0
:
2
0
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

分
析

物
性

室
（

F
Q
-
2
0
1
）

使
用

分
析

物
性

室
（

F
Q
-
2
0
1
）

の
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
（

N
o
.
F
Q
G
-
1
8
）

に
お

い
て

　
グ

ロ
ー

ブ
ボ

ッ
ク

ス
内

の
整

理
整

頓
作

業
後

の
ダ

イ
レ

ク
ト

サ
ー

ベ
イ

で
　

作
業

員
1
名

の
R
I
用

ゴ
ム

手
袋

左
手

平
部

よ
り

汚
染

（
約

8
0
0
d
p
m
）

を
検

出
。

（
1
0
:
2
0
頃

に
放

管
に

よ
り

P
u
を

確
認

）
　

当
該

作
業

者
（

協
力

会
社

員
）

を
含

む
同

室
作

業
者

は
2
6
名

（
職

員
2
名

　
分

析
研

修
生

3
名

　
協

力
会

社
員

2
1
名

）
　

当
事

者
及

び
共

同
作

業
者

1
名

は
半

面
マ

ス
ク

着
用

。
当

事
者

及
び

共
同

作
業

者
1

名
の

全
身

サ
ー

ベ
イ

の
結

果
　

異
常

な
し

。
（

1
0
:
3
9
）

　
近

傍
に

い
た

作
業

者
1
名

の
み

鼻
ス

ミ
ヤ

を
実

施
し

、
測

定
の

結
果

は
　

異
常

な
し

。
（

1
0
:
5
1
）

　
放

管
に

よ
り

約
2
4
.
8
B
q
/
試

料
の

１
ス

ポ
ッ

ト
（

α
オ

ー
ト

ラ
ジ

オ
グ

ラ
フ

ィ
ー

）
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

（
1
0
:
5
4
）

エ
ア

ス
ニ

ッ
フ

ァ
の

ろ
紙

を
回

収
し

て
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
。

（
ラ

ド
ン

ト
ロ

ン
の

影
響

を
含

む
）

（
1
1
:
0
3
）

　
周

辺
ス

ミ
ヤ

（
5
1
枚

）
測

定
の

結
果

　
異

常
な

し
。

（
1
1
:
0
5
）

　
当

該
グ

ロ
ー

ブ
は

交
換

済
み

。

7
/
2
2

（
火

）

5

高
レ

ベ
ル

放
射

性
物

質
研

究
施

設
ガ

ン
マ

線
エ

リ
ア

モ
ニ

タ
の

警
報

吹
鳴

H
1
5
.
7
.
2
3

（
水

）
1
:
4
9
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
C
P
F
 
 
2
階

ク
レ

ー
ン

ホ
ー

ル
使

用

平
成

1
5
年

7
月

2
3
日

（
水

）
　

午
前

1
:
4
9
頃

　
高

レ
ベ

ル
放

射
性

物
質

研
究

施
設

　
2
階

　
ク

レ
ー

ン
ホ

ー
ル

に
設

置
し

て
い

る
ガ

ン
マ

線
エ

リ
ア

モ
ニ

タ
（

γ
-
1
2
）

の
指

示
値

が
瞬

時
的

に
上

昇
し

警
報

が
吹

鳴
し

た
が

す
ぐ

に
通

常
の

レ
ベ

ル
に

復
帰

し
た

。
吹

鳴
時

に
は

、
核

燃
料

物
質

等
の

取
り

扱
い

作
業

は
な

か
っ

た
。

7
/
2
3

（
水

）

発
生

／
発

見
日

時

表
8
-
1
-
5
　

　
異

常
事

象
メ

モ
（

平
成

1
5
年

7
月

1
日

～
1
5
年

9
月

3
0
日

）
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表
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メ

モ
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平
成

1
5
年

7
月

1
日

～
1
5
年

9
月

3
0
日
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6

第
２

U
W
S
F
　

詰
替

室
に

お
け

る
α

線
用

空
気

モ
ニ

タ
（

α
-
１

）
の

警
報

吹
鳴

H
1
5
.
7
.
2
3

（
水

）
1
4
:
0
6
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
第

2
U
W
S
F
　

1
階

詰
替

室
使

用

平
成

1
5
年

7
月

2
3
日

（
水

）
　

1
4
:
0
6
頃

　
２

U
W
S
F
　

１
階

　
詰

替
室

に
設

置
し

て
い

る
α

線
空

気
モ

ニ
タ

（
α

-
1
）

の
指

示
値

が
瞬

時
的

に
上

昇
し

警
報

が
吹

鳴
し

た
。

当
該

室
で

は
7
月

7
日

の
管

理
区

域
設

定
以

降
、

核
燃

料
物

質
は

使
用

さ
れ

て
い

な
い

。
ま

た
　

当
該

モ
ニ

タ
の

ろ
紙

を
交

換
し

て
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
で

あ
っ

た
。

7
/
2
3

（
水

）

7

安
全

管
理

別
棟

に
お

け
る

右
手

の
ひ

ら
部

の
軽

微
な

負
傷

H
1
5
.
7
.
3
1

（
木

）
1
3
:
5
0
頃

放
射

線
安

全
部

安
全

管
理

別
棟

（
測

定
器

試
験

室
）

使
用

安
全

管
理

別
棟

の
測

定
器

試
験

室
に

お
い

て
解

体
機

材
の

整
理

作
業

中
　

ガ
ラ

ス
に

よ
り

右
手

の
平

を
負

傷
（

約
１

c
m
程

度
の

切
り

傷
）

し
た

。
直

ち
に

応
急

措
置

を
行

い
、

そ
の

後
　

健
康

管
理

棟
で

治
療

を
受

け
た

。
作

業
中

は
皮

手
袋

を
着

用
し

て
い

た
が

、
そ

れ
を

突
き

通
し

て
負

傷
し

た
も

の
で

あ
る

。
放

射
線

等
状

況
に

つ
い

て
は

　
負

傷
部

　
当

該
ガ

ラ
ス

　
身

体
　

そ
れ

ぞ
れ

検
出

限
界

値
未

満
で

あ
っ

た
。

負
傷

部
は

　
消

毒
薬

と
バ

ン
ソ

ウ
コ

ウ
に

よ
り

治
療

。

7
/
3
1

（
木

）

8

C
P
F
に

お
け

る
セ

ル
天

井
ポ

ー
ト

用
P
V
C
バ

ッ
ク

の
損

傷
H
1
5
.
7
.
3
1

（
木

）
1
7
:
3
0
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
C
P
F
 
 
2
階

ク
レ

ー
ン

ホ
ー

ル
使

用

高
レ

ベ
ル

固
体

廃
棄

物
収

納
用

の
内

缶
を

ク
レ

ー
ン

ホ
ー

ル
の

セ
ル

天
井

ポ
ー

ト
か

ら
H
W
キ

ャ
ス

ク
を

用
い

て
C
A
-
2
セ

ル
内

に
バ

ッ
ク

イ
ン

し
た

後
に

　
セ

ル
内

か
ら

P
V
C
バ

ッ
ク

を
引

き
上

げ
る

た
め

、
C
A
-
2
セ

ル
上

部
か

ら
H
W
キ

ャ
ス

ク
を

移
動

し
た

時
　

ポ
ー

ト
開

口
部

付
近

の
P
V
C
バ

ッ
ク

の
1
ヶ

所
に

直
径

約
２

０
c
m
の

穴
が

空
い

て
い

る
の

を
発

見
し

た
。

負
圧

警
報

は
発

報
し

て
い

な
い

。
穴

の
開

い
て

い
た

バ
ッ

ク
は

　
今

回
の

作
業

の
た

め
に

交
換

し
た

新
し

い
も

の
で

あ
り

作
業

前
に

健
全

性
を

確
認

済
み

だ
あ

る
。

8
/
1

（
金

）

9

第
２

U
W
S
F
　

詰
替

室
に

お
け

る
α

線
用

空
気

モ
ニ

タ
（

α
-
１

）
の

警
報

吹
鳴

H
1
5
.
8
.
1

（
金

）
7
:
4
9
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
第

2
U
W
S
F
　

1
階

詰
替

室
使

用

平
成

1
5
年

8
月

1
日

（
金

）
　

7
:
4
9
頃

　
２

U
W
S
F
　

１
階

　
詰

替
室

に
設

置
し

て
い

る
α

線
空

気
モ

ニ
タ

（
α

-
1
）

の
指

示
値

が
瞬

時
的

に
上

昇
し

警
報

が
吹

鳴
し

た
。

吹
鳴

時
に

は
　

核
燃

料
物

質
等

の
取

り
扱

い
作

業
は

な
く

、
当

該
モ

ニ
タ

の
ろ

紙
を

交
換

し
て

測
定

し
た

結
果

も
管

理
目

標
値

未
満

で
あ

っ
た

。

8
/
1

（
金

）

1
0

P
u
-
3
 
焼

結
室

に
お

け
る

R
I
用

ゴ
ム

手
袋

の
汚

染

H
1
5
.
8
.
7

（
木

）
1
1
:
5
1
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

焼
結

室
（

F
P
-
1
0
5
）

使
用

グ
ロ

ー
ブ

ボ
ッ

ク
ス

（
N
o
.
F
P
G
-
1
8
a
）

に
お

い
て

、
分

離
栓

を
取

り
付

け
る

た
め

の
作

業
（

グ
ロ

ー
ブ

作
業

）
後

の
ダ

イ
レ

ク
ト

サ
ー

ベ
イ

で
　

作
業

員
1
名

の
R
I
用

ゴ
ム

手
袋

右
手

平
部

よ
り

汚
染

（
放

管
測

定
で

約
５

０
０

d
p
m
）

を
検

出
。

（
1
1
:
5
1
頃

に
放

管
に

よ
り

P
u
を

確
認

）
　

当
該

作
業

者
（

工
事

業
者

）
を

含
む

同
室

作
業

者
は

1
8
名

（
職

員
2
名

　
協

力
会

社
員

3
名

　
工

事
業

者
1
3
名

）
。

同
室

作
業

者
の

う
ち

1
名

は
半

面
マ

ス
ク

未
着

用
。

鼻
ス

ミ
ヤ

を
測

定
し

た
結

果
異

常
な

し
。

（
1
2
:
1
8
）

　
当

該
作

業
者

及
び

そ
の

他
の

同
室

作
業

者
は

　
半

面
マ

ス
ク

着
用

。
当

該
作

業
者

及
び

同
室

作
業

者
の

全
身

サ
ー

ベ
イ

の
結

果
　

異
常

な
し

。
放

管
に

よ
り

約
1
.
9
B
q
/
試

料
で

あ
っ

た
。

（
1
2
:
3
7
）

　
エ

ア
ス

ニ
フ

ァ
の

ろ
紙

を
回

収
し

て
測

定
し

た
結

果
管

理
目

標
値

未
満

。
（

ラ
ド

ン
・

ト
ロ

ン
の

影
響

を
含

む
）

（
1
2
:
2
7
）

　
周

辺
ス

ミ
ヤ

（
3
1

枚
）

測
定

の
結

果
　

異
常

な
し

。
（

1
2
:
2
9
）

　
当

該
グ

ロ
ー

ブ
は

交
換

済
み

。

8
/
7

（
木

）

1
1

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

ダ
ス

ト
モ

ニ
タ

の
現

場
警

報
器

ケ
ー

ブ
ル

の
断

線
H
1
5
.
8
.
8

（
金

）
1
5
:
4
0
頃

再
処

理
セ

ン
タ

ー
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
転

換
技

術
開

発
施

設
放

射
線

管
理

室
（

A
4
2
3
）

排
風

機
室

再
処

理

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

転
換

技
術

開
発

施
設

の
定

置
式

モ
ニ

タ
の

警
報

吹
鳴

試
験

に
お

い
て

、
廃

気
一

次
処

理
室

（
A
2
2
5
）

に
設

置
し

て
あ

る
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
ダ

ス
ト

モ
ニ

タ
１

８
台

の
う

ち
1
台

（
P
u
-
1
3
）

の
現

場
警

報
器

が
吹

鳴
し

な
か

っ
た

た
め

、
調

査
を

行
っ

た
と

こ
ろ

、
1
5
時

4
0
分

頃
放

射
線

管
理

室
（

A
4
2
3
）

の
床

下
部

の
放

管
ダ

ク
ト

の
中

で
現

場
警

報
器

の
ケ

ー
ブ

ル
の

断
線

が
確

認
さ

れ
た

。
検

出
器

か
ら

測
定

部
の

信
号

ケ
ー

ブ
ル

は
健

全
で

あ
り

、
放

射
線

監
視

機
能

に
つ

い
て

は
問

題
は

な
か

っ
た

。

8
/
1
1

（
月

）
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日

備
 
 
考

発
生

／
発

見
日

時

表
8
-
1
-
5
　

　
異

常
事

象
メ

モ
（

平
成

1
5
年

7
月

1
日

～
1
5
年

9
月

3
0
日

）

1
2

P
u
-
３

 
原

料
調

整
室

（
Ｃ

Ｐ
-
1
0
5
）

に
お

け
る

α
線

空
気

モ
ニ

タ
（

α
-
5
）

の
警

報
吹

鳴
H
1
5
.
8
.
9

（
土

）
1
0
:
5
5
頃

発
見

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

1
階

 
原

料
調

整
室

（
C
P
-
1
0
5
）

使
用

平
成

1
5
年

8
月

9
日

（
土

）
　

1
0
：

5
5
頃

、
P
u
-
3
　

1
階

　
原

料
調

整
室

(
C
Ｐ

-
1
0
5
)
に

設
置

し
て

い
る

α
線

空
気

モ
ニ

タ
（

α
-
5
）

警
報

が
吹

鳴
し

て
い

る
の

を
発

見
し

た
。

モ
ニ

タ
を

確
認

し
た

と
こ

ろ
指

示
計

（
デ

ジ
タ

ル
レ

ー
ト

メ
ー

タ
モ

ジ
ュ

ー
ル

）
の

電
源

が
切

れ
た

状
態

で
あ

っ
た

。
当

該
モ

ニ
タ

の
ろ

紙
を

交
換

し
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
で

あ
っ

た
。

1
3
:
0
0
頃

指
示

計
を

モ
ジ

ュ
ー

ル
ラ

ッ
ク

か
ら

い
っ

た
ん

外
し

、
再

度
取

り
付

け
た

と
こ

ろ
電

源
が

復
帰

し
、

指
示

値
は

通
常

の
レ

ベ
ル

に
復

帰
し

た
。

な
お

、
記

録
計

を
確

認
し

た
と

こ
ろ

同
日

午
前

1
：

0
0
頃

か
ら

当
該

モ
ニ

タ
の

出
力

が
切

れ
て

い
た

ほ
か

、
他

の
２

つ
の

モ
ニ

タ
（

α
-
２

.
 
α

-
3
）

の
指

示
値

が
瞬

時
に

下
降

し
て

い
た

。

8
/
1
1

（
月

）

1
3

強
風

に
よ

る
負

圧
警

報
の

吹
鳴

H
1
5
.
8
.
9

（
土

）
1
8
:
5
6
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
C
P
F
 
 
排

風
機

室
使

用

台
風

に
よ

る
強

風
の

た
め

、
地

階
サ

ー
ビ

ス
エ

リ
ア

排
風

機
室

（
ア

ン
バ

ー
区

域
）

の
負

圧
低

警
報

が
、

瞬
間

的
に

吹
鳴

し
た

。
な

お
、

ア
ン

バ
ー

区
域

と
グ

リ
ー

ン
区

域
の

負
圧

の
逆

転
は

な
い

。
8
/
1
1

（
月

）

1
4

分
離

精
製

工
場

内
ト

イ
レ

の
便

器
洗

浄
用

水
の

漏
水

に
つ

い
て

H
1
5
.
8
.
1
0

（
日

）
2
:
0
0
頃

再
処

理
セ

ン
タ

ー
分

離
精

製
工

場
便

所
（

G
1
1
1
8
）

再
処

理

平
成

1
5
年

8
月

1
0
日

2
時

0
0
分

頃
、

運
転

員
が

分
離

精
製

工
場

地
下

3
階

の
階

段
（

A
0
1
1
5
）

を
巡

視
点

検
中

、
換

気
ダ

ク
ト

の
外

側
に

水
が

伝
わ

っ
て

い
る

の
を

発
見

し
た

。
調

査
し

た
結

果
、

地
下

１
階

の
便

所
（

G
1
1
1
8
）

の
小

便
器

か
ら

あ
ふ

れ
て

い
る

こ
と

を
　

２
時

１
０

分
頃

認
め

た
。

こ
の

た
め

　
小

便
器

を
自

動
洗

浄
す

る
た

め
の

蛇
口

を
閉

と
し

、
そ

の
後

　
漏

れ
た

水
の

回
収

を
行

っ
た

。
漏

れ
た

水
は

フ
ロ

ア
ド

レ
イ

ン
及

び
室

内
側

溝
を

経
由

し
て

廃
液

処
理

工
程

に
回

収
さ

れ
　

そ
の

量
は

約
1
,
0
0
0
リ

ッ
ト

ル
で

あ
っ

た
。

ま
た

　
漏

れ
の

認
め

ら
れ

た
エ

リ
ア

に
汚

染
の

な
い

こ
と

及
び

漏
れ

た
水

の
分

析
を

行
い

放
射

性
物

質
で

な
い

こ
と

を
確

認
し

た
。

8
/
1
1

（
月

）

1
5

P
W
T
F
 
焼

却
室

（
P

1
0
3
 
）

に
お

け
る

火
災

警
報

の
誤

吹
鳴

H
1
5
.
8
.
1
1

（
月

）
1
3
:
2
3
頃

P
u
セ

ン
タ

ー
P
W
T
F
　

焼
却

室
（

P
-
1
0
3
）

使
用

1
3
 
：

2
3
 
頃

、
P
W
T
F
 
焼

却
室

（
P

 
1
0
3
 
）

の
火

災
検

知
器

（
煙

感
知

器
）

が
作

動
し

、
火

災
警

報
が

吹
鳴

し
た

。
1
3
 
：

3
1
 
頃

、
現

場
確

認
の

結
果

、
火

の
気

が
無

く
、

火
災

に
よ

る
吹

鳴
で

は
な

い
こ

と
を

確
認

し
た

。
本

日
当

該
工

程
室

で
は

、
管

理
器

材
の

整
理

作
業

を
実

施
し

て
お

り
、

火
気

を
使

用
し

た
作

業
は

行
っ

て
い

な
い

。
1
3
:
5
7
 
頃

、
当

該
煙

感
知

器
を

交
換

し
、

通
常

監
視

状
態

に
復

帰
し

た
。

8
/
1
1

（
月

）

1
6

P
u

 
3
 
1
 
階

外
周

廊
下

に
お

け
る

管
理

器
材

か
ら

の
汚

染
検

出

H
1
5
.
8
.
1
1

（
月

）
1
4
:
5
6
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

1
階

ロ
ー

デ
ィ

ン
グ

ド
ッ

ク
前

外
周

廊
下

使
用

P
u

 
3
 
１

 
階

外
周

廊
下

（
ロ

ー
デ

ィ
ン

グ
ド

ッ
ク

付
近

）
に

お
い

て
管

理
器

材
（

連
続

焼
結

炉
の

手
動

制
御

装
置

）
を

器
材

保
管

庫
へ

持
ち

出
す

た
め

放
管

に
よ

る
持

ち
出

し
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
を

実
施

し
た

と
こ

ろ
、

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
の

結
果

異
常

は
な

か
っ

た
が

、
ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾄ
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
で

当
該

装
置

の
フ

ィ
ル

タ
部

か
ら

約
2
0
0
c
p
m
の

汚
染

を
確

認
（

1
4
：

5
6
 
頃

、
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
と

確
認

）
。

施
設

側
作

業
者

３
 
名

及
び

放
管

員
５

 
名

で
作

業
を

実
施

し
て

い
た

。
当

該
８

 
名

に
つ

い
て

鼻
ｽ
ﾐ
ﾔ
を

実
施

し
た

結
果

、
異

常
は

な
か

っ
た

。
ま

た
、

全
身

ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
の

結
果

、
異

常
は

な
か

っ
た

。
当

該
管

理
器

材
の

移
動

経
路

に
つ

い
て

、
ｴ
ｱ
ｽ
ﾆ
ﾌ
ｧ
ろ

紙
の

測
定

及
び

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
を

実
施

中
。

8
/
1
1

（
月

）
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N
o
.

件
 
 
名

発
生

場
所

施
設

区
分

概
　

　
　

　
要

　
　

　
　

等
報

告
日

備
 
 
考

発
生

／
発

見
日

時

表
8
-
1
-
5
　

　
異

常
事

象
メ

モ
（

平
成

1
5
年

7
月

1
日

～
1
5
年

9
月

3
0
日

）

1
7

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
1
及

び
2
開

発
室

の
臨

界
警

報
装

置
ホ

ー
ン

（
ス

ピ
ー

カ
）

か
ら

瞬
間

的
に

音
が

出
た

事
象

H
1
5
.
8
.
2
2

（
金

）
9
:
4
6
頃

P
u
セ

ン
タ

ー
第

一
開

発
室

第
二

開
発

室
使

用

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
2
 
開

発
室

で
臨

界
警

報
装

置
の

日
常

点
検

中
、

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

燃
料

第
１

 
開

発
室

（
管

理
区

域
及

び
非

管
理

区
域

）
及

び
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
燃

料
第

2
 
開

発
室

（
管

理
区

域
及

び
非

管
理

区
域

）
の

ス
ピ

ー
カ

か
ら

瞬
間

的
に

音
が

出
た

（
9
 
時

4
6
 
分

頃
）

。
当

時
、

上
記

施
設

に
お

い
て

は
核

物
質

の
移

動
は

行
っ

て
お

ら
ず

、
ま

た
、

エ
リ

ア
モ

ニ
タ

、
ス

タ
ッ

ク
モ

ニ
タ

の
指

示
値

も
通

常
の

変
動

の
範

囲
内

で
あ

っ
た

。
こ

れ
ら

の
こ

と
か

ら
臨

界
は

生
じ

て
い

な
い

。

8
/
2
2

（
金

）

1
8

移
動

ホ
イ

ス
ト

給
電

系
の

不
具

合

H
1
5
.
9
.
1

（
月

）
1
5
:
4
5
頃

再
処

理
セ

ン
タ

ー
分

離
精

製
工

場
機

械
処

理
工

程
移

動
ホ

イ
ス

ト
（

2
3
3
-
6
5
-
1
）

再
処

理

平
成

1
5
年

9
月

1
日

午
前

、
濃

縮
ウ

ラ
ン

溶
解

槽
装

荷
セ

ル
（

R
１

３
１

）
内

の
東

側
に

設
置

し
て

あ
る

移
動

ホ
イ

ス
ト

（
2
3
3
-
6
5
-
1
）

の
点

検
の

た
め

横
行

モ
ー

タ
の

絶
縁

抵
抗

を
測

定
し

た
と

こ
ろ

、
絶

縁
不

良
が

認
め

ら
れ

た
。

セ
ル

内
部

分
と

セ
ル

外
部

分
と

に
切

り
離

し
給

電
系

統
の

絶
縁

抵
抗

測
定

等
を

詳
細

に
実

施
し

た
結

果
、

1
5
時

4
5
分

頃
　

絶
縁

不
良

は
セ

ル
内

で
発

生
し

て
お

り
、

セ
ル

内
絶

縁
不

良
箇

所
の

特
定

及
び

処
置

が
必

要
と

判
断

し
た

。

9
/
1

（
月

）

1
9

P
u
-
3
　

炉
室

（
F
P
-

1
0
9
）

で
回

収
し

た
α

線
用

空
気

モ
ニ

タ
用

の
ろ

紙
（

定
常

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

）
か

ら
の

P
u
の

検
出

H
1
5
.
9
.
2

（
火

）

9
:
0
0
頃

（
放

管
一

課
長

か
ら

連
絡

を
受

け
た

）

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

炉
室

（
F
P
-
1
0
9
）

使
用

9
 
月

1
 
日

、
第

三
開

発
室

炉
室

（
F
P

 
1
0
9
 
）

の
α

線
用

空
気

ﾓ
ﾆ
ﾀ
ー

用
の

ろ
紙

（
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ
期

間
8
月

2
1
日

か
ら

8
月

2
9
日

）
を

8
月

2
9
日

に
回

収
し

、
ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の

減
衰

を
待

っ
て

測
定

し
た

と
こ

ろ
、

6
.
2
×

1
0

1
0
B
q
/
c
m
3
 
（

管
理

目
標

値
7
×

1
0

8
B
q
/
c
m
3
の

約
1
/
1
0
0
 
）

を
検

出
し

た
。

（
9
月

1
日

2
1
:
3
0
頃

）
α

ｵ
ｰ
ﾄ
ﾗ
ｼ
ﾞ
ｵ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾌ
ｨ
ｰ
（

A
R
G
）

で
1
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｯ
ﾄ
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

（
9

月
1
日

2
1
:
3
0
頃

）
ﾌ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾆ
ｳ
ﾑ
燃

料
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
管

理
課

長
は

上
記

を
9
月

2
日

9
：

0
0
頃

、
放

管
一

課
長

か
ら

連
絡

さ
れ

た
。

当
該

室
の

床
及

び
ｸ
ﾞ
ﾚ
ｰ
ﾁ
ﾝ
ｸ
ﾞ
の

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
（

ｽ
ﾐ
ﾔ
ﾎ
ﾟ
ｲ
ﾝ
ﾄ
6
2
ヵ

所
）

の
結

果
異

常
な

し
。

（
9
月

2
日

9
:
2
2
 
頃

）
ま

た
、

当
該

室
の

同
期

間
中

の
ｴ
ｱ
ｽ
ﾆ
ﾌ
ｧ
（

3
ヵ

所
)
の

ろ
紙

の
測

定
結

果
は

検
出

下
限

値
（

4
×

1
0

1
0
B
q
/
c
m
3
）

未
満

で
あ

っ
た

。
な

お
、

当
該

室
の

上
記

期
間

中
の

作
業

は
、

焼
結

設
備

の
調

整
、

昇
温

試
験

（
ｺ
ｰ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
）

、
施

設
検

査
用

器
材

の
ﾊ
ﾞ
ｯ
ｸ
ｲ
ﾝ
及

び
廃

棄
物

の
ﾊ
ﾞ
ｯ
ｸ
ｱ
ｳ
ﾄ
、

「
常

陽
」

用
M
O
X
 
燃

料
ﾍ
ﾟ
ﾚ
ｯ
ﾄ
の

予
備

焼
結

、
予

備
焼

結
炉

の
熱

電
対

の
交

換
（

ｼ
ｰ
ｽ
線

の
み

の
交

換
。

交
換

作
業

後
の

放
管

ｽ
ﾐ
ﾔ
は

異
常

な
し

）
で

あ
り

、
有

意
な

汚
染

等
の

事
象

は
発

生
し

て
い

な
い

。

9
/
2

（
火

）

2
0

P
u

2
 
物

性
室

に
お

け
る

ｸ
ﾞ
ﾛ
ｰ
ﾌ
ﾞ
交

換
用

排
気

ｶ
ｰ
ﾄ
か

ら
の

汚
染

検
出

H
1
5
.
9
.
4

（
木

）
1
5
:
0
0
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

二
開

発
室

物
性

室
（

C
-

1
0
3
）

使
用

P
u

2
 
物

性
室

（
C

1
0
3
 
）

の
ｸ
ﾞ
ﾛ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾎ
ﾞ
ｯ
ｸ
ｽ
№

P
1
に

お
い

て
ｸ
ﾞ
ﾛ
ｰ
ﾌ
ﾞ
交

換
作

業
を

終
了

し
、

放
管

に
よ

る
ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
を

実
施

し
た

と
こ

ろ
、

ｸ
ﾞ
ﾛ
ｰ
ﾌ
ﾞ
交

換
用

排
気

ｶ
ｰ
ﾄ
の

ﾎ
ｰ
ｽ
の

1
箇

所
か

ら
P
u
を

確
認

し
た

。
（

1
5
:
0
0
頃

、
放

管
に

よ
り

P
u
を

確
認

（
約

1
1
.
4
B
q
/
試

料
）

）
当

該
作

業
員

は
3
名

（
職

員
1
名

、
協

力
会

社
員

2
名

）
で

、
全

員
半

面
ﾏ
ｽ
ｸ
着

用
。

当
該

作
業

者
3
名

以
外

の
同

室
作

業
者

は
、

2
名

（
職

員
1
名

、
協

力
会

社
員

1
名

）
で

、
全

員
半

面
ﾏ
ｽ
ｸ
着

。
当

該
作

業
員

3
名

及
び

同
室

作
業

者
2
名

の
全

身
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
の

結
果

、
異

常
な

し
。

ｴ
ｱ
ｽ
ﾆ
ﾌ
ｧ
ろ

紙
2
枚

を
回

収
し

測
定

し
た

結
果

、
管

理
目

標
値

未
満

。
（

ラ
ド

ン
ト

ロ
ン

の
影

響
を

含
む

）
。

周
辺

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
実

施
中

。

9
/
4

（
木

）

2
1

２
U
W
S
F
　

詰
替

室
に

お
け

る
α

線
用

空
気

モ
ニ

タ
（

α
-
１

）
の

警
報

吹
鳴

H
1
5
.
9
.
9

（
火

）
9
:
3
1
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
2
U
W
S
F
 
1
階

詰
替

室
使

用

平
成

1
5
年

9
月

9
日

（
火

）
　

9
：

3
1
頃

、
２

U
W
S
F
　

1
階

　
詰

替
室

に
設

置
し

て
い

る
α

線
用

空
気

モ
ニ

タ
（

α
-
１

）
の

指
示

値
が

瞬
時

的
に

上
昇

し
、

警
報

が
吹

鳴
し

た
。

吹
鳴

時
に

は
、

核
燃

料
物

質
等

の
取

り
扱

い
作

業
は

な
く

、
当

該
モ

ニ
タ

の
ろ

紙
を

交
換

し
て

測
定

し
た

結
果

も
管

理
目

標
値

未
満

で
あ

っ
た

。

9
/
9

（
火

）
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N
o
.

件
 
 
名

発
生

場
所

施
設

区
分

概
　

　
　

　
要

　
　

　
　

等
報

告
日

備
 
 
考

発
生

／
発

見
日

時

表
8
-
1
-
5
　

　
異

常
事

象
メ

モ
（

平
成

1
5
年

7
月

1
日

～
1
5
年

9
月

3
0
日

）

2
2

高
レ

ベ
ル

放
射

性
物

質
研

究
施

設
（

Ｃ
Ｐ

Ｆ
）

ガ
ン

マ
線

エ
リ

ア
モ

ニ
タ

（
γ

-
3
）

の
警

報
吹

鳴

H
1
5
.
9
.
1
0

（
水

）
5
:
3
4
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
C
P
F
 
 
地

階
排

風
機

室
使

用

平
成

1
5
年

9
月

1
0
日

（
水

）
　

5
:
3
4
頃

　
高

レ
ベ

ル
放

射
性

物
質

研
究

施
設

　
地

階
　

排
風

機
室

に
設

置
し

て
い

る
ガ

ン
マ

線
エ

リ
ア

モ
ニ

タ
（

γ
-
3
）

の
指

示
値

が
瞬

時
的

に
上

昇
し

警
報

が
吹

鳴
し

た
が

直
ち

に
通

常
の

レ
ベ

ル
に

復
帰

し
た

。
吹

鳴
時

に
は

､
同

室
で

の
核

燃
料

物
質

等
の

取
り

扱
い

作
業

は
な

か
っ

た
。

9
/
1
0

（
水

）

2
3

C
P
F
に

お
け

る
地

絡
警

報
の

発
報

H
1
5
.
9
.
1
0

（
水

）
1
8
:
1
4
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
C
P
F

（
C
A
-
2
 
セ

ル
内

）

使
用

Ｃ
Ｐ

Ｆ
の

制
御

室
に

て
地

絡
警

報
が

発
報

し
た

。
経

路
を

調
査

し
た

と
こ

ろ
、

C
A
-
2
セ

ル
内

コ
ン

セ
ン

ト
か

ら
の

漏
電

と
　

判
明

し
た

。
直

ち
に

警
報

を
リ

セ
ッ

ト
し

た
と

こ
ろ

、
再

発
報

は
な

か
っ

た
た

め
、

非
常

に
短

時
間

の
間

の
事

象
と

考
え

ら
れ

る
。

　
漏

洩
電

流
は

3
.
5
A
で

あ
っ

た
。

9
/
1
1

（
木

）

2
4

P
u
-
3
　

工
程

設
備

解
体

室
出

口
で

の
靴

底
汚

染
の

確
認

H
1
5
.
9
.
1
2

（
金

）
1
5
:
0
7
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

地
下

1
階

 
工

程
設

備
解

体
室

（
C
U
-

0
0
2
）

使
用

P
u

 
3
 
地

下
1
 
階

 
　

工
程

設
備

解
体

室
出

口
の

H
F
C
M
に

お
い

て
　

作
業

員
1
名

（
協

力
会

社
員

）
の

右
足

靴
底

よ
り

有
意

値
を

確
認

。
（

1
5
:
0
7
 
頃

、
放

管
に

よ
り

P
u
 
と

確
認

（
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
ﾒ
ｰ
ﾀ

で
約

6
0
0
d
p
m
 
）

。
約

1
2
B
q
/
試

料
、

1
 
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｯ
ﾄ
を

確
認

。
）

同
室

作
業

者
は

、
当

事
者

を
除

き
、

1
2
 
名

。
汚

染
確

認
時

、
工

程
室

内
に

い
た

作
業

者
9
名

及
び

解
体

ｸ
ﾞ
ﾛ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾎ
ﾞ
ｯ
ｸ
ｽ
内

に
い

た
4

名
、

計
1
3
名

の
身

体
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
の

結
果

、
異

常
な

し
。

汚
染

確
認

時
、

ﾏ
ｽ
ｸ
を

着
用

し
て

い
な

か
っ

た
9
名

の
鼻

ス
ミ

ヤ
測

定
の

結
果

、
異

常
な

し
。

作
業

員
の

移
動

ﾙ
ｰ
ﾄ
の

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
（

2
3
 
枚

）
の

結
果

、
異

常
な

し
。

当
該

工
程

室
の

α
線

用
空

気
ﾓ
ﾆ
ﾀ
ろ

紙
及

び
ｴ
ｱ
ｽ
ﾆ
ﾌ
ｧ
ろ

紙
を

回
収

し
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
。

（
ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の

影
響

を
含

む
）

。
本

日
は

、
解

体
ｸ
ﾞ
ﾛ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾎ
ﾞ
ｯ
ｸ
ｽ

内
で

の
エ

ア
ラ

イ
ン

ス
ー

ツ
作

業
（

ｴ
ｱ
ﾗ
ｲ
ﾝ
ｽ
ｰ
ﾂ
着

用
者

2
名

、
脱

装
補

助
者

4
名

）
で

整
理

整
頓

を
実

施
し

て
い

た
。

9
/
1
2

（
金

）

2
5

高
レ

ベ
ル

放
射

性
物

質
研

究
施

設
（

Ｃ
Ｐ

Ｆ
）

に
お

け
る

作
業

員
の

負
傷

H
1
5
.
9
.
1
9

（
金

）
9
:
2
0
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
C
P
F
 
 
実

験
室

C
使

用

平
成

1
5
年

9
月

1
9
日

（
金

）
　

9
時

2
0
分

頃
　

東
海

事
業

所
高

レ
ベ

ル
放

射
性

物
質

研
究

施
設

（
Ｃ

Ｐ
Ｆ

）
　

実
験

室
C
（

乾
式

再
処

理
試

験
を

行
う

実
験

室
）

に
お

い
て

、
ア

ル
ゴ

ン
精

製
装

置
ド

レ
ン

受
槽

（
放

射
性

物
質

の
使

用
履

歴
な

し
）

の
覗

き
窓

が
割

れ
、

破
損

し
た

ガ
ラ

ス
が

付
近

の
作

業
者

（
工

事
業

者
）

の
足

に
あ

た
り

負
傷

し
た

。
負

傷
の

程
度

は
、

右
足

ふ
く

ら
は

ぎ
付

近
数

箇
所

血
が

滲
ん

で
い

る
。

（
擦

り
傷

程
度

）
　

念
の

た
め

　
村

の
救

急
車

を
要

請
し

た
。

覗
き

窓
が

破
損

し
た

原
因

は
調

査
中

で
あ

る
。

ま
た

、
本

負
傷

事
象

に
よ

る
施

設
及

び
環

境
へ

の
影

響
は

な
い

。

9
/
1
9

（
金

）

2
6

P
u

 
3
 
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
開

梱
室

に
お

け
る

原
料

貯
蔵

容
器

表
面

か
ら

の
汚

染
検

出
H
1
5
.
9
.
1
9

（
金

）
1
0
:
2
8
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

開
梱

室
（

C
S
-
1
0
3
）

使
用

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

貯
蔵

庫
へ

原
料

貯
蔵

容
器

（
ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ
ｰ
）

を
搬

入
す

る
た

め
、

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

開
梱

室
に

お
い

て
、

ｽ
ﾐ
ﾔ
に

よ
り

当
該

キ
ャ

ニ
ス

タ
ー

表
面

の
汚

染
検

査
を

作
業

員
2
名

（
協

力
会

社
員

、
半

面
ﾏ
ｽ
ｸ
着

用
）

で
実

施
し

た
と

こ
ろ

、
ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ
ｰ
胴

体
部

か
ら

有
意

値
を

確
認

し
た

。
（

1
0
：

2
8
 
頃

、
放

管
に

よ
り

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

と
確

認
。

約
2
.
6
B
q
/
試

料
（

1
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｯ
ﾄ
）

）
 
 
当

該
作

業
員

2
 
名

の
全

身
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
の

結
果

、
異

常
な

し
。

α
線

用
空

気
ﾓ
ﾆ
ﾀ
ろ

紙
（

1
 
枚

）
及

び
ｴ
ｱ
ｽ
ﾆ

ﾌ
ｧ
ろ

紙
（

2
枚

）
を

回
収

し
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
（

ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の

影
響

を
含

作
業

ｴ
ﾘ
ｱ
周

辺
、

当
該

ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ
ｰ
表

面
及

び
ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ
ｰ
が

入
っ

て
い

た
輸

送
容

器
内

面
の

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
（

4
0
枚

）
の

結
果

、
異

常
な

し
。

9
/
1
9

（
金

）

2
7

P
W
S
F
 
ト

ラ
バ

ー
ス

エ
リ

ア
負

圧
警

報
の

吹
鳴

H
1
5
.
9
.
2
2

（
月

）

3
:
5
2
頃

8
:
0
3
頃

8
:
1
8
頃

P
u
セ

ン
タ

ー
P
W
S
F
　

ト
ラ

バ
ー

ス
エ

リ
ア

（
P
-

1
3
）

使
用

9
月

2
2
日

3
：

5
2
頃

、
P
W
S
F
 
ト

ラ
バ

ー
ス

エ
リ

ア
の

負
圧

警
報

（
通

常
の

範
囲

：
5
～

7
m
m
H
2
O

、
警

報
設

定
値

：
0
.
5
m
m
H
2
O
）

が
吹

鳴
し

た
。

そ
の

後
、

8
時

0
3
分

と
8
時

1
8
分

頃
に

も
負

圧
警

報
が

吹
鳴

し
た

。
な

お
、

当
該

施
設

の
給

排
気

設
備

は
正

常
に

運
転

し
て

い
る

。
9
/
2
2

（
月

）
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N
o
.

件
 
 
名

発
生

場
所

施
設

区
分

概
　

　
　

　
要

　
　

　
　

等
報

告
日

備
 
 
考

発
生

／
発

見
日

時

表
8
-
1
-
5
　

　
異

常
事

象
メ

モ
（

平
成

1
5
年

7
月

1
日

～
1
5
年

9
月

3
0
日

）

2
8

強
風

に
よ

る
負

圧
警

報
の

吹
鳴

H
1
5
.
9
.
2
2

（
月

）
1
1
:
1
6
頃

環
・

保
セ

ン
タ

ー
C
P
F
　

地
階

サ
ー

ビ
ス

エ
リ

ア
、

排
風

機
室

、
分

析
室

使
用

台
風

に
よ

る
強

風
の

た
め

、
地

階
サ

ー
ビ

ス
エ

リ
ア

、
排

風
機

室
、

分
析

室
の

負
圧

警
報

が
瞬

間
的

に
吹

鳴
し

た
。

な
お

　
ア

ン
バ

ー
区

域
と

グ
リ

ー
ン

区
域

の
負

圧
の

逆
転

は
な

い
。

9
/
2
2

（
月

）

2
9

P
u

 
3
 
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
開

梱
室

に
お

け
る

原
料

貯
蔵

容
器

表
面

か
ら

の
汚

染
検

出
H
1
5
.
9
.
2
5

（
木

）
1
4
:
2
5
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

開
梱

室
（

C
S
-
1
0
3
）

使
用

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

貯
蔵

庫
へ

原
料

貯
蔵

容
器

（
ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ
ｰ
）

を
搬

入
す

る
た

め
、

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

開
梱

室
に

お
い

て
、

輸
送

容
器

の
蓋

を
外

し
、

ｽ
ﾐ
ﾔ
に

よ
り

輸
送

容
器

の
蓋

の
内

面
、

輸
送

容
器

の
O
 
リ

ン
グ

、
ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ
ｰ
上

部
表

面
の

汚
染

検
査

を
作

業
員

3
名

（
職

員
1
名

、
協

力
会

社
員

2
名

、
半

面
ﾏ
ｽ
ｸ
着

用
）

で
実

施
し

た
と

こ
ろ

、
ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ
ｰ
上

部
表

面
か

ら
有

意
値

を
確

認
し

た
。

（
1
4
：

2
5

頃
、

放
管

に
よ

り
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
と

確
認

(
約

1
.
2
B
q
/
試

料
(
1
 
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｯ
ﾄ
)
)
　

当
該

作
業

員
3
名

の
全

身
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
の

結
果

、
異

常
な

し
。

（
1
4
：

3
3
）

　
α

線
用

空
気

ﾓ
ﾆ
ﾀ
ろ

紙
（

1
枚

）
及

び
ｴ
ｱ
ｽ
ﾆ
ﾌ
ｧ

ろ
紙

（
2
枚

）
を

回
収

し
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
（

ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の

影
響

を
含

む
）

。
（

1
5
：

3
4
）

　
作

業
ｴ
ﾘ
ｱ
周

辺
の

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
（

2
9
枚

）
の

結
果

、
異

常
な

し
。

（
1
5
：

0
5
）

現
在

、
ｷ
ｬ
ﾆ
ｽ
ﾀ

表
面

、
輸

送
容

器
内

面
の

ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
を

実
施

中
。

9
/
2
5

（
木

）

3
0

P
u

 
3
 
焼

結
室

に
お

け
る

靴
底

の
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｯ
ﾄ
汚

染

H
1
5
.
9
.
2
6

（
金

）
1
5
:
5
0
頃

P
u
確

認

P
u
セ

ン
タ

ー
第

三
開

発
室

焼
結

室
（

F
P
-

1
0
5
）

使
用

P
u

 
3
 
焼

結
室

（
F
P

1
0
5
）

に
お

い
て

、
連

続
焼

結
設

備
の

解
体

作
業

終
了

後
、

焼
結

室
出

口
の

ﾌ
ｯ
ﾄ
ﾓ
ﾆ
ﾀ
で

作
業

員
１

名
の

右
足

靴
底

よ
り

有
意

値
（

放
管

測
定

で
約

1
9
1
B
q
/
試

料
(
1
 
ｽ
ﾎ
ﾟ
ｯ

ﾄ
)
）

を
確

認
。

（
1
5
：

5
0
頃

に
放

管
に

よ
り

ﾌ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾆ
ｳ
ﾑ
を

確
認

。
）

　
当

該
作

業
者

(
工

事
業

者
)

を
含

む
同

室
作

業
者

は
2
7
名

(
職

員
2
名

、
協

力
会

社
員

6
名

、
工

事
業

者
1
9
名

)
こ

の
う

ち
ｸ
ﾞ
ﾘ
ｰ
ﾝ

ﾊ
ｳ
ｽ
外

に
い

た
当

該
作

業
者

を
含

む
作

業
者

1
5
名

は
半

面
ﾏ
ｽ
ｸ
未

着
用

。
α

線
用

空
気

ﾓ
ﾆ
ﾀ
ろ

紙
（

1
枚

）
を

回
収

し
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
（

ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の

影
響

を
含

む
）

。
（

1
6

：
0
6
）

　
当

該
作

業
者

(
工

事
業

者
)
を

含
む

同
室

作
業

者
2
7
名

の
全

身
ｻ
ｰ
ﾍ
ﾞ
ｲ
の

結
果

、
異

常
な

し
。

(
1
6
：

3
8
）

　
ｸ
ﾞ
ﾘ
ｰ
ﾝ
ﾊ
ｳ
ｽ
外

に
い

た
当

該
作

業
者

を
含

む
1
5
名

の
作

業
者

の
鼻

ｽ
ﾐ
ﾔ
を

測
定

し
た

結
果

、
異

常
な

し
。

(
1
6
：

5
1
)
　

ｴ
ｱ
ｽ
ﾆ
ﾌ
ｧ
ろ

紙
（

4
枚

）
を

回
収

し
測

定
し

た
結

果
、

管
理

目
標

値
未

満
（

ﾗ
ﾄ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
ﾛ
ﾝ
の

影
響

を
含

む
）

。
（

1
6
：

5
3
）

　
周

辺
ｽ
ﾐ
ﾔ
測

定
（

2
8
枚

）
の

結
果

、
異

常
な

し
。

（
1
6
：

5
7
 
）

9
/
2
6

（
金

）
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8.2 使用施設保安検査 

 

原子炉等規制法第 56条の 3第 5項に基づく核燃料物質使用施設保安規定の

遵守の状況に係る検査（保安検査）については、各部・センターに跨ること

から保安管理部が窓口となって対応しており、第 2四半期は 7月に実施され、

これに対応した。保安検査の概要を表 8-2-1 に示す。 

 

表 8-2-1 使用施設保安検査 

 

検査年月日 検 査 内 容 検査官 

7月29日～31日

〔重点事項〕 

「運転管理」、「核燃料物質の運搬」、「異常時の

措置」及び「第 2ウラン系廃棄物貯蔵施設の作

業管理」等に関する事項 

[結 果] 

指摘事項なし 

保安検査官 

2 名 
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8.3 労働安全衛生法関連設備の検査 

 

本四半期においては、日本クレーン協会茨城検査事務所によるクレーン 13

台の性能検査を受検した。また、日本ボイラー協会茨城検査事務所による第

一種圧力容器 5台、ボイラー3台の性能検査を受検した。これら設備の検査受

検実績を表 8-3-1 に示す。 

 

表 8-3-1 労働安全衛生法関連設備の検査受検実績 

 

受 検 日 設 置 場 所 検査証番号 備考 

7 月 1 日 再処理施設 分離精製工場 4584  

7 月 30 日 プルトニウム燃料第三開発室 5309  

5433 
8 月 5 日 

再処理施設 

第二高放射性固体廃棄物貯蔵施設 5434 

 

5027 
8 月 18 日 

再処理施設 

ｱｽﾌｧﾙﾄ固化体貯蔵施設 5028 

 

再処理施設 分離精製工場 5591  
8 月 27 日 

再処理施設ｱｽﾌｧﾙﾄ固化処理施設 5779  

5380 

5381 9 月 11 日 
再処理施設 

第 2 ｱｽﾌｧﾙﾄ固化体貯蔵施設 
5382 

 

再処理施設 分離精製工場 4598  

ク
レ
ー
ン 

9 月 29 日 
高レベル放射性物質研究施設 5158  

7 月 4 日 中央運転管理室 4331  

7 月 25 日 中央運転管理室 4332  

8 月 28 日 再処理施設 分析所 2386  

8 月 29 日 中央運転管理室 4333  

第
一
種
圧
力
容
器 

9 月 12 日 プルトニウム燃料第三開発室 3399  

7 月 4 日 中央運転管理室 3607  

7 月 25 日 中央運転管理室 3608  
ボ
イ
ラ
ー 8 月 29 日 中央運転管理室 3609  
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8.4 消防法、高圧ガス関連 

 

東海村消防本部による再処理施設分離精製工場・除染場危険物一般取扱所

における分離精製工場パネルハウス内の警報設備新規設置に係る完成検査が

平成 15 年 8 月 8 日に実施され、平成 15 年 8 月 8 日付けで完成検査済証が交

付された。 

また、東海村消防本部による危険物施設に対する立入検査が平成 15 年 9 月

24 日～26 日に実施された。立入検査の対象施設は 50 施設で、平成 15 年 9 月

26 日付けで立入検査結果通知書が交付され、不備欠格事項はなかった。対象

施設の一覧を表 8-4-1 に示す。 

茨城県工業技術課による一般高圧ガス製造施設の保安検査が平成 15年 7月

24 日に実施された。保安検査の対象施設は 5施設で、指摘事項はなく平成 15

年 7 月 30 日付けで保安検査証が交付された。対象施設の一覧を表 8-4-2 に示

す。 

 

JNC TN8440 2004-010

－72－



表 8-4-1 東海村消防本部による立入検査対象施設（危険物施設） 

 

施設名称 

再処理施設中間開閉所 再処理施設中間開閉所屋外 

CPF 発電機室 CPF 東側 

焼却施設 再処理施設主工場屋外 

再処理施設第 2中間開閉所 
再処理施設第2中間開閉所北東屋

外 

分離精製工場・除染場 非常用予備発電棟屋外 

応用試験棟 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料ｾﾝﾀｰﾕｰﾃｨﾘﾃｨ棟屋外 

第 1低放射性固体廃棄物貯蔵場 ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ廃棄物処理開発施設屋外 

非常用予備発電棟 ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設屋外 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料ｾﾝﾀｰﾕｰﾃｨﾘﾃｨ棟 地層処分放射化学研究施設屋外 

中央運転管理室 

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

再処理施設ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ施設屋外 

地層処分放射化学研究施設屋外

発電機室 
廃棄物処理場地下 

再処理施設ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ施設内非常用

発電機室(1) 
廃棄物処理場地下 

一
般
取
扱
所 

再処理施設ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ施設内非常用

発電機室(2) 
ｽﾗｯｼﾞ貯蔵場東側 

工務管理棟脇 ｽﾗｯｼﾞ貯蔵場東側 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料附属機械室脇（油脂

庫） 
廃溶媒貯蔵場 R-020 

危険物貯蔵庫 廃溶媒貯蔵場 R-021 

油脂庫 廃溶媒貯蔵場 R-022 

廃油保管庫 廃溶媒貯蔵場 R-023 

分析所西側薬品貯蔵庫 廃溶媒処理技術開発施設 R-006 

A 棟裏（危険物屋内貯蔵所） 廃溶媒処理技術開発施設 A-013 

屋
内
貯
蔵
所 

安全管理棟脇（第4類危険物倉庫）

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

廃溶媒処理技術開発施設 R-005 

J 棟付属機械室屋外 

廃棄物処理場屋外 

廃棄物処理場屋外 

ｳﾗﾝ系廃棄物焼却場屋外 

中央運転管理室屋外 

中央運転管理室屋外 

中央運転管理室屋外 

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所 

一般廃棄物処理施設屋外 
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表 8-4-2 一般高圧ガス製造施設の保安検査対象施設 

 

期日 施設名称 担当課室 

再処理主工場用液化炭酸ガス製造施

設 

再処理センター 

処理部前処理課 

高レベル放射性物質研究施設用炭酸

ガス製造施設 
環境センター 

先進部 

クリプトン回収技術開発施設（Kr、Xe

ガス設備） 
再処理センター 

処理部化学処理一課

廃溶媒処理技術開発施設用液化炭酸

ガス製造施設 
再処理センター 

環境保全部処理二課

（検査日） 

7 月 24 日 

 

（検査証交付日）

7月 30 日 

プルトニウム燃料第三開発室用液化

炭酸ガス製造施設 
建設工務管理部 

工務課 
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8.5 放射性同位元素等に係る立入検査 

 

今期は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第 43 条の

2に基づく立入検査(文部科学省水戸原子力事務所)は、行われなかった。 
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8.6 その他立入調査等 

 

茨城県県北地方総合事務所環境保全課による水質汚濁防止法、大気汚染防

止法及びダイオキシン類対策特別措置法に基づく立入検査が平成15年8月26

日に実施された。 

検査の結果、指摘事項はなかった。 
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9. 外部機関との協力 

 

9.1 原子力事業所安全協力協定（東海ノア協定） 

 

東海ノア協定は、東海村、那珂町、大洗町、ひたちなか市及び旭村に所在す

る 21 の原子力事業所で平成 12 年 1 月に締結した安全協力協定であり、JCO の

臨界事故を教訓として安全文化の醸成及び事故時の相互協力等を目的に設置

されたものである。 

今期の活動は、幹事会への出席、公開講座及び施設見学会の紹介・参加者と

りまとめ等を行った。今期の活動実績を表 9-1-1 に示す。 

 

表 9-1-1 東海ノア協定活動実績 

 

実施日 活動項目 概 要 等 

7 月 3 日 公開講座 
・JNC 東海主催「発電所の作業現場におけるＫＹ活

動の実践」 

・加盟事業所参加者：11 名 

7 月 7 日 公開講座 
・JNC 大洗主催「ヒューマンエラーについて」 

・JNC 東海参加者：3名 

7 月 10 日 訓練視察 
・原研東海非常事態総合訓練の見学 

・JNC 東海参加者：4名 

7 月 15 日 公開講座 
・原電東海主催「東海発電所の廃止措置」 

・JNC 東海参加者：1名 

7 月 24 日 公開講座 
・原研那珂主催「ヒューマンエラー低減のための認

知心理学からの提言」 

・JNC 東海参加者：6名 

8 月 20 日 施設見学会 
・JNC 大洗実験炉「常陽」他の見学 

・JNC 東海参加者：2名 

9 月 11 日 訓練視察 
・JNC 東海主催非常事態訓練の見学 

・加盟事業所参加者：13 名 

9 月 19 日 幹事会 

・幹事の保安部長が対応。主な議題は以下のとおり 

①上期活動状況の報告 

②自主保安点検協力活動報告書案（JCO）について

③茨城県原子力防災訓練の対応案について 

9 月 30 日 
茨城県原子

力防災訓練 

・東海ノア事務局における情報収集及び加盟事業所

へのＦＡＸ送付 

・ＦＡＸ受信確認及び受信実績の回答 
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9.2 ニュークリアセィフティネットワーク（ＮＳネット） 

 

NS ネットは、JCO 事故を教訓として日本国内の電力会社を中心とした原子力

事業者が原子力安全文化の向上を目指した活動を行うこととして、平成 11 年

12 月に発足した。 

サイクル機構は、NS ネットの加盟法人になっており、NS ネットが行う各種

の活動に参加・協力している。 

今期は、ＮＳネット活動成果アンケート調査に対応するとともに、セミナー

等の案内及び参加者のとりまとめ等を行った。今期の活動実績を表 9-1-2 に示

す。なお、9月 8日に開催されたＮＳネットセミナーのパネルディスカッショ

ンに東海事業所から副所長（リスクコミュニケーション研究班長）がパネラー

として出席した。 

 

表 9-2-1 ＮＳネット対応実績 

 

開催日等 内 容 等 備  考 

7 月下旬 NS ネット活動アンケートの集約・送付 
ＮＳネット活動に関

わりのあった 6 名に

回答を依頼 

8 月 29 日 

○ＮＳネットＰＩに係る米国専門家のプレ

ゼンテーション 

「米国における事業者自主ＰＩの運用事例

とＮＳネットＰＩの活用に向けたディスカ

ッション」 

1 名参加 

9 月 8 日 

○平成 15 年度ＮＳネットセミナー 

・講演「リスクコミュニケーションの思想

と技術」 

・パネルディスカッション「原子力の安心

とリスクコミュニケーション」 

3 名参加 

9 月 25 日 

○ＮＳネット管理者セミナー 

・講演「失敗学のすすめ」 

・過去のトラブル事例とその教訓の反映状

況の紹介（原研東海、中部電力） 

4 名参加 
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10. 教育訓練･資格取得 

 

10.1 試験･講習会 

 

各施設において業務を行う上で必要な労働安全衛生法等に係る資格等につ

いては、安全対策課において資格取得に係る試験及び技能講習会等の案内及

びとりまとめを行っている。 

今期における資格試験及び講習会の申込及び受講実績を表 10-1-1 に示す。 

 

表 10-1-1 試験･講習会参加実績 

（1/3） 

試験･講習会名 主  催  者 実施日 

受験又

は受講

者数 

備 考

消防設備士試験予備

講習会 

茨城県消防設備協

会 
7 月 1、2 日 2 名  

自由研削といしの取

替え時の試運転の業

務に係る特別教育 

建設業労働災害防

止協会茨城県支部 
7 月 2 日 4 名  

一日危険予知訓練講

習会水戸方式 
水戸労働基準協会 7 月 8 日 1 名  

危険予知トレーナー

研修会 

中央労働災害防止

協会 
7 月 9～11 日 7 名  

ボイラー整備士受験

準備講習会 

日本ボイラ協会茨

城支部 
7 月 10 日 1 名  

公害防止管理者受験

対策講習会 

公害防止協会東京

事務局 

7 月 12 日～9 月 12

日までの 4日間 
1 名  

天井式クレーン運転

士受験準備講習会 

日本クレーン協会

茨城支部 
7 月 12、13 日 1 名  

第二種酸素欠乏危険

作業主任者技能講習

会 

茨城労働基準協会

連合会 

学科 7月 15、16 日 

実技 7 月 17、18 日

のどちらかの指定

日 

10 名  

高圧ガス保安係員講

習会 

茨城県高圧ガス保

安協会 
7 月 16、17 日 4 名  

消防設備士試験予備

講習会 

茨城県消防設備協

会 
7 月 16、17 日 2 名  

危険物保安講習会

（勝田） 

茨城県危険物安全

協会連合会 
7 月 25 日 22 名  
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（2/3） 

試験･講習会名 主  催  者 実施日 

受験又

は受講

者数 

備 考

第三種電気主任技術

者受験対策特別セミ

ナー 

電気技術協会 

7 月 27 日～平成 16

年7月4日までの16

日間 

3 名  

危険物保安講習会

（水戸） 

茨城県危険物安全

協会連合会 
7 月 31 日 9 名  

エネルギー管理士試

験 

省エネルギーセン

ター 
8 月 2 日 3 名  

天井式クレーン教習 茨城クレーン学校 8 月 4～9 日 1 名  

特定化学物質等作業

主任者技能講習会 

茨城労働基準協会

連合会 
8 月 5、6 日 7 名  

エックス線作業主任

者試験 

 安全衛生技術試験

協会 
8 月 21 日 5 名  

クレーン運転士試験 
安全衛生技術試験

協会 
8 月 21 日 1 名  

ボイラー整備士試験 
安全衛生技術試験

協会 
8 月 21 日 2 名  

一級ボイラー技士試

験 

安全衛生技術試験

協会 
8 月 21 日 1 名  

二級ボイラー技士試

験 

安全衛生技術試験

協会 
8 月 21 日 4 名  

第二種電気主任技術

者試験 

電気技術者試験セ

ンター 
8 月 23 日 1 名  

消防設備士試験 
消防試験研究セン

ター茨城県支部 
8 月 24 日 4 名  

第三種電気主任技術

者試験 

電気技術者試験セ

ンター 
8 月 24 日 2 名  

普通第一種圧力容器

取扱作業主任者技能

講習会 

日本ボイラ協会茨

城支部 
8 月 28 日 1 名  

第二種酸素欠乏危険

作業主任者技能講習

会 

茨城労働基準協会

連合会 
9 月 2～5 日 3 名  

床上操作式クレーン

運転技能講習 
土浦労働基準協会 9 月 4、5 日 1 名  
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（3/3） 

試験･講習会名 主  催  者 実施日 

受験又

は受講

者数 

備 考

ＲＳＴ講座 
中央労働災害防止

協会 
9 月 8 日 2 名  

小型移動式クレーン

運転技能講習 

茨城労働基準協会

連合会 

学科 9月 9、10 日 

実技 9月 12 日 
1 名  

天井クレーン・ホイ

スト式クレーン定期

自主検査者安全教育

講習会 

日本クレーン協会

茨城支部 
9 月 19 日 6 名  

玉掛技能講習会 水戸労働基準協会 
学科 9月 25、26 日 

実技 9月 28 日 
3 名  

有機溶剤作業主任者

技能講習会 

茨城労働基準協会

連合会 
 9 月 25、26 日 1 名  

公害防止管理者試験 産業環境管理協会 9 月 28 日 5 名  

ＲＳＴ講座 
中央労働災害防止

協会 
9 月 29 日 4 名  
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10.2 作業責任者認定制度に基づく現場責任者等教育、保安管理部現場責任者

及び保安管理部保安立会要領教育 

 

（1）現場責任者等教育 

作業責任者認定制度に基づく現場責任者等教育（新規者等対象）を、原

則月 1回の頻度で実施した。また、認定の有効期限切れに伴う教育（再教

育）も原則月１回の頻度で実施した。今期の実績を表 10-2-1 に示す。 

 

表 10-2-1 現場責任者等教育実績 

 

実施日 実施場所 受講者数 
合格者 

（合格率） 
備 考 

7 月 22 日 
図書研修合同棟 

3 階講義室 
69 名 

64 名 

（93%） 
 

7 月 22 日 
図書研修合同棟 

3 階講義室 
17 名 

17 名 

（100%） 
再教育 

8 月 25 日 
図書研修合同棟 

3 階講義室 
56 名 

52 名 

（93%） 
 

8 月 25 日 
図書研修合同棟 

3 階講義室 
5 名 

5 名 

（100%） 
再教育 

9 月 29 日 
図書研修合同棟 

3 階講義室 
57 名 

53 名 

（93%） 
 

9 月 29 日 
図書研修合同棟 

3 階講義室 
22 名 

22 名 

（100%） 
再教育 

 

（2）保安管理部現場責任者教育 

9月1日から作業責任者認定制度の請負工事以外への適用拡大が行われ、

新たに現場責任者（機構側）の認定を受けるための必要要件として、現

場責任者教育が設けられた。 

今期は、作業責任者認定制度に基づく保安管理部現場責任者教育は実施

しなかった。 

 

（3）保安管理部保安立会要領教育 

今期は、作業責任者認定制度に基づく保安管理部保安立合要領教育は実

施しなかった。 
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11. 事故・トラブル 

 

11.1 法令報告及び軽微事象 

 

今期において、法令報告及び軽微事象に該当する事故・トラブルの発生は

なかった。 
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11.2 軽微事象未満のトラブル 

 

今期における軽微事象未満のトラブルは、再処理施設 3件（Ｃ情報）、使用

施設 24 件（Ａ情報：2件、Ｂ情報：1件、Ｃ情報：22 件）、その他の施設 1件

（Ａ情報）であった。 

軽微事象未満トラブルの一覧を表 11-2-1 に示す。トラブルの概要について

は、表 8-1-5 を参照されたい。 

 

表 11-2-1 軽微事象未満トラブル一覧 

（1/3） 

№ 件  名 発生日時 発生場所 
情報
区分 

外部発表 

1 
灰化電気炉からの煙

もれ 

H15.07.11 

8：20 頃 

放射線安全部 

安全管理棟 

環境前処理室 

Ａ 日報 

2 
Pu-3 仕上検査室(1)

におけるRI用ゴム手

袋の汚染 

H15.07.15 
23：45 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 
第三開発室 
仕上げ検査室(1) 

Ｃ 日報 

3 

プルトニウム燃料第

3 開発室中央管理室

内におけるパソコン

無停電電源装置の発

煙 

H15.07.17 
13：41 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 
2F 中央管理室 

Ａ 

日報 

(プレス報

道あり) 

4 

Pu-3 分析物性室にお

けるRI用ゴム手袋の

汚染 

H15.07.22 
10：20 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 
分析物性室 

Ｃ 日報 

5 

高レベル放射性物質

研究施設ガンマ線エ

リアモニタの警報吹

鳴 

H15.07.23 
01：49 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 
CPF 
2F ｸﾚｰﾝﾎｰﾙ 

Ｃ 日報 

6 
第 2UWSF 詰替室にお

けるα線用空気モニ

タの警報吹鳴 

H15.07.31 
14：06 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 

第 2UWSF 

1F 詰替室 

Ｃ 日報 

7 
CPF におけるセル天

井ポート用 PVC バッ

クの損傷 

H15.07.31 
17：30 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 
CPF 
2F ｸﾚｰﾝﾎｰﾙ 

Ｃ 日報 

8 
第 2UWSF 詰替室にお

けるα線用空気モニ

タの警報吹鳴 

H15.08.01 
07：49 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 

第 2UWSF 

1F 詰替室 

Ｃ 日報 
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（2/3） 

№ 件  名 発生日時 発生場所 
情報 
区分 

外部発表 

9 
Pu-3 焼結室における

RI 用ゴム手袋の汚染 
H15.08.07 
11：51 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 

焼結室 

Ｃ 日報 

10 
プルトニウムダスト

モニタの現場警報器

ケーブルの断線 

H15.08.08 
15：40 頃 

再処理ｾﾝﾀｰ 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ転換技術

開発施設放射線

管理室 

他計 2箇所 

Ｃ 日報 

11 
Pu-3 原料調整室にお

けるα線空気モニタ

の警報吹鳴 

H15.08.09 
10：55 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 
1F 原料調整室 

Ｃ 日報 

12 
強風による負圧警報

の吹鳴 
H15.08.09 
18：56 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 

CPF 

排風機室 

Ｃ 日報 

13 

分離精製工場内トイ

レの便器洗浄用水の

漏水について 

H15.08.10 
02：00 頃 

再処理ｾﾝﾀｰ 

分離精製工場 

便所 

Ｃ 日報 

14 
PWTF 焼却室における

火災警報の誤吹鳴 
H15.08.11 
13：23 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

PWTF 

焼却室 

Ｃ 日報 

15 
Pu-3 1 階外周廊下に

おける管理器材から

の汚染検出 

H15.08.11 
14：56 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 

1F ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾄﾞｯｸ

前外周廊下 

Ｃ 日報 

16 

プルトニウム第 1 及

び第 2 開発室の臨界

警報装置ホーン（スピ

ーカ）から瞬間的に音

が出た事象 

H15.08.22 
09：46 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第一、二開発室 
Ｂ 日報 

17 
移動ホイスト給電系

の不具合 
H15.09.01 
15：45 頃 

再処理ｾﾝﾀｰ 

分離精製工場 

機械処理工程移

動ﾎｲｽﾄ 

Ｃ 日報 

18 
Pu-3 炉室で回収した

α線用空気モニタ用

ろ紙からの Pu 検出 

H15.09.02 
09：00 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 

炉室 

Ｃ 日報 
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（3/3） 

№ 件  名 発生日時 発生場所 
情報 
区分 

外部発表 

19 

Pu-2 物性室における

グローブ交換用排気

カートからの汚染検

出 

H15.09.04 
15：00 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第二開発室 

物性室 

Ｃ 日報 

20 
第 2UWSF 詰替室にお

けるα線用空気モニ

タの警報吹鳴 

H15.09.09 
09：31 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 

第 2UWSF 

1F 詰替室 

Ｃ 日報 

21 
CPF 施設ガンマ線エ

リアモニタの警報吹

鳴 

H15.09.10 
05：34 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 

CPF 

地下排風機室 

Ｃ 日報 

22 
CPF における地絡警

報の発報 
H15.09.10 
18：14 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 
CPF 

Ｃ 日報 

23 

Pu-3 工程設備解体室

出口での靴底汚染の

確認 

H15.09.12 
15：07 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 

地下 1F 工程設備

解体室 

Ｃ 日報 

24 

Pu-3 プルトニウム開

梱室における原料貯

蔵容器表面からの汚

染検出 

H15.09.19 
10：28 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ開梱室 

Ｃ 日報 

25 
ＣＰＦにおける作業

員の負傷について 
H15.09.19 
09：20 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 

CPF 

実験室 C 

Ａ 

日報 

(プレス報

道あり) 

26 
PWSF トラバースエリ

ア負圧警報の吹鳴 

H15.09.22 
03：52 頃 
他計 3回 

Pu ｾﾝﾀｰ 

PWSF 

ﾄﾗﾊﾞｰｽｴﾘｱ 

Ｃ 日報 

27 
強風による負圧警報

の吹鳴 
H15.09.22 
11：16 頃 

環境ｾﾝﾀｰ 

CPF 

地下ｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ 

他計 3箇所 

Ｃ 日報 

28 

Pu-3 プルトニウム開

梱室における原料貯

蔵容器表面からの汚

染検出 

H15.09.25 
14：25 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ開梱室 

Ｃ 日報 

29 
Pu-3 焼結室における

靴底のスポット汚染 
H15.09.26 
15：50 頃 

Pu ｾﾝﾀｰ 

第三開発室 

焼結室 

Ｃ 日報 
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11.3 負傷報告 

 

今期は、東海事業所全体で 2 件の負傷又は軽微負傷を伴う事象があった。

概要を表 11-3-1 に示す。なお、この負傷は休業を伴うものではなかった。 

  

表 11-3-1 負傷事象の概要 

（1/2） 

No. 項 目 内   容   等 

件  名 安全管理別棟における右手のひら部の軽微な負傷 

発生日時 平成 15 年 7 月 31 日（木）13 時 50 分頃 

発生場所 安全管理別棟（管理区域内） 

所  属 放射線安全部 放射線管理第一課 

身  分 協力会社員 27 才 

発生状況 

安全管理別棟の測定器試験室（管理区域）において解

体器材の整理作業中、器材の一部に残っていたガラス破

片により右手のひらを負傷（切傷）した。作業時は皮手

袋を着用していたが、それを突き通して負傷したもので

ある。 

負傷状況 右手のひら切傷（1cm 程度） 

原  因 
養生されていないガラス破片があることに気付かず整

理作業を続けたため。 

1 

再発防止策 

1. リスクアセスメントを再度行い、危険要因の抽出、

対策を行う。 

2. 鋭利な部分の有無の観点から確認を行い、鋭利な部

分については作業前に養生してから作業を行う。 

3. 使用しない装置等については機器管理担当者等を明

示し、安全な状態で保管管理するとともに早急に撤去

する。 
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（2/2） 

No. 項 目 内   容   等 

件  名 
高レベル放射性物質研究施設（CPF）における作業員の

負傷 

発生日時 平成 15 年 9 月 19 日（金）9時 20 分頃 

発生場所 CPF 実験室 C（管理区域内） 

所  属 環境センター 先進部 先進再処理 Gr 

身  分 工事業者 35 才 

発生状況 

Ar 精製装置の点検を請負ったメーカーの作業員が点検

の一環として精製塔の排気を行ったところ、真空ポンプ

下流の再生水ドレンタンク（容積 2 リットル）が加圧さ

れてドレンタンクの覗き窓（ガラス製、直径 10cm×厚さ

3cm）が割れ、飛散したガラス破片により右足ふくらはぎ

部を負傷した。 

救急車で病院に搬送し処置をしたところ、傷口にガラ

ス片が 1 片確認されたため、除去及び傷の処置を終え、

職場に復帰した。 

負傷状況 右足ふくらはぎ負傷 

原  因 

覗き窓の破損原因は、アルゴンガス精製装置の試運転

を行うため、真空ポンプを用いて、精製塔 A のアルゴン

ガスの排気を行う際に、電磁弁を「開」にすべきところ

を「閉」のまま真空ポンプを起動したため、再生水ドレ

インタンク内の圧力が上昇して覗き窓のガラスが破損し

たものである。 

2 

再発防止策 

 製造業者が自ら機器の点検をする場合にも保安上必要

な作業手順を全て記載した作業計画書を作成する。また

作業分担を作業計画書に明記することにより作業分界点

を明確にする。 
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12．おわりに 

 

今期は、前期に引き続きプルトニウム燃料第 3 開発室工程設備解体室にお

ける火災の水平展開が行われ、保安管理部においても所掌する関連規程・規

則及び共通安全作業基準等の改定作業を実施するとともに、教育等に対応し

た。 

また、本報で報告した業務以外では、「二法人統合東海地区保安管理部門連

絡会」を開催（8月 5日、9月 4日、9月 26 日）し、統合後の保安管理部門の

組織・業務及び課題等の検討作業を進めた。 

このほか、15 年度業務目標に対する中間フォローが 9 月末に行われ、当初

予定していた各種マネジメントシステムの整理統合に係る業務は、保安規定

に品質保証の概念が取り入れられることとなったことから、それに伴う品質

保証計画書の改定及び保安規定の改定を優先的に取り組むこととして目標の

見直しを行った。業務中間報告の状況を付録として添付するので、参照され

たい。 
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日
安
全
対
策
課

危
機

管
理
整

備
室

品
質
保
証
室

備
考

1
安
全
大
会

、
安
全
ニ
ュ

ー
ス

No
.1
78

・
17
9
発
行
、

ク
レ
ー
ン

性
能
検
査

全
国
労
働

安
全
週
間

（
～

7日
）

2
安
全

ニ
ュ

ー
ス

N
o
.
18
0
発
行

茨
城
県
原

子
力
防
災
連
絡

協
議
会
幹
事

会
出

席
茨
城
県
防

災
情
報
ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
担
当
者
会

議
出
席

3
安
全
講
演

会
防
火
対
策

委
員
会

4
第
一
種
圧

力
容
器
性
能
検

査
、
ボ
イ
ラ
ー

性
能
検
査

東
海
村
防

災
会
議
出
席

ふ
げ
ん

ト
ラ

ブ
ル
発
生

5 6 7
安
全
主
任

者
会
議

東
海

ノ
ア

公
開
講
座

（
JN
C
大
洗
）

8
県
防
災
情

報
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
保
守
点
検

9
衛
生
管
理

者
会
議
、

衛
生

管
理

者
パ
ト

ロ
ー

ル

1
0

東
海

ノ
ア

訓
練
視
察

（
原
研

東
海

）

11
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
18
1
・
18
2発

行
月
例
訓
練

（
放
射
線
安
全

部
）
、
核
物
質
防

護
委
員
会

、
消

防
班
訓
練

IS
O
14
00

1環
境
法
研
修

会

1
2

1
3

1
4

1
5
安
全
衛
生

化
学
物
質
委
員

会
、

化
学
物
質

リ
ス
ク
ア
セ

ス
メ

ン
ト
説
明

会
IA
EA

補
完

ア
ク
セ
ス

、
県
主

導
通
報

連
絡

訓
練

東
海

ノ
ア

公
開
講
座

（
原
電

東
海

）

16
安
全
主
任

者
会
議
（

臨
時

）
原
燃
輸
送

輸
送
事
故
訓
練

参
加

部
品
質
保

証
委
員
会

1
7
安
全

ニ
ュ

ー
ス

N
o
.
18
3
発
行

、
使
用
施
設

通
報
連
絡
要
領

説
明
会

安
全
品
質

監
査

18
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
18
4
発
行

、
原
研

と
の

相
互
パ
ト
ロ
ー
ル

1
9

2
0

2
1

2
2
安
全

ニ
ュ

ー
ス

N
o
.
18
5
・
18
6
発
行
、

現
場

責
任

者
教
育

23
正
門
警
備

所
更
新
工
事
工

程
会
議

24
一
般
高
圧

ガ
ス
製
造
施
設

保
安
検
査

化
学
物
質

リ
ス
ク
ア
セ

ス
メ

ン
ト
試
行
説
明

会
東
海

ノ
ア

公
開
講
座

（
原
研

那
珂

）
IS
O内

部
監
査

員
研
修

（
～

25
）

2
5
第
一
種
圧

力
容
器
性
能
検

査
、
ボ
イ
ラ
ー

性
能
検
査
、

安
推
協
協

議
会

IA
EA

補
完

ア
ク
セ
ス

、
消
防

班
訓
練

階
層
別
教

育
（
主
務

Ⅱ
ク
ラ

ス
）

26
水
戸
市
防

災
訓
練
参
加

2
7

28
所
長

パ
ト

ロ
ー

ル
（

原
研

と
合
同
）

防
災
業
務

計
画
届
出

第
1
回
指

導
会

、
OH
SM
S
/E
MS

委
員
会

29
部
安
全
衛

生
委
員
会

使
用
施
設

保
安
検
査

（
～

31
）

30
ク
レ
ー
ン

性
能
検
査

安
全
専
門

委
員
会
、

部
品

質
保

証
委
員
会

統
括
者

パ
ト

ロ
ー
ル

3
1

OH
SM
S
/E
MS

内
部
監
査
員

会
議

　
業

務
実

績
カ

レ
ン

ダ
ー

（
７

月
）

付
録
－
１
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日
安
全
対
策
課

危
機

管
理
整

備
室

品
質
保
証
室

備
考

1
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
18
7
・
18
8発

行
、

安
全
衛
生

化
学
物
質
委
員

会
（
臨
時

）
電
気
使
用

安
全
月
間

2 3 4
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
18
9
発
行

、
安
全
主
任

者
会
議

品
質
保
証

分
科
会

地
震
対
応

（
震
度
4）

5
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
0
発
行

、
ク
レ
ー
ン

性
能
検
査

防
火
対
策

委
員
会

第
2
回

ニ
法
人

統
合
連

絡
会

、
階
層
別
教
育

（
上
級
専
門

職
）

6
階
層
別
教

育
（
専
門
職

）

7
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
1
発
行

、
衛
生
管
理

者
会
議

月
例
訓
練

（
運
営
管
理
部

）

8
危
険
物
施

設
完
成
検
査

消
防
班
訓

練

9

1
0

1
1

1
2

1
3

夏
季
一
斉

休
暇
（
～

15
日
）

1
4

1
5

1
6

1
7

18
ク
レ
ー
ン

性
能
検
査

「
環
境

・
安
全
レ
ポ
ー
ト

20
02
」
発
行

1
9

20
化
学
物
質

管
理
責
任
者
教

育
等

茨
城
県
原

子
力
防
災
連
絡

協
議
会
幹
事

会
出

席
東
海

ノ
ア

施
設
見
学
会

（
JN
C
大
洗
「

常
陽

」
）

21
化
学
物
質

管
理
責
任
者
教

育
等
、
放
安

協
定

例
会

22
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
2
発
行

、
安
推
協
協

議
会

消
防
班
訓

練

2
3

2
4

25
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
3
・
19
4発

行
、

現
場

責
任

者
教
育

自
火
報

・
誘
導
灯
保
守

点
検

（
～
10

/
31
）

安
全
専
門

委
員
会
、

品
質

保
証

分
科
会

2
6
安
全
衛
生

化
学
物
質
委
員

会
、
「
法
令

に
基
づ
く
申
請
手
続

き
の

確
実

な
実
施
」

に
関
す
る
説
明
会

、
公
害
立
入
検

査
RI
施
設

検
査

27
ク
レ
ー
ン

性
能
検
査

正
門
警
備

所
更
新
工
事
工

程
会
議

部
品
質
保

証
委
員
会

、
OH
S
MS
/E
MS
内
部

監
査

員
会
議

28
第
一
種
圧

力
容
器
性
能
検

査
品
質
保
証

委
員
会
、

OH
SM

S/
EM
S
委
員
会

2
9
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
5
発
行

、
第
一
種
圧

力
容
器
性
能
検

査
、
ボ
イ

ラ
ー

性
能
検
査

、
部
安
全
衛
生

委
員
会

NS
ネ
ッ

ト
PI
講
演
会

30
茨
城
県
総

合
防
災
訓
練
視

察
（
消
防
班
員

）

3
1

　
業

務
実

績
カ

レ
ン

ダ
ー

（
８

月
）
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日
安
全
対
策
課

危
機

管
理
整

備
室

品
質
保
証
室

備
考

1
OH
SM
S
/E
MS

内
部
監
査
員

ス
キ

ル
ア
ッ

プ
教
育

全
国
労
働

衛
生
週
間
準
備

月
間

（
～
30

日
）

2
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
6
発
行

、
安
全
主
任

者
会
議

3
衛
生
管
理

者
会
議

OH
SM
S
/E
MS

内
部
監
査
員

養
成

研
修
（
～

4日
）

A
情
報

（
救
急

車
要
請

）
対
応

4
労
働
安
全

衛
生
/環

境
活
動

推
進
ニ
ュ
ー
ス

第
26
号
発
行

水
戸
地
区

労
働
衛
生
週
間

準
備

打
合
せ

会

5
消
防
班
訓

練
第
3回

ニ
法
人

統
合
連

絡
会

6 7
東
海
村
危

険
物
安
全
協
会

視
察

研
修
（
～

8日
）

8
南
東
地
区

監
視
装
置
保
守

点
検
（
～

12
）

NS
ネ
ッ

ト
セ

ミ
ナ
ー

9
化
学
物
質

リ
ス
ク
ア
セ

ス
メ

ン
ト
説
明

会
機
構
安
全

・
品
質
監
査

1
0

茨
城
県
防

災
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
シ
ス
テ
ム

総
合

通
信

訓
練

（
～

1
9
）

部
品
質
保

証
推
進
委
員
会

11
ク
レ
ー
ン

性
能
検
査

総
合
防
災

訓
練
（
Pu

セ
ン

タ
ー

）
機
構
安
全

・
品
質
監
査

（
～

12
日
）

12
第
一
種
圧

力
容
器
性
能
検

査
消
防
大
学

校
放
射
性
物
質

災
害
講
習
会

1
3

1
4

1
5

16
安
全
衛
生

化
学
物
質
委
員

会

1
7

部
品
質
保

証
推
進
委
員
会

18
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
7
発
行

19
作
業
環
境

測
定
研
修
会

消
防
班
訓

練
東
海

ノ
ア

幹
事
会

2
0

2
1

2
2

2
3

24
安
全

ニ
ュ

ー
ス

No
.
19
8
発
行

、
部
安
全
衛

生
委
員
会

村
消
防
立

入
検
査
（
～

26
）
、
正
門
警
備

所
更
新
工
事
工

程
会
議

安
全
専
門

委
員
会

25
安
推
協
協

議
会

品
質
保
証

委
員
会
、

OH
SM

S/
EM
S
委
員
会

NS
ネ
ッ

ト
管
理
者
セ
ミ
ナ
ー

2
6

2
7

2
8

2
9
現
場
責
任

者
教
育
、

ク
レ

ー
ン

性
能
検
査

、
ダ
イ
オ
キ

シ
ン
類
対
策
委

員
会

15
年
度

中
間

報
告
所
長

ヒ
ア

リ
ン

グ

30
県
原
子
力

防
災
訓
練

階
層
別
教

育
（
一
般
職

）

　
業

務
実

績
カ

レ
ン

ダ
ー

（
９

月
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安全対策チーム 

安全衛生チーム 

品質保証チーム 

国際認証チーム 

法令対応チーム 

管理チーム 

許認可チーム 

防災計画チーム 

総括・代直班 

危機管理対応班 

管理チーム 

安 全 対 策 課 

危機管理整備室 

品 質 保 証 室 

保安管理部の組織・人員（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

部長   １ 

次長   ３ 

主幹   １ 

出向・派遣 ４ 

 

課長   ０*1 

課長代理  １ 

主幹   ２ 

嘱託   １ 

出向・派遣 ２ 

室長   １ 

主幹   ８ 

嘱託    ３ 

出向・派遣 ０（１） 

室長   １ 

室長代理  １ 

主幹   ２ 

ＴＬ：１ ｱﾙﾊﾞｲﾄ：１ 

係員：１ 請負 ：３ 

ＴＬ：１ ｱﾙﾊﾞｲﾄ：１ 

 請負 ：１ 

ＴＬ：１ ｱﾙﾊﾞｲﾄ：１ 

係員：１ 請負 ：１ 

ＴＬ：１ 

係員：２ 請負  ：２*２ 

ＴＬ：１ ｱﾙﾊﾞｲﾄ：１（２） 

係員：１ 請負 ：８７*３（８９）

ＴＬ：１  ｱﾙﾊﾞｲﾄ：１ 

係員：２ 

ＴＬ：１ 

係員：１ 請負 ：１ 

ＴＬ：５ 

係員：５ 

ＴＬ：１ 

係員：３ 

ＴＬ：１ 

係員：１ 請負 ：３ 

ＴＬ：１ ｱﾙﾊﾞｲﾄ：２ 

係員：３    請負 ：１ 

職員：５ 

職員：１１、嘱託：１、 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ：３、請負：７ 

職員：２６、嘱託：３、 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ：２、請負：８８ 

職員：１４、 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ：２、請負：４ 

保 安 管 理 部 

分 類 人 数 

職 員 ５６（ ５６） 

嘱 託   ４（  ４） 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ   ７（  ８） 

請 負 ９９（１０１） 

計 １６６（１６９） 
*１：次長が兼務 

*２：予備員１名を含む

*３：予備員６名を含む

注）カッコ内の数字は前期の人数を示す 
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１ 目的 

全ての化学物質は何らかの有害性を有しており、有害になるか否かはその量に依

存する。ここでは、作業者が自分のリスクを認識等し、作業者への化学物質ばく露

による健康障害等の危害の可能性及びその程度（リスク）を解析・評価し、リスク

の低減対策を講じるためのリスクアセスメントを実施することを目的とするため、

本要領では図１に示す①の部分について実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 適用範囲 

東海事業所における労働安全衛生法（別表 1、２及び３）で規定される化学物質

を取り扱う全ての業務を対象とし、リスクの解析、評価に適用する。 

   

 

 

 

                   

化学物質 

作業現場 事 故 

作業者への

直接ばく露 

火災、爆発、漏洩、

飛散によるヒトへ

の被害 

ばく露に関わるリ

スクアセスメント 

フィジカルアセ

スメント 

① ②

図１ 化学物質のヒトへの経路とその管理 

（O H SM S-P01 「危険源の

特定リスクアセスメント・リ

スク低減の計画要領書」参

照） 
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３ 危険源の特定・リスクアセスメント実施概要 

3.1 危険源の特定  

（1）化学物質の特定 

労働安全衛生法で規定される化学物質（別表１、別表２及び別表３）を取り

扱う全ての業務（定常及び非定常作業）のマニュアル及び手順書等を参照に、

化学物質を抽出する。 

（2）作業者の特定 

当該作業場で作業する従事者は、定常作業に従事する者に加え、保守点検な 

ど非定常作業に従事する者も対象とする。なお、同じ作業を行う作業者が複数

いる場合は、最もばく露が大きいと思われる作業者を対象とする。 

3.2 有毒性の特定 

対象化学物質について、メーカから提供された MSDS を基に有毒性ランクを決

定する。なお、提供された MSDS に有毒性及びばく露限界が記載されていない場

合は、公的な機関の情報を独自に入手しても良い。または、公的な有毒性及びば

く露限界が設定されていない化学物質については、類似の化学物質の情報等を参

考にする、もしくは、必要な有毒性情報が入手できるまで著しい有毒性を有する

ものとして取り扱うこと。 

3.3 リスクアセスメント 

3．1 から抽出された危険源によって、フロー１から 3に従い、ばく露経路の分

類、化学物質の有毒性、取扱量、物理的性質からリスクアセスメントを行い、リ

スクの大きさを見積もり、リスクレベルから重大なリスクを特定する。また、請

負人による工事等（以下「工事請負人」という）は、作業計画書、安全チェック

リスト等から抽出された危険事象を基に工事担当課室が過去の事故事例を参考

にして工事請負人の協力を得て同様の評価を基にリスクアセスメントを実施す

る。（但し、JNC への移管前の新規建家建設工事等は適用除外とする。）更に、

その結果を必要に応じてリスクの特定を行っている工事請負人に安全上の注意

事項を作業計画書、安全チェックリスト等に反映する。なお、定期保守点検等の

定型化した作業に当たっては、工事担当課室が過去の作業内容からリスクアセス

メントを実施し、その結果を工事請負人による工事の標準化に資する。 

 

４ ワークシートの記入要領 

   様式-1-2 の「化学物質によるばく露ワークシート」を用いて化学物質のばく

露によるリスクアセスメントを行う。 

4.1 実施部署等の記載 

（1）全体工程名の欄 

大きな運転工程名を記載する。（例えば、プルセンター及び再処理セン

ターであれば、運転要領書名）を記載する。なお、工程を持たない部署に 

あっては省略しても良い。 
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（2）作業の名称の欄 

作業手順書及びマニュアル等の名称を記載する。なお、マニュアル等が

無い場合は、業務名又は作業件名を記載する。 

（3）対象範囲の欄 

作業概要を記載する。 

 

4.2 作業状況 

（1）作業内容の欄 

抽出、ろ過、加熱、滴定、混合、イオン交換、分離、精製等の詳細な作業

の内容を記載する。 

（2）使用場所の欄 

作業する場所の部屋名を記載する。 

（3）使用場所の設備 

作業場所の換気設備について記載する。 

・密閉系：作業者が化学物質に接触する可能性が全くない設備。 

（設備例）セル、グローブボックス 

・局所排気：作業毎に、局所排気装置を設置。 

（設備例）局所排気装置、オープングローブボックス 

＊局所排気装置とは、有機溶剤中毒予防規則及び特定化学物質等障害予防

規則に規定される化学物質に対しては、それぞれの規則で定める性能を

有するもの。それ以外の化学物質に対しては、制御風速 0.5m/s 以上（た

だし、粒子状：1.0m/s 以上、外付け式フード上方吸引型：1.0m/s 以上）

のものとする。 

・全体換気： 部屋全体を換気する設備を設置。 

（設備例）換気扇、換気口、屋外作業 

（4）作業中取扱量、作業頻度 

吸入ばく露について、取扱量を記載する。なお、一日のうち、繰り返し行

われる作業については、一日使用量として、まとめて合計量を記載する。 

経皮ばく露について、1日の作業回数(最も使用頻度の多い日)を記載する。 

（5）使用する保護具 

ばく露経路に対応する有効な保護具（防護マスクについては、捕集効率 90%

以上のものに限る。）について記載する。特に保護具を使用していない場合

は、「なし」と記載する。 

 

4.3 化学物質の情報 

（1）商品名 

MSDS に基づき、商品名を記載する。 

 

 

JNC TN8440 2004-010

付－3(5)



 

（2）メーカ名 

提供メーカを記載する。なお、使用する MSDS は、メーカから入手した MSDS

とする。 

（3）化学物質名及び含有量 

MSDS に基づき、化学物質名及びその含有量を記載する。 

（4）物質の状態 

固体又は液体の別を記載する。 

（5）作業環境測定結果 

別表１及び別表２の対象物であり、定期的に作業環境を実施している化学 

物質については、その測定結果からアセスメントを実施する。 

別表１及び別表 2を参照に、化学物質が作業環境測定の対象の有無を確認 

し、作業環境測定対象物質であり、定期的な作業環境測定を実施している場

合は、直近の測定結果（「第一管理区分」または「第二管理区分」）を記載

する。 

（6）有機則許容消費量 

別表２を参照に、有機溶剤中毒予防規則の対象の有無を確認し、対象物質 

であれば、Table１を用いて許容消費量を算出し記載する。なお、明らかに

許容消費量が越えると概算できる場合や作業室容積が不明な場合は、計算せ

ずに空欄のままでよい。 

（7）有毒性の判断基準、経皮 LD50 値 

Table２から有毒性ランクを決定する場合、参照した有毒性情報の内容を

記載する。（例：経口 LD50 2000mg/kg など） 

経皮ばく露を防止する有効な手段が無く、MSDSに経皮LD50値がある場合、 

LD50 値を記載する。 

（8）有毒性ランク、経皮ばく露推定量 

MSDS の有毒性情報（発がん性、LD５０、LC50、眼・皮膚の刺激性、腐食性、

感作性、経皮吸収性）を参考に Table２から有毒性ランクを決定し、有毒性

ランクを記載する。刺激性等のある物質については、皮膚及び眼のばく露

を防止するための保護具の使用により評価を判定する。なお、複数の有毒

性情報が記載されている MSDS を使用する場合は、最も有害性が高いランク

を有毒性ランクとする。 

ＬＣ５０について、単位換算は次の通りである。 

① mg/m3を ppm に変換する場合 

ppm＝（mg/m3×22.4／M）×（（273+T）／273）×1013／P 

② ppm を mg/m3に変換する場合 

mg/m3＝（ppm×M／22.4）×（273／（273+T））×P／1013 

M：各物質の分子量 

T：温度（℃）         P：測定点の気圧（hPa） 
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たとえば、25℃、1気圧（1013hPa）の状態でのベンゼン（分子量：78.11）

1ppm は、上記②式に代入して、 

（1×78.11／22.4）×（273／(273+25)）×1013／1013＝3.195（mg/m3）と

なる。 

 

有毒性情報が得られず、許容濃度の情報のみの場合は、許容濃度値を参考

に Table２から有毒性ランクを決定し、有毒性ランクを記載する。 

経皮ばく露を防止する有効な手段が無く、MSDSに経皮LD50値がある場合、

Table５から経皮ばく露推定量を決定し、記載する。使用形態については、用

語を参照のこと。 

 

（9）飛散性・揮発性 

Table３を参照に、固体状の化学物質の場合は飛散性、液体状の化学物質

の場合は取り扱う温度、蒸気圧による揮発性を特定する。 

 

 4.4 リスクアセスメント     

（1）評価点 

Table４を参照に、Table２で特定した有毒性ランクと毎回の取扱量及び飛

散性、揮発性から評価点を記載する。 

経皮ばく露については、Table６を参照に、Table５で特定した経皮ばく露

推定量と経皮 LD50 値から算出した結果から評価点を記載する。 

（2）ランク付け 

Table７を参照に評価点に対応するリスクレベルを選択し記載する。 

なお、レベル aは「大きなリスク」、レベル bは「中程度のリスク」、レ

ベル cは「小さなリスク」、レベル dは「些細なリスク」と評価する。 

       

4.5 リスク低減の計画     

(1) 対策立案と対策区分の欄 

①対策立案の欄には、Table８「リスク低減と対策立案までの施策」を考慮し、 

レベル a(大きなリスク)、レベルｂ(中程度のリスク)となったものに対して、 

Table９「リスク低減対策区分」の対策区分に則り、リスクの回避、軽減す 

るための低減対策を記入する。 

以下にリスクの回避、軽減するための優先順位を示す。 

・作業の無人化、機械化、密閉化等によりリスクを回避する。(本質安全) 

・密閉化等できない場合には、防護対策を採用してリスク低減を図る。(安全

防護) なお、小さなリスク又は、些細なリスクは対策の記入を不要とする。 

②対策区分の欄は、前記(1)で立案された対策に該当する区分(Table９「リス 

ク低減対策区分」参照）を記入する。 
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③リスクレベル a,b は c 以下まで低減する対策を立案することを目標にし、b 

のまま残存するリスクとして残る場合は、監視の強化の対象にする。 

④リスク除去又は低減対策が完了するまでの間に作業が行われる場合には、労 

働災害発生を防止するために、それぞれのリスクレベルに応じた管理(Table 

８「リスク低減と対策立案までの施策」の「対策実施までの施策」)を行う。 

(2) 対策後ランクの欄 

    リスク対策案に基づいて、再度評価を行い、得られたランクを対策後ランク 

に記入する。 

(3) 対策実施の欄 

    リスク低減処置の予定期間(年月～月)を記入する。 

 (但し、リスク低減処置が実施された場合には「処置済」を記入する。) 

 

５ 実施要領 

 (1) 危険源の摘出、リスクアセスメント（各部署） 

安全衛生管理者より指名された実施者（現場作業に熟知している者と経験の

浅い者との組合せが望ましい。）は、様式-1-2 の「化学物質によるばく露ワー

クシート」を用いて、化学物質のばく露リスクアセスメントを行う。ワークシ

ートへの記入は、第４項の記入要領に基づいて実施し、化学物質管理者の合議

を受ける。 

 (2) 低減計画立案及び重大なリスクとりまとめ表の作成（各部署） 

安全衛生管理者は、危険源の特定、リスクアセスメントの結果から重大なリ

スクを特定すると共に、これらのリスク低減の計画を行う。また、特定した重

大なリスクは様式-2 の「重大なリスクとりまとめ表」にまとめる。 

 (3) リスクアセスメント結果の報告（部・センターとりまとめ） 

 ① 部・センターのとりまとめ部署の安全衛生管理者（安全衛生管理統括者又

は、センター内部安全衛生管理統括者が指定する者）は、各部署で作成した

上記(1)及び(2)の「ワークシート」（様式-1-2）及び「重大なリスクとりまと

め表」（様式-2）を基に様式-3 の「リスクレベル集計結果報告書」を作成する。 

②センター内部安全衛生管理統括者は、センターとしてとりまとめた「リスク

レベル集計結果報告書」（様式-3）を審査する。 

③安全衛生管理統括者は「リスクレベル集計結果報告書」（様式-3）を承認す

る。 

 (4) リスクレベル集計結果の提出 

安全衛生管理者（安全衛生管理統括者又は、センター内部安全衛生管理統括者

が指定する取りまとめ部署）は、「リスクレベル集計結果報告書」（様式-3）をＯ

ＨＳＭＳ管理責任者に提出する。 

なお、提出にあたって、「ワークシート」（様式-1-2）、「重大なリスクとりまと

め表」（様式-2）を添付（写し）する。 
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６ 重大なリスク登録表等の作成・承認 

(1) ＯＨＳＭＳ管理責任者は、各部･センターの「ワークシート」、「重大なリスク

とりまとめ表」（様式-2）」の結果から「事業所の請負工事を除く重大なリスク

登録表」（様式-4）、「請負工事における重大なリスク表」（様式-5）、「事業所全

リスクアセスメントまとめ表」（様式-6）を作成し、ＯＨＳＭＳ委員会で審議

する。 

(2) ＯＨＳＭＳ管理責任者は、ＯＨＳＭＳ委員会で審議･了承された「事業所の請

負工事を除く重大なリスク登録表」（様式-4）、「請負工事における重大なリス

ク表」（様式-5）、「事業所全リスクアセスメントまとめ表」（様式-6）に、様式

-7 の表紙「事業所重大なリスクアセスメント結果」を添付し、総括安全衛生管

理者の承認を得る。 

(3) 保安管理部品質保証室長は、「事業所重大なリスクアセスメント結果」（様式

-7）に「事業所の請負工事を除く重大なリスク登録表」（様式-4）、「請負工事

における重大なリスク表」（様式-5）、「事業所全リスクアセスメントまとめ表」

（様式-6）を付して各部・センターに送付する。 

 

７ 見直し 

   ＯＨＳＭＳ管理責任者は、１回／年に各部・センターの重大なリスクの見直し

を安全衛生管理統括者に指示する。   

(1)安全衛生管理者は、「重大なリスクとりまとめ表」（様式-2）の見直しを行う。

その見直しのやり方は、リスク低減処置（本質安全、安全防護、追加安全対策）

が実施された場合（当該年度までに低減処置を終える場合も含める）には当該ワ

ークシート（対策実施の欄）に「処置済」を明記する。更に、重大なリスク処置

後のリスクレベルが c(Rc)又は d(Rd)に低減したならば重大なリスク（重大なリ

スクとりまとめ表）から除く。 

 (2) 安全衛生管理者は、「重大なリスク」に対するリスク回避、軽減するための優

先順位（対策区分）を変更して、リスク低減処置を行う場合には、既に作業済ワ

ークシートの作業名に「（その２）」を付したワークシートを作成（この場合、危

険源の特定、リスクアセスメントは変更しない。）し、見直し時まで保管する。 

  なお、見直し時までにリスク低減処置を終えたものは前述(1)の見直しのやり

方に従う。 

 (3) 安全衛生管理者は、新規作業（工事請負人による作業及び特殊放射線作業等を

含む。）がある時、また新規設備の導入、設備の改造等に伴う作業方法（作業の

密閉化、取扱量･作業頻度･取扱化学物質の変更等）を変更する場合には、4項を

実施する。また、そのワークシートは前述(1) の見直しのやり方に従う。 

(4) 安全衛生管理者は、前述(1)～(3)の実施の有無に拘らず「重大なリスクとりま

とめ表」（様式-2）を作成して、見直し時に安全衛生管理者(安全衛生管理統括者

又はセンター内部安全衛生管理統括者が指定する取りまとめ部署)へ提出する。 
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その際、前述(1)～(3)の見直し等が行われた場合には、「ワークシート」（様式

-1-2）を添付（写し）すると共に、自部署のリスクレベル集計結果を付す。 

 (5) 安全衛生管理者（安全衛生管理統括者又はセンター内部安全衛生管理統括者が

指名する者)は、各部署のリスクレベルを集計して見直し時に 5項を改めて実施

する。なお、OHSMS 管理責任者へは、見直し時の「ワークシート」、「重大なリス

クとりまとめ表」を添付(写し)する。 

(6) OHSMS 管理責任者は、「事業所の請負工事を除く重大なリスク登録表」、「請負工

事における重大なリスク表」、「事業所全リスクアセスメントまとめ表」を見直し

する時には 6項を改めて実施する。 
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【用語の解説】 

ばく露： 生体が化学物質や放射線等の有害要因にさらされたり、作用を受けるこ

と。化学物質によるばく露は、吸入、経皮及び経口のいずれかの経路によ

り生ずる。なお、本要領では、作業者に対するばく露を評価するため、吸

入及び経皮のみの経路に限定する。 

MSDS：  化学物質の性状及び取扱いに関する情報 

（ＭＳＤＳ（Material Safety Data Sheet））が記載された文書。 

公的な機関の有毒性情報： 公的な機関としては、下記の機関等が挙げられる。 

１ 日本の政府機関等- 各省庁、日本産業衛生学会 

２ 国際機関- 世界保健機関（WHO）、国際がん研究機関（IARC）、 

欧州連合（EU） 

３ 米国の政府機関- 米国産業衛生専門家会議（ACGIH）、米国国家毒性プ

ログラム（NTP）、環境保護庁（EPA）、労働省労働安全衛生局（OSHA）、

国立労働安全衛生研究所（NIOSH）、食品医薬品局（FDA） 

４ その他専門家機関 

LD50：  median lethal dose。急性毒性の重要な指標であり、一定時間内に実験

動物の半数を死亡させる致死量。マウスやラットなどの実験動物に段階的

に量を変えて毒物を投与し、その半数が死亡した量を LD50 とする。動物種

および毒物の投薬経路によってその値は大幅に異なるので、LD50 にはこれ

らを付記することになっている。  

LC50：  median lethal concentration。一定時間内に実験動物の半数を死亡させ

る、気体中又は液体中の毒物の濃度。 

実験動物に段階的に毒物の濃度を変えた気体あるいは液体を一定時間吸入

させ、その半数が死亡した濃度を LC50 とする。値が高いほど毒性は低い。 

発がん性： 化学物質は発がん性という観点から、各機関によりいくつかのクラス

分けがなされており、もっとも有名なのはＩＡＲＣ（International Agency 

for Research on Cancer フランスに本部があるＷＨＯの関連組織）の発

がん物質に関するクラス分け。 

感作性： 感作性物質とは、化学物質の反復ばく露後に、ばく露された人または動

物の大部分にその正常な組織にアレルギー反応を生じさせる化学物質のこ

と。日本産業衛生学会や ACGIH、EU リスク警句による分類に基づき、感作

性を有するとされるものをクラス 1としている。 

許容濃度：有害物質にばく露された場合の人体に影響を及ぼさない上限の濃度を示

す。日本産業衛生学会や米国産業衛生専門家会議（ACGIH)で勧告値を発表

している。 

使用形態（分散）：作業者のみならず周囲にもすぐに拡散される使用形態。ペンキ

塗装など。 

使用形態（非分散）：作業者のみへのばく露経路が考えられる使用形態。 
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化学物質によるばく露評価（１／３） 

 

作業環境測定対象

物質（別表 1，２参

照）か 

直近の 

測定結果 

（吸入） 

評価点：1 
ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：d 

（吸入） 

評価点：2 
ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：c 

第一 

管理区分 
第二 

管理区分 

有機溶剤中毒予防規則の

対象物質（別表 2参照）か

一日の使用量が「許

容消費量（Table１参

照）」を超えるか 

YES 

（吸入） 

評価点：1 
ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：d

NO 

YES 

NO

フロー2へ 

ばく露形態は 

吸入

経皮 
経皮ばく露を防止

する防護具を着用

しているか 

（経皮） 

評価点：1 

ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：d

フロー３へ 

YES 

YES 

NO 

NO 

YES 

労働安全衛生法に

基づく化学物質（別

表 1，２，３参照）か 

YES 

作業形態は、密

閉系か 

（吸入・経皮） 

評価点：1 

ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：d 

NO 

適用外 

NO 

（吸入）：吸入ばく露 

（経皮）：経皮ばく露 
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フロー２ 化学物質によるばく露評価（２／３） 

フロー１から 

YES 

NO 

（吸入） 

評価点：４ 

ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：a 

（吸入）：吸入ばく露 

有毒性情報 （発がん性、

LD50、LC50）、許容濃度情報

があるか。 

有毒性ランクを決定 

（Table２参照） 

飛散性・揮発性の決定

（Table３参照） 

有毒性ランク、飛散性・揮発

性、取扱量から評価点を決定

（Table４参照） 

評価点を用いてリスクレベルを決定 

（Table 7 参照） 
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フロー３ 化学物質によるばく露評価（３／３） 

                                          

経皮毒性（経皮

LD50）の情報があ

るか 

YES

NO 

（経皮） 

評価点：４ 

ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：a 

経皮ばく露推定量を決定 

（Table５参照） 

（経皮ばく露推定量）／（経皮ＬＤ50 値）を

算出する 

算出結果を用いて評価点を決定 

（Table６参照） 

（経皮）：経皮ばく露 

物理状態は 

（経皮） 

評価点：１ 

ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：d 

気体、固体（ダストを除く） 

液体

固体（ダスト状）

エアロゾル

評価点を用いてリスクレベルを決定 

（Table 7 参照） 

フロー１から 

有毒性情報に、目・皮膚

の刺激性、腐食性、感作

性、経皮吸収性があるか

YES 

NO 

（経皮） 

評価点：４ 

ﾘｽｸﾚﾍﾞﾙ：a 
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Table １ 有機溶剤等の許容消費量 

消費する有機溶剤等の区分 有機溶剤等の許容消費量 

第一種有機溶剤等 Ｗ＝１／１５ Ｘ Ａ 

第二種有機溶剤等 Ｗ＝２／５ Ｘ Ａ 

第三種有機溶剤等 Ｗ＝３／２ Ｘ Ａ 

備考 

1. この表において、Ｗ及びＡは、それぞれ次ぎの数値を表すものとする。 

 Ｗ＝有機溶剤等の許容消費量（単位グラム） 

 Ａ＝作業場の気積（床面から４メートルを超える高さにある空間を除く。単位立法メートル）。ただ

し、気積が１５０立方メートルを超える場合は、１５０立方メートルとする。 

2. 第一種有機溶剤等 有機溶剤等のうち次に掲げる物をいう。  

  イ  令別表第６の２第１４号、第２３号、第２７号、第２８号、第３２号、第３６号又は第３８号に掲

げる物  

  ロ  イに掲げる物のみから成る混合物  

  ハ  イに掲げる物と当該物以外の物との混合物で、イに掲げる物を当該混合物の重量の５％を

超えて含有するもの  

3. 第二種有機溶剤等 有機溶剤等のうち次に掲げる物をいう。  

  イ  令別表第６の２第１号から第１３号まで、第１５号から第２２号まで、第２４号から第２６号ま

で、第２９号から第３１号まで、第３３号から第３５号まで、第３７号又は第３９号から第４７号までに

掲げる物  

  ロ  イに掲げる物のみから成る混合物  

  ハ  イに掲げる物と当該物以外の物との混合物で、イに掲げる物又は前号イに掲げる物を当該

混合物の重量の５％を超えて含有するもの（前号ハに掲げる物を除く。）  

4. 第三種有機溶剤等 有機溶剤等のうち第一種有機溶剤等及び第二種有機溶剤等以外の物をい

う。 
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Table ２  有毒性の特定 

発がん性 LD50 LC50 許容濃度 

経口 経皮 吸入 
有毒性 

ランク 

日
本
産
業
衛
生
学
会 

IA
R
C
 

A
C
G
IH
 

E
P
A
 

N
T
P
 

E
U
 

mg/kg mg/kg mg/L/4h 

mg/m3 

ダスト 

 

ppm 

蒸気 

 

高 Ａ 1 1 A1 A a 1      

 
Ｂ 

2A 

2B 

2A 

2B 
A2 B1 b 2 30 以下 100 以下 <0.5 ≦0.01 ≦0.5 

 Ｃ       300 以下 1000 以下 <1 >0.01 >0.5 

 Ｄ       2000 以下 2000 以下 <5 >0.1 >5 

低 Ｅ       2000 超 2000 超 ≧5 >1 >50 

※ 対象化学物質のMSDS を用いて Table から最も高いランクを選択する。 

 

 

Table ３ 化学物質の飛散性及び揮発性 

液体 飛散性 

揮発性 
固体 

沸点 蒸気圧 

低 使用時にほとんど発じんがない。 >150℃ <0.5 kPa 

中 使用時に発じんするが、すぐに沈降する。 50℃～150℃ 0.5～25 kPa 

高 使用時に煙のように発じんし、長時間空気中に

漂う。 

<50℃ >25 kPa 
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Table ４ 化学物質の有毒性に基づく吸入ばく露の評価点 

飛散性、揮発性 

低飛散 中飛散  高飛散 有毒性のクラス分け 毎回の取扱量 

低揮発性   中揮発性 高揮発性 

A   すべて ４ 

g、ml 2 2 3 3 

kg、L 3 4 4 4 B 

ton、m3 3 4 4 4 

g、ml 1 1 2 2 

kg、L 2 3 3 3 C 

ton、m3 2 4 4 4 

g、ml 1 1 1 1 

kg、L 1 2 2 2 D 

ton、m3 1 3 2 3 

g、ml 1 1 1 1 

kg、L 1 1 1 2 E 

ton、m3 1 2 1 2 

  ＊局所排気装置の設置、防護マスクの着用時における評価点を下記のとおり下げる。 

  ただし、評価点が 1以下となった場合は、評価点を１とする。 

(1)局所排気装置の設置又は防護マスクの着用どちらか一方を実施：評価点を１下げる 

(2)局所排気装置の設置及び防護マスクの着用両方を実施：評価点を２下げる 

 

 

Table ５ 経皮ばく露推定量 

使用形態 ばく露程度（回／日） 経皮ばく露推定量（mg/kg） 

10 回以上／日 500 

２～10 回／日 200 分散 

1 回程度／日 30 

10 回以上／日 200 

２～10 回／日 30 非分散 

1 回程度／日 3 
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Table ６ （経皮ばく露推定量）／（経皮 LD50）の算出結果に基づく評価点 

評価点 ４ ３ ２ １ 

（経皮ばく露推定量）／（経皮 LD50） 0.8 以上 0.1 以上 0.01 以上 0.01 未満 

 

 

Table ７ 評価点からのランク付け 

評価点 ４ ３ ２ １ 

リスクレベル ａ ｂ ｃ ｄ 

 

 

Table ８  リスク低減と対策実施までの施策 

リスク 

レベル 
リスク低減の計画 対策実施までの施策 

a 

・実質的リスクを低減するために、優先的に

経営資源を投入する。投入してもリスクを低

減することが不可能な場合には、業務の継

続を禁止する。 

・リスク低減されるまで業務の継続及

び開始を禁止する。 

b 

・リスクを低減するための検討が必要であ

り、費用対効果について、管理者を含め十

分な議論を実施。 

 

・改善されるまでの間、監視を強化す

る。(管理・監督者又は班長等による

パトロールの実施及びその記録を残

す。) 

c 

・リスクを低減するために、より費用効果の

優れた対策が望ましい。 

・改善されるまでの間、危険に対処す

るため必要な要領、手順書等を整備

し、危険箇所へ注意、警告の表示を

行う。 

d 
・措置は不要 

・現状の管理体制の継続が必要である。 

 

 

Table ９ リスク低減対策区分 

対策区分 区分 内 容 

本質安全 Ⅰ 
・ 作業の無人化、機械化、密閉化 

・ 無害又は有害性の低い物質への代替 

安全防護 

追加安全対策 

 

Ⅱ 

・ 局所排気装置(制御風速 0.5ｍ/s 以上) 

・ 保護マスクの着用（捕集効率 90％以上） 

・ 作業方法の変更 

取扱量の減少、作業頻度の減少 
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理
者
・
責
任

者
に
よ
る
教
育
訓
練
の
立
案
・
実
施
等

に
つ
い
て
消
防
計
画
に
明
記

・
種
々
の
想
定
に
応
じ
た
訓
練
の
実
施

内
容
の
着
眼
点
を
共
通
安
作
に
追
記

・
消
防
計
画
の
改
定
（
資
料
②
-
1
参
照
）

・
所
共
通
安
全
作
業
要
領
Ａ
-
2
「
保
安
教
育
・

訓
練
要
領
」
の
改
定
（
資
料
②
-
2
参
照
）

（
7
/
1
1
業
連
周
知
、
業
連
1
5
（
安
連
）
0
1
4
3
）

保
安
管
理
部
7
月
末

7
/
9
制

定

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
消
防
計
画
の
改
定
及
び
共
通
安
全

作
業
要
領
Ａ
-
2
「
保
安
教
育
・
訓
練
」
の
改
定
を
受
け
て
、

各
部
セ
ン
タ
ー
の
安
全
作
業
基
準
等
を
必
要
に
応
じ
て
改

定
す
る
こ
と
。

ま
た
、
従
業
員
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
末

防
火
管
理
対
策

事
業
所
全
域

②
-
Ｂ
防
火
対
策
委
員
会
審
議
、
火
気
使
用

計
画
運
用
、
火
災
時
の
対
応
要
領
書

見
直
し
等
を
行
う
こ
と
。

消
防
計
画
の
改
定
（
資
料
②
-
1
参
照
）

保
安
管
理
部
7
月
末

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
防
火
対
策
委
員
を
講
師
に
し
て
消
防

計
画
の
改
定
内
容
に
つ
い
て
従
業
員
へ
の
周
知
教
育
を

実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
末

・
所
共
通
安
作
Ｅ
-
1
「
職
場
巡
視
要
領
」
の
改

定 （
6
/
1
1
業
連
周
知
、
業
連
1
5
（
安
連
）
0
1
0
3
）

所
共
通
安
作
Ｅ
-
2
「
新
設
置
及
び
新
設
・
改
造

設
備
等
の
安
全
点
検
要
領
」
の
改
定

（
6
/
1
1
業
連
1
5
（
安
連
1
5
（
安
連
）
0
1
0
3
）

保
安
管
理
部

6
/
1
0
改

定 6
/
1
0
改

正

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
所
共
通
安
作
Ｅ
-
1
「
職
場
巡
視
要

領
」
の
改
定
、
所
共
通
安
作
Ｅ
-
2
「
新
設
置
及
び
新
設
・
改

造
設
備
等
の
安
全
点
検
要
領
」
及
び
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
「
管
理

区
域
内
作
業
に
お
け
る
基
本
動
作
」
の
改
定
を
受
け
て
、

各
部
セ
ン
タ
ー
の
安
全
作
業
基
準
等
を
必
要
に
応
じ
て
改

定
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
末

Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
「
管
理
区
域
に
お
け
る
基
本
動

作
」
の
改
定
（
資
料
②
-
3
参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定
各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
安
全
作
業
基
準
等
の
改
定
内
容
に

つ
い
て
、
従
業
員
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

・
所
共
通
安
作
Ｃ
-
1
7
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等

設
備
機
器
の
切
断
・
溶
断
作
業
の
管
理
要
領
」

を
制
定
（
資
料
①
-
1
参
照
）

（
7
/
1
8
業
連
周
知
、
業
連
1
5
（
安
連
）
0
1
6
0
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー

/
保
安
管
理

部

7
/
1
7
制

定

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
所
共
通
安
作
Ｃ
-
1
7
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ

ク
ス
等
設
置
機
器
の
切
断
・
溶
断
作
業
の
管
理
要
領
」
の

制
定
及
び
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
5
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等
及
び
設

備
機
器
の
解
体
撤
去
」
の
改
定
を
受
け
て
、
各
部
セ
ン

タ
ー
の
安
全
作
業
基
準
等
を
必
要
に
応
じ
て
改
定
す
る
こ

と
。

要
・
否

8
月
末

・
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
5
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等
及
び

設
備
機
器
の
解
体
撤
去
」
の
改
定
（
資
料
③
-
1

参
照
）

・
「
解
体
設
備
の
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
の
改
定

（
資
料
①
-
2
参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定 8
月
末

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
安
全
作
業
基
準
等
の
改
定
内
容
に

つ
い
て
、
管
理
者
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

⑤
-
Ａ
を
含
め
処

置
状
況
記
録

③
-
Ｂ

解
体
設
備
の
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
に
は
、

解
体
（
切
断
）
の
手
順
、
必
要
な
安
全

対
策
等
（
衝
立
の
設
置
等
）
を
具
体
的

に
明
記
し
た
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
作
成

し
、
そ
の
シ
ー
ト
の
手
順
に
従
っ
て
作

業
を
進
め
る
こ
と
。

放
射
線
管
理
基
準
に
定
め
て
い
る
特
殊
放
射

線
作
業
計
画
の
作
成
（
資
料
③
-
2
参
照
）
（
放

射
線
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
も
含
む
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
8
月
初

旬

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
特
殊
放
射
線
作
業
計
画
に
切
断
・
溶

断
作
業
の
手
順
及
び
2
Ｓ
等
の
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を
含
め
る

こ
と
に
つ
い
て
、
特
殊
放
射
線
作
業
計
画
書
の
見
直
し
を

行
い
、
従
業
員
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

－
(⑦
-
Ｄ
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

8
月
末

③
-
Ｃ

管
理
区
域
内
で
実
施
す
る
作
業
計
画

書
に
記
載
さ
れ
た
手
順
と
異
な
る
こ
と

を
実
施
す
る
必
要
が
生
じ
た
場
合
に

は
、
所
定
の
手
続
き
に
よ
り
作
業
計
画

書
を
変
更
す
る
こ
と
を
徹
底
す
る
こ
と
。

・
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
5
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等
及
び

設
備
機
器
の
解
体
撤
去
」
の
改
定
（
資
料
③
-
1

参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定

特
殊
放
射
線
作
業
計
画
書
の
内
容
に
つ
い
て
変
更
が
生

じ
た
場
合
は
放
射
線
管
理
基
準
及
び
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
5
「
グ

ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等
及
び
設
備
機
器
の
解
体
撤
去
」
の
改

定
を
受
け
て
、
各
部
セ
ン
タ
ー
の
安
全
作
業
基
準
等
を
必

要
に
応
じ
て
改
定
し
、
こ
れ
に
基
づ
き
特
作
業
計
画
書
変

更
届
を
作
成
す
る
こ
と
を
従
業
員
へ
の
周
知
教
育
を
実
施

す
る
こ
と
。

要
・
否

－
(⑤
-
Ｂ
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

8
月
末

②
防
火
対

策

安
全
及
び
防
火
の
専
門

家
の
パ
ト
ロ
ー
ル
に
よ
る

指
導

所
又
は
プ
ル
セ
ン
タ
ー
の
対
応

所
内
水
平
展
開
実
施
報
告

大
分
類

実
施
項
目

対
象
範
囲

小
分
類

実
施
内
容

管
理
区
域
内
で
の

火
気
の
取
扱
作
業

備
考

①
プ
レ
フ
ィ

ル
タ
の
火
災

防
止
策

・
プ
レ
フ
ィ
ル
タ
を
不
燃
性

化
・
切
粉
到
達
防
止
衝
立

設
置

・
切
粉
飛
散
防
止
パ
ネ
ル

等
の
設
置

・
上
記
に
関
す
る
技
術
基

準
の
作
成

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
本
解

体
設
備
の
み

①
-
Ａ

・
切
粉
の
プ
レ
フ
ィ
ル
タ
へ
の
到
達
を
防

止
す
る
衝
立
を
設
置
す
る
こ
と
。

・
切
断
時
の
広
範
囲
な
切
粉
の
飛
散
を

抑
え
る
た
め
、
カ
ッ
タ
ー
の
近
傍
に
飛

散
防
止
用
パ
ネ
ル
等
の
防
護
策
を
施

す
る
こ
と
。

・
プ
レ
フ
ィ
ル
タ
の
種
類
・
構
造
等
、
衝

立
の
設
置
基
準
・
要
領
、
プ
レ
フ
ィ
ル
タ

等
の
定
期
点
検
等
要
領
等
を
整
備
す

る
こ
と
。

左
記
内
容
は
基
本
的
に
Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
の
み
適
用
で
あ
る
。

水
平
展
開
は
⑤
Ｇ
Ｂ
解
体
作
業
の
技
術
基
準
等
項
で
行
う

も
の
と
す
る
。

-
-

②
-
Ｃ

担
当
管
理
者
は
、
管
理
区
域
内
で
実

施
す
る
作
業
に
つ
い
て
、
安
全
主
任
者

等
安
全
管
理
に
専
門
知
識
を
有
す
る

者
や
火
災
予
防
の
専
門
家
に
よ
る
パ
ト

ロ
ー
ル
等
に
よ
り
、
安
全
対
策
、
防
火

対
策
、
作
業
環
境
の
改
善
等
を
受
け
る

こ
と
。
ま
た
、
所
共
通
安
作
Ｅ
-
1
、
Ｅ
-
2

に
火
災
防
止
の
視
点
を
追
記
す
る
。

-

③
作
業
計

画

解
体
作
業
手
順
及
び
２
Ｓ

等
の
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
に
よ

る
作
業
管
理

放
射
性
物
質
で
汚

染
さ
れ
た
ま
た
は

そ
の
恐
れ
の
あ
る

グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス

等
設
備
機
器
の
解

体
撤
去
作
業
に
お

い
て
、
グ
リ
ー
ン
ハ

ウ
ス
、
セ
ル
、
グ

ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等

（
フ
ー
ド
、
付
帯
設

備
）
内
で
行
う
切

断
・
溶
断
作
業

経
験
の
な
い
切
断
工
具
や
切
断
方
法

を
採
用
す
る
際
に
は
、
所
共
通
安
作

「
Ｇ
Ｂ
等
解
体
作
業
に
お
け
る
切
断
・
溶

断
作
業
技
術
基
準
（
管
理
要
領
）
」
の

制
定
や
技
術
基
準
（
管
理
要
領
）
に

従
っ
て
、
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
化
す
る
。
ま

た
、
事
前
評
価
計
画
、
結
果
を
部
・
セ
ン

タ
ー
の
技
術
審
査
会
等
で
審
議
す
る
こ

と
。

③
-
Ａ

経
験
の
な
い
切
断
工
具
・

方
法
の
事
前
評
価
方
法

の
ル
ー
ル
化

JNC TN8440 2004-010

付－4(3)



所
内
水
平
展
開
実
施
報
告
（№
H
1
5
-
4
）

～
P
u
第
三
開
発
室
で
の
火
災
に
係
る
水
平
展
開
の
実
施
に
つ
い
て
(2
/
4
)～

関
連
規
定
類
の
制
定
・
変
更

担
当

期
限

水
平
展
開
事
項

水
平
展
開

の
要
否
処
置
状
況
の
内
容
実
施
期
限

所
又
は
プ
ル
セ
ン
タ
ー
の
対
応

所
内
水
平
展
開
実
施
報
告

大
分
類

実
施
項
目

対
象
範
囲

小
分
類

実
施
内
容

備
考

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
「
管
理
区
域
内
作
業
に

お
け
る
基
本
動
作
」
の
改
定
を
受
け
て
各
部
セ
ン
タ
ー
の

安
全
作
業
基
準
等
を
必
要
に
応
じ
て
改
定
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
初
旬

⑦
-
Ｆ
及
び
⑦
-

Ｈ
を
含
め
処
置

状
況
記
載

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
安
全
作
業
基
準
等
の
改
定
内
容
に
つ

い
て
、
管
理
者
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
初
旬

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
「
各
施
設
Ｑ
Ａ
教
育
訓
練
要
領
書
」
に

基
づ
く
階
層
別
教
育
資
料
を
作
成
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
末

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
上
記
教
育
資
料
に
よ
り
従
業
員
へ
の

周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

作
業
責
任
者
、
現
場
責
任

者
の
認
定
制
度

④
-
Ｃ

施
設
管
理
者
等
へ
の
通
報
連
絡
等
に

係
る
判
断
が
的
確
に
行
え
る
能
力
を

有
す
る
職
員
又
は
協
力
会
社
員
の
中

か
ら
認
定
さ
れ
た
者
を
配
置
す
る
た
め

に
、
現
場
責
任
者
等
に
対
す
る
認
定
制

度
を
整
備
す
る
。

・
所
共
通
安
作
Ａ
-
6
「
作
業
責
任
者
認
定
制
度

の
運
用
要
領
」
の
改
定
（
資
料
④
-
2
参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー

/
保
安
管
理

部
7
月
末

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
所
共
通
安
作
Ａ
-
6
「
作
業
責
任
者
認

定
制
度
の
運
用
要
領
」
の
改
定
を
受
け
て
、
従
業
員
へ
の

周
知
教
育
を
実
施
し
、
認
定
制
度
の
運
用
を
開
始
す
る
こ

と
。
ま
た
、
所
共
通
安
作
1
.「
作
業
の
実
施
体
制
」
に
基
づ

き
認
定
さ
れ
た
作
業
責
任
者
及
び
現
場
責
任
者
が
現
場

要
員
と
し
て
適
正
に
配
置
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
。

要
・
否

9
月
末

④
-
Ｅ
を
含
め
処

置
状
況
記
載

請
負
契
約
作
業
に
お
け
る

役
割
体
制
、
現
場
要
員
配

置
④
-
Ｄ
年
間
作
業
請
負
も
含
め
、
作
業
時
の

現
場
要
員
配
置
の
考
え
方
を
明
確
化

す
る
。

・
所
共
通
安
作
1
.「
作
業
の
実
施
体
制
」
の
改

定
（
資
料
④
-
3
参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー

/
保
安
管
理

部
7
月
末

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
所
共
通
安
作
Ａ
-
6
「
作
業
責
任
者
認

定
制
度
の
運
用
要
領
」
及
び
所
共
通
安
作
1
.「
作
業
の
実

施
体
制
」
の
改
正
内
容
に
つ
い
て
、
管
理
者
へ
の
周
知
教

育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
末

⑦
-
Ｅ
を
含
め
処

置
状
況
記
載

作
業
請
負
契
約

放
射
性
物
質
で
汚

染
さ
れ
た
ま
た
は

そ
の
恐
れ
の
あ
る

グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス

等
設
備
機
器
の
解

体
撤
去
作
業
に
お

い
て
、
グ
リ
ー
ン
ハ

ウ
ス
、
セ
ル
、
グ

ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等

（
フ
ー
ド
、
付
帯
設

備
）
内
で
行
う
切

断
・
溶
断
作
業

④
-
Ｅ
作
業
請
負
契
約
に
お
け
る
安
全
上
の

追
加
要
件
の
整
理
を
行
う
こ
と
。

・
所
共
通
安
作
Ａ
-
6
「
作
業
責
任
者
認
定
制
度

の
運
用
要
領
」
の
改
定
（
資
料
④
-
2
参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー

及
び
調
達
課
7
月
末

④
-
Ｃ
の
水
平
展
開
事
項
の
と
お
り

要
・
否

－
(④
-
Ｃ
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

-

④
-
Ａ

担
当
管
理
者
は
、
経
験
の
な
い
作
業
を

実
施
す
る
場
合
作
業
者
の
役
割
分
担

や
作
業
の
体
制
、
安
全
対
策
、
異
常
時

対
策
、
作
業
環
境
等
の
確
認
を
行
う
と

と
も
に
、
作
業
開
始
後
も
随
時
巡
視
等

に
よ
り
安
全
対
策
や
作
業
環
境
等
の

確
認
と
必
要
な
管
理
を
行
う
こ
と
。

Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
「
管
理
区
域
内
作
業
に
お
け
る

基
本
動
作
」
の
改
定
（
資
料
②
-
3
参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定

施
設
Ｑ
Ａ
教
育
訓
練
要
領
書
に
基
づ
く
階
層
別

教
育
資
料
の
作
成
又
は
充
実
を
行
い
運
用

（
資
料
④
-
1
参
照
）

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
8
月
上

旬

④
作
業
体

制

現
場
先
任
者
の
義
務

職
員
、
協
力
会
社

員
④
-
Ｂ

現
場
先
任
者
（
現
場
責
任
者
及
び
代

理
者
、
ま
た
は
そ
の
現
場
に
お
け
る
作

業
者
の
う
ち
上
位
職
位
の
者
）
は
作
業

の
状
況
を
十
分
把
握
す
る
こ
と
を
階
層

別
教
育
で
徹
底
す
る
た
め
に
教
育
内

容
を
検
討
す
る
こ
と
。

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
管
理
職
の
現

場
把
握
度
の
向
上

経
験
の
な
い
作
業

を
実
施
す
る
場
合

直
接
実
施
す
る
定

常
作
業
及
び
非
定

常
作
業
（
職
員
、
協

力
会
社
員
）
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所
内
水
平
展
開
実
施
報
告
（№
H
1
5
-
4
）

～
P
u
第
三
開
発
室
で
の
火
災
に
係
る
水
平
展
開
の
実
施
に
つ
い
て
(3
/
4
)～

関
連
規
定
類
の
制
定
・
変
更

担
当

期
限

水
平
展
開
事
項

水
平
展
開

の
要
否
処
置
状
況
の
内
容
実
施
期
限

所
又
は
プ
ル
セ
ン
タ
ー
の
対
応

所
内
水
平
展
開
実
施
報
告

大
分
類

実
施
項
目

対
象
範
囲

小
分
類

実
施
内
容

備
考

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー

/
保
安
管
理

部

7
/
1
7
制

定

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定

⑤
-
Ｂ
Ｇ
Ｂ
解
体
作
業
の
特
殊
放
射
線
作
業

計
画
書
の
記
載
内
容
を
明
確
に
す
る
こ

と
。

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
5
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス

等
及
び
設
備
機
器
の
解
体
撤
去
」
の
改
定
及
び
Ｐ
ｕ
安
作

Ｃ
-
Ｋ
-
3
0
1
「
解
体
設
備
の
運
転
」
の
改
定
を
受
け
て
、
各

部
セ
ン
タ
ー
の
安
全
作
業
基
準
等
を
必
要
に
応
じ
て
改
定

す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
末

③
-
Ｃ
を
含
め
処

置
状
況
記
載

⑤
-
Ｃ
当
該
作
業
に
係
る
特
殊
放
射
線
作
業

計
画
書
に
よ
り
、
部
・
セ
ン
タ
ー
安
全
専

門
委
員
会
で
の
審
議
を
行
う
こ
と
。

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
安
全
作
業
基
準
等
の
改
定
内
容
に

つ
い
て
、
従
業
員
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
初
旬

⑥
-
A
通
報
連
絡
基
準
の
変
更
点
の
従
業
員

及
び
工
事
関
係
者
等
全
員
へ
の
教

育
、
関
連
規
定
を
変
更
す
る
こ
と
。

・
事
故
対
策
規
則
（
資
料
⑥
-
1
参
照
）

〔
7
月
3
0
日
の
所
安
全
専
門
委
員
会
で
審
議
終

了
。
8
月
1
日
に
安
全
衛
生
・
化
学
物
質
委
員

会
に
報
告
予
定
〕

・
事
故
対
策
手
順
の
改
定
（
資
料
⑥
-
2
参
照
）

保
安
管
理
部

/
P
u
セ
ン

タ
ー

8
月
末

7
/
2
8
改

定

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
事
故
対
策
規
則
及
び
各
部
セ
ン
タ
ー

の
事
故
対
策
手
順
等
を
受
け
て
、
各
部
・
セ
ン
タ
ー
の
事

故
対
策
手
順
等
を
必
要
に
応
じ
改
定
し
、
改
定
内
容
を
従

業
員
へ
周
知
教
育
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
中
旬

⑦
-
Ｃ
を
含
め
処

置
状
況
記
載

⑥
-
B
新
た
に
配
属
さ
れ
る
都
度
教
育
、
及
び

定
期
的
な
教
育
、
実
践
的
な
通
報
訓

練
を
実
施
す
る
こ
と
。

〔
関
連
規
定
〕

・
東
海
事
業
所
消
防
計
画
　
第
6
7
条
（
教
育
訓

練
）
、
第
6
8
条
（
消
防
訓
練
）
の
一
部

〔
参
考
資
料
〕

・
9
9
9
9
非
常
用
電
話
の
受
け
方
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

・
2
2
2
2
通
報
用
電
話
受
信
メ
モ

・
ト
ラ
ブ
ル
等
通
報
連
絡
票
（
第
　
報
）

－
-

・
各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
従
業
員
へ
の
実
践
的
な
通
報
訓
練
を

実
施
し
報
告
す
る
こ
と
。
（
新
規
配
属
者
は
そ
の
都
度
実
施

す
る
）

・
定
期
的
な
教
育
と
し
て
は
、
「
年
間
教
育
訓
練
」
に
通
報

訓
練
が
入
っ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

所
長
等
へ
の
迅
速
な
連

絡
と
外
部
通
報
の
改
善

⑥
-
C

火
災
等
の
緊
急
時
に
所
長
等
が
初
期

段
階
の
情
報
で
素
早
い
対
応
を
取
る

た
め
、
緊
急
連
絡
専
用
内
線
電
話
で

の
通
報
連
絡
が
同
時
に
聴
取
で
き
る

よ
う
、
ス
ピ
ー
カ
ー
を
追
加
設
置
す
る
。

こ
れ
に
よ
り
、
所
長
等
が
第
1
報
を
聞
い

て
、
よ
り
迅
速
な
初
動
が
で
き
る
よ
う
に

な
る
。

ス
ピ
ー
カ
ー
は
、
8
月
4
日
（
月
）
に
所
長
室
、
副

所
長
室
、
開
発
調
整
室
、
会
議
室
（
第
2
、
第

3
、
第
4
）
、
所
長
室
前
の
廊
下
）
の
7
箇
所
を
増

設
。

保
安
管
理
部

終
了

-
-

-
-

現
場
指
揮
所
・
事
故
対
策

本
部
の
対
応
迅
速
化

⑥
-
D

本
部
、
現
場
指
揮
所
等
の
ル
ー
ル
の

明
確
化
。
外
部
機
関
へ
の
連
絡
の
発

信
済
・
未
発
信
を
確
認
で
き
る
専
用
の

表
示
板
等
を
設
置
し
た
。

緊
急
時
対
策
所
に
お
け
る
連
絡
状
況

の
確
認
が
確
実
に
で
き
る
よ
う
に
、
外

部
機
関
へ
の
通
報
指
示
を
受
け
た
本

部
員
が
、
外
部
機
関
へ
の
連
絡
の
発

信
済
み
あ
る
い
は
未
発
信
を
確
認
で
き

る
専
用
の
表
示
板
等
を
設
置
し
た
。

通
報
確
認
板
は
、
4
月
2
5
日
（
金
）
通
報
確
認

板
の
記
載
項
目
を
マ
グ
ネ
ッ
ト
テ
ー
プ
に
記
載

し
、
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に
表
示
、
ま
た
、
5
月
2
8
日

（
水
）
地
震
の
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
と
あ
わ
せ
、
磁
気

シ
ー
ト
の
発
注
依
頼
。
な
お
、
磁
気
シ
ー
ト
が

納
入
さ
れ
る
ま
で
の
間
、
A
0
サ
イ
ズ
の
紙
に
印

刷
し
た
「
通
報
確
認
板
」
を
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
に

仮
表
示
。

保
安
管
理
部

/
P
u
セ
ン

タ
ー

終
了

-
-

-
-

⑥
通
報
連

絡
基
準
等

の
変
更

火
災
時
の
通
報
連
絡
基

準
の
変
更

事
業
所
全
域

⑤
Ｇ
Ｂ
解
体

作
業
の
技

術
基
準
等

放
射
性
物
質
で
汚

染
さ
れ
た
ま
た
は

そ
の
恐
れ
の
あ
る

グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス

等
設
備
機
器
の
解

体
撤
去
作
業
に
お

い
て
、
グ
リ
ー
ン
ハ

ウ
ス
、
セ
ル
、
グ

ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等

（
フ
ー
ド
、
付
帯
設

備
）
内
で
行
う
切

断
・
溶
断
作
業

・
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
5
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等
及
び

設
備
機
器
の
解
体
撤
去
」
の
改
定
（
資
料
③
-
1

参
照
）

・
Ｐ
ｕ
安
作
Ｃ
-
Ｋ
-
3
0
1
「
解
体
設
備
の
運
転
」
の

改
定
（
資
料
⑤
-
1
参
照
）

・
特
殊
放
射
線
作
業
計
画
の
作
成

解
体
作
業
技
術
基
準
の

整
備

⑤
-
Ａ

所
内
に
解
体
作
業
Ｗ
Ｇ
を
作
り
、
Ｇ
Ｂ

解
体
作
業
に
お
け
る
切
断
・
溶
断
作
業

に
関
す
る
技
術
基
準
（
管
理
要
領
）
を

整
備
す
る
こ
と
。

・
所
共
通
安
作
Ｃ
-
1
7
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等

設
置
機
器
の
切
断
・
溶
断
作
業
の
管
理
要
領
」

を
制
定
（
資
料
①
-
1
参
照
）

（
7
/
1
8
業
連
周
知
、
業
連
1
5
（
安
連
）
0
1
6
0
）

・
Ｐ
ｕ
安
作
Ｂ
-
1
5
「
グ
ロ
ー
ブ
ボ
ッ
ク
ス
等
及
び

設
備
機
器
の
解
体
撤
去
」
の
改
定
（
資
料
③
-
1

参
照
）

・
Ｐ
ｕ
安
作
Ｃ
-
Ｋ
-
3
0
1
「
解
体
設
備
の
運
転
」
の

改
定
（
資
料
⑤
-
1
参
照
）

Ｇ
Ｂ
解
体
作
業
の
管
理
の

強
化

－
(③
-
Ｃ
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

-

Ｐ
ｕ
セ
ン
タ
ー

7
/
2
8
改

定 7
/
2
8
改

定 8
月
上

旬

③
-
A
の
水
平
展
開
事
項
の
と
お
り

要
・
否
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所
内
水
平
展
開
実
施
報
告
（№
H
1
5
-
4
）

～
P
u
第
三
開
発
室
で
の
火
災
に
係
る
水
平
展
開
の
実
施
に
つ
い
て
(4
/
4
)～

関
連
規
定
類
の
制
定
・
変
更

担
当

期
限

水
平
展
開
事
項

水
平
展
開

の
要
否
処
置
状
況
の
内
容
実
施
期
限

所
又
は
プ
ル
セ
ン
タ
ー
の
対
応

所
内
水
平
展
開
実
施
報
告

大
分
類

実
施
項
目

対
象
範
囲

小
分
類

実
施
内
容

備
考

事
業
所
全
域

⑦
-
A
実
践
的
な
事
故
対
応
訓
練
を
さ
ら
に
充

実
さ
せ
る
た
め
、
訓
練
の
内
容
を
検
討

す
る
。

火
気
使
用
作
業
に
伴
う
基
本
火
災
訓
練
（
仮

称
）
の
制
定
（
資
料
⑦
-
1
参
照
）

P
u
セ
ン
タ
ー
7
月
末

・
各
部
・
セ
ン
タ
は
、
「
火
気
使
用
作
業
に
伴
う
基
本
火
災

訓
練
（
仮
称
）
」
を
従
業
員
へ
周
知
教
育
を
実
施
す
る
と
と

も
に
、
こ
れ
を
参
考
に
し
て
充
実
し
た
火
災
対
応
訓
練
を
計

画
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

火
気
を
使
用
す
る

作
業
現
場
毎

⑦
-
B
火
気
を
使
用
す
る
作
業
現
場
に
つ
い

て
は
、
現
場
毎
に
年
1
回
以
上
火
災
対

応
訓
練
を
実
施
す
る
こ
と
。

[関
連
規
定
］

・
東
海
事
業
所
消
防
計
画
　
第
6
8
条
（
消
防
訓

練
）

-
-

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
毎
年
の
「
年
間
教
育
・
訓
練
計
画
」
に

火
災
対
応
訓
練
が
入
っ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
て
、
計
画
的

に
訓
練
を
行
い
、
9
月
末
ま
で
に
実
施
し
た
場
合
は
報
告
す

る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

⑦
-
C

作
業
現
場
に
お
い
て
は
「
通
常
と
異
な

る
状
態
に
至
っ
た
場
合
」
、
直
接
管
理

者
へ
連
絡
す
る
こ
と
を
再
度
、
徹
底
す

る
こ
と
。

・
事
故
対
策
手
順
の
改
定
（
資
料
⑥
-
2
参
照
）
P
u
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定
⑥
-
A
の
水
平
展
開
事
項
の
と
お
り

要
・
否

－
(⑥
-
A
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

-
③
-
B
を
含
め
処

置
状
況
記
載

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
P
u
セ
ン
タ
ー
の
「
基
本
動
作
の
マ

ニ
ュ
ア
ル
（
非
定
常
作
業
の
管
理
方
法
）
」
及
び
特
殊
放
射

線
作
業
計
画
の
変
更
を
受
け
て
、
各
部
・
セ
ン
タ
ー
の
安

全
作
業
基
準
等
を
必
要
に
応
じ
て
改
定
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
安
全
作
業
基
準
等
の
改
定
内
容
に

つ
い
て
、
従
業
員
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

直
接
実
施
す
る
定

常
作
業
及
び
非
定

常
作
業
（
協
力
会

社
員
）

⑦
-
E

複
数
の
協
力
会
社
が
同
一
の
場
所
に

お
い
て
業
務
を
実
施
す
る
場
合
、
主
作

業
や
放
射
線
管
理
業
務
等
の
会
社
毎

の
分
担
を
明
確
に
す
る
こ
と
。

・
所
共
通
安
作
1
.「
作
業
の
実
施
体
制
」
の
改

定
（
資
料
④
-
3
参
照
）

P
u
セ
ン
タ
ー

/
保
安
管
理

部
7
月
末
④
-
D
の
水
平
展
開
事
項
の
と
お
り

要
・
否

－
(④
-
D
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

-

⑦
-
F

担
当
課
長
の
役
割
、
ル
ー
ル
を
明
確

化
（
再
周
知
）
す
る
こ
と
。
（
6
/
2
7
業
連

周
知
、
業
連
1
5
（
保
連
）
0
0
5
4
に
て
盛
り

込
み
改
定
依
頼
）

P
u
安
作
B
-
1
「
管
理
区
域
内
作
業
に
お
け
る
基

本
動
作
」
の
改
定
（
資
料
②
-
3
参
照
）

P
u
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
担
当
課
室
長
の
現
場
状
況
把
握
及
び

情
報
収
集
に
係
る
任
務
の
定
義
付
け
を
確
認
し
、
通
報
の

迅
速
化
・
情
報
精
度
向
上
の
観
点
か
ら
関
連
ル
ー
ル
を
見

直
し
、
改
善
が
必
要
な
場
合
に
は
改
定
す
る
こ
と
。

要
・
否

－
(④
-
A
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

-

⑦
-
G
事
故
対
策
本
部
に
お
け
る
現
場
状
況

把
握
と
情
報
収
集
の
ル
ー
ル
を
明
確

化
す
る
こ
と
。

「
事
故
対
策
本
部
・
会
議
運
営
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
の

制
定
（
資
料
⑦
-
3
参
照
）

保
安
管
理
部
8
月
末
事
故
対
策
本
部
の
構
成
員
に
対
し
て
「
事
故
対
策
本
部
・

会
議
運
営
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
に
従
っ
た
周
知
教
育
を
実
施
す

る
こ
と
。

要
・
否

9
月
末

⑦
-
H
現
場
指
揮
所
に
現
場
状
況
把
握
と
情

報
収
集
の
ル
ー
ル
を
明
確
化
す
る
こ
と
P
u
安
作
B
-
1
「
管
理
区
域
内
作
業
に
お
け
る
基

本
動
作
」
の
改
定
（
資
料
②
-
3
参
照
）

P
u
セ
ン
タ
ー
7
/
2
8
改

定
④
-
A
の
水
平
展
開
事
項
の
と
お
り

要
・
否

－
(④
-
A
の
処
置
状

況
欄
に
記
載
)

-

再
処
理
セ
ン
タ
ー
以
外
の
各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
再
処
理
セ

ン
タ
ー
の
「
火
災
時
の
対
応
要
領
書
」
を
参
考
に
事
故
対

策
手
順
、
安
全
作
業
基
準
等
に
盛
込
み
改
定
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
5
日

各
部
・
セ
ン
タ
ー
は
、
改
定
し
た
要
領
書
等
に
つ
い
て
、
従

業
員
へ
の
周
知
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
。

要
・
否

8
月
末

8
月
末

事
業
所
全
域

⑦
-
I

各
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
「
火
災
時
の
現

場
に
お
け
る
対
応
要
領
書
」
（
再
処
理

セ
ン
タ
ー
の
要
領
書
を
参
考
）
を
作
成

す
る
こ
と
。

（
6
/
2
7
業
連
周
知
、
業
連
1
5
（
保
連
）

0
0
5
4
に
て
盛
り
込
み
改
定
依
頼
）

-
-

-

⑦
-
D

作
業
の
途
中
等
に
お
い
て
現
場
責
任

者
等
を
引
き
継
ぐ
必
要
が
あ
る
時
は
、

通
報
連
絡
の
担
当
者
を
明
確
に
す
る
こ

と
。

・
「
基
本
動
作
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
非
定
常
作
業
の
管

理
方
法
）
」
（
資
料
⑦
-
2
参
照
）

・
特
殊
放
射
線
作
業
計
画
の
作
成
（
資
料
③
-
2

参
照
）

P
u
セ
ン
タ
ー

⑦
異
常
/
事

故
時
対
応

の
強
化

担
当
管
理
者
の
迅
速
な

情
報
収
集
方
法
の
改
善

作
業
現
場
か
ら
の
通
報
連

絡
体
制
の
改
善
策

事
業
所
全
域
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平
成
１
５
年
度
 

保
安
管
理
部
 
業

務
推
進
・
品
質
改
善
目
標
 

中
間
報
告
 

（
事
業
・
組
織
基
盤
目
標
）
 

        
平

成
１

５
年

９
月
 

        
東
海
事
業
所
 
保
安
管
理
部

付
録
－

６
（
１

）

JNC TN8440 2004-010

付－6(1)



平
成

15
年

度
 
保

安
管

理
部

 
業

務
推

進
・

品
質

改
善

 
中
間

報
告

書
 

（
*）
１
：
事
故
の
未
然
防
止
、
２
：
経
営
者
か
ら
現
場
第
一
線
ま
で
の
意
識
・
情
報
の
共
有
化
、
３
：
適
正
か
つ
効
率
的
な
業
務
運
営
の
仕
組
み
の
確
立
、
４
：
地
元
に
理
解
さ
れ
る
業
務
運
営
、
５
：
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
開
発
と
技
術
移
転
 

2

 

目
標
 

分
類
 

事
業
所
の

目
標
 

（
業
務
実
施

計
画
）

 

当
該
組
織

の
目
標
内

容
 

（
実
施

方
策
）
 

要
求
品
質

(
*
)
 

管
理

尺
度
 

目
標

値
 

進
捗
状
況
（

実
施
方
策

の
具
体
的

改
善

内
容
を
含

む
）（
平

成
1
5
年

9
月
現
在

）
 

問
題

の
要

因
分

析

及
び

今
後

の
対

応

策
 

(
8
)
原

子
力
委
員

会
、
文
部

科
学
省
「

原
子

力
二
法
人

統
合
準
備

会
議
」
に

お
い

て
取

り
ま

と
め

ら
れ

た
報

告
書

を
踏

ま
え

て
日

本
原

子
力

研
究

所
と

の
統

合
に

向
け

た
取

組
を

実
施

す
る
。
 

 
 

 
 

 
 

個 別 ミ ッ シ ョ ン 

②
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
等

と
の

情
報

交
換

可
能

な
事

柄
・

部
署

を
整

理
し

、
情
報
交

換
・
交
流
を

実
施
す

る
。
 

①
原
研
保

安
管

理
室

と
の

情
報
交

換
等

、
統
合
に

向
け

た
具
体
的

検
討
の
実

施
 

②
先
行
可
能

事
項
の
抽

出
及
び
実

施
 

（
課
題
：
保

安
管
理
業

務
の
統
合

）
 

5
 

①
検
討
結
果

報
告
時
期

 

②
先

行
事

項
の

開
始

時

期
 

①
1
6
年

1
月
 

②
第

3
四
半

期
 

（
達
成
予

定
）
 

①
保

安
管

理
部

及
び

原
研

保
安

管
理

室
と

の
部

長
ク

ラ
ス

が
出

席
す

る
連

絡
会

を
４

回
（

6
/
2
5
,
8
/
5
,
9
/
4
,
2
6
）

開
催
し
、
具

体
的
な
組

織
・
業
務
等

に

つ
い
て
検

討
を
進

め
た
。
 

②
相

互
の

所
長

パ
ト

ロ
ー

ル
に

パ
ト

ロ
ー
ル
員

を
参
加

さ
せ
、
お
互
い

の
施

設
等

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
た

。

（
7
/
1
8
,
7
/
2
8
）
 

ま
た
、
入
構

措
置
に
関

し
て
は
相

互
に

入
構
証
を

発
行
す

る
こ
と
で

合
意
し
、

Ｐ
Ｐ

委
員

会
に

お
い

て
も

承
認

さ
れ

た
の

で
第

３
四

半
期

か
ら

実
施

す
る

計
画
で
あ

る
。
 

 

(
2
)
関

係
法

令
に

基
づ

き
補

助
金

を
適

正
に
執
行
す

る
。
 

 
 

 
 

 
 

コ ス ト 管 理 目 標 

－
 

予
算
執
行
状

況
の
定
期

的
な
確
認

を
実
施
す

る
 

(
課

題
：

繰
越

や
残

額
の

発
生

し
な

い
適

正
な

予
算

執

行
)
 

3
 

予
算

執
行

状
況

の
確

認

頻
度
 

１
回

／
月
以

上
 

（
達
成
予

定
）
 

課
室
毎
に

執
行
状
況

を
毎
月

確
認
し
、

８
月

末
で

全
体

の
執

行
状

況
を

取
り

ま
と
め
た

。
 

 

(
1
)「

平
成

1
5
年
度
業
務

品
質
保
証

活

動
基

本
方
針
・
基
本

計
画
」
に
基
づ

く

活
動

を
展
開
す

る
。
 

 
 

 
 

 
 

①
業

務
品
質
改

善
活
動
の

実
施
 

 
 

 
 

 
 

組 織 基 盤 ・ 人 材

育 成 目 標 

○
部

門
長
（
所

長
）
診
断

会
の
実
施
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平
成

15
年

度
 
保

安
管

理
部

 
業

務
推

進
・

品
質

改
善

 
中
間

報
告

書
 

（
*）
１
：
事
故
の
未
然
防
止
、
２
：
経
営
者
か
ら
現
場
第
一
線
ま
で
の
意
識
・
情
報
の
共
有
化
、
３
：
適
正
か
つ
効
率
的
な
業
務
運
営
の
仕
組
み
の
確
立
、
４
：
地
元
に
理
解
さ
れ
る
業
務
運
営
、
５
：
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
開
発
と
技
術
移
転
 

3

目
標
 

分
類
 

事
業
所
の

目
標
 

（
業
務
実
施

計
画
）

 

当
該
組
織

の
目
標
内

容
 

（
実
施

方
策
）
 

要
求
品
質

(
*
)
 

管
理

尺
度
 

目
標

値
 

進
捗
状
況
（

実
施
方
策

の
具
体
的

改
善

内
容
を
含

む
）（
平

成
1
5
年

9
月
現
在

）
 

問
題

の
要

因
分

析

及
び

今
後

の
対

応

策
 

 

 
・
業
務

中
間
報
告

会
、
業
務
実
績

報

告
会
の
実

施
 

部
門
長
診
断

会
の
確
実

な
実
施
 

（
課
題
：
中

間
及
び

年
度

総
括
に

お
け
る

業
務

運
営

に

係
る
改
善
活

動
）
 

3
 

部
門

長
診

断
会

の
開

催

回
数
 

2
回
／
年
 

（
達
成
予

定
）
 

第
１
回
の

部
門
長
診

断
会
を

9
/
2
9
,
3
0

に
実
施
す

る
予
定

で
あ
る
。

 

 

○
検

討
会
（
診
断
会

）
チ

ー
ム
に
よ

る

改
善
活
動
の

実
施
 

 
 

 
 

 
 

・
検
討
会
の

他
に
外
部

講
師
を

交
え

た
指
導
会
、

発
表
会
を

実
施
 

検
討
会
／
指

導
会
の
円

滑
な
活
動

 

（
課
題
：
重

要
課
題
に

対
す
る
改

善
活
動
）

 
3
 

改
善
成
果
の

報
告
時
期

 
年
度

内
 

（
達
成
予

定
）
 

7
/
2
8
に
第
１

回
を
開
催

し
、
テ
ー

マ
、

選
定
理
由

、
年
間
活
動

計
画
等
に

つ
い

て
検
討
し

た
。
第

２
回
は

1
0
/
7
に

開

催
予
定
で

あ
る
。

 

 

○
品

質
管

理
記

録
の

管
理

の
充

実
・

強
化
 

 
 

 
 

 
 

・
自
主
点
検

信
頼
性
調

査
に
伴

い
抽

出
さ
れ
た
課

題
、
実
施

体
制

及
び
不

正
防

止
策

の
確

立
に

係
る

改
善

策

の
実
施
 

各
部
・
セ
ン

タ
ー
に

お
け
る

改
善

策
の

実
施
状
況

の
確

認
 

（
課
題
：
自

主
的
に

定
め

た
改
善

策
に
つ

い
て
着

実
に

実
施
）
 

3
・
4
 

実
施
状
況
の

確
認
 

年
度

内
 

（
達
成
予

定
）
 

各
部
・
セ
ン

タ
ー
に
お

け
る
改
善

策
の

実
施
状
況

を
1
0
月
下
旬

の
定
期

自
主

品
質

監
査

に
お

い
て

確
認

す
る

予
定

で
あ
る
。

 

 

②
業

務
の
標
準

化
の
推
進
 

 
 

 
 

 
 

○
業

務
運
営
の

仕
組
み
の

改
善
、
要

領

化
 

 
 

 
 

 
 

・
業
務
運

営
の
仕
組

み
の
改
善

、
要

領

化
（
Ｉ
Ｓ
Ｏ

認
証
取
得

部
門
以
外

）
 

業
務
運
営
の

仕
組
み
の

要
領
化
 

（
課
題
：
ル

ー
ル
化
さ

れ
て
い
な

い
業
務
の

標
準
化
）

 
3
 

改
善
・
要
領

化
の
件
数

 
2
件

／
課
室
以

上
 

（
達

成
予
定
）

 

部
文
書
作

成
計
画

表
に
従
い
「
品

質
監

査
要
領
」
な

ど
制
定
２

件
、
所
の
共

通

安
全

作
業

基
準

の
制

改
訂

５
件

を
実

施
し
た
。

 

 

組 織 基 盤 ・ 人 材 育 成 目 標 

③
品

質
監
査
の

実
施
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平
成

15
年

度
 
保

安
管

理
部

 
業

務
推

進
・

品
質

改
善

 
中
間

報
告

書
 

（
*）
１
：
事
故
の
未
然
防
止
、
２
：
経
営
者
か
ら
現
場
第
一
線
ま
で
の
意
識
・
情
報
の
共
有
化
、
３
：
適
正
か
つ
効
率
的
な
業
務
運
営
の
仕
組
み
の
確
立
、
４
：
地
元
に
理
解
さ
れ
る
業
務
運
営
、
５
：
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
開
発
と
技
術
移
転
 

4

目
標
 

分
類
 

事
業
所
の

目
標
 

（
業
務
実
施

計
画
）

 

当
該
組
織

の
目
標
内

容
 

（
実
施

方
策
）
 

要
求
品
質

(
*
)
 

管
理

尺
度
 

目
標

値
 

進
捗
状
況
（

実
施
方
策

の
具
体
的

改
善

内
容
を
含

む
）（
平

成
1
5
年

9
月
現
在

）
 

問
題

の
要

因
分

析

及
び

今
後

の
対

応

策
 

 

○
定

期
自
主
品

質
監
査
の

実
施
（
東

電

問
題

に
係

る
改

善
実

施
状

況
確

認

を
含
む
）
 

自
主
品
質
監

査
の
確
実

な
実
施
 

（
課

題
：

規
程

に
定

め
ら

れ
た

自
主
品

質
監

査
の

確
実

な
実

施
及

び
事

業
所

の
品

質
保

証
活

動
状

況
の

確
認

及

び
指
導
）
 

3
 

監
査
の
実
施

回
数
 

1
回
 

（
各

部
・
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
対
象
）
 

（
達
成
予

定
）
 

平
成

1
5
年
度
の
定

期
自
主
監

査
は

1
0

月
下

旬
に

実
施

す
る

こ
と

で
８

月
の

品
質
保
証

委
員
会

で
承
認
さ

れ
、
周
知

し
た
。
本
監

査
で
は
品

質
保
証
計

画
書

に
基

づ
く

活
動

の
実

施
状

況
及

び
東

電
問

題
に

係
る

改
善

実
施

状
況

の
確

認
を
行
う

予
定
で

あ
る
。
 

 

④
業

務
品

質
保

証
に

関
す

る
教

育
の

実
施
 

 
 

 
 

 
 

・
本

社
階
層
別

教
育
の
参

加
 

本
社
階
層
別

教
育
の
実

施
へ
の
協

力
 

（
課
題
：
品

質
保
証
活

動
に
係
る

知
識
習
得

）
 

3
 

計
画

さ
れ

た
教

育
に

対

す
る
実
施
率

 
1
0
0
％
 

（
達
成
予

定
）
 

本
社

主
催

の
階

層
別

教
育

（
6

月
、

7

月
、
8
月
）

が
計
画
的

に
行
わ
れ

、
所

内
周

知
及

び
参

加
者

の
取

り
ま

と
め

等
に
協
力

し
た
。

 

 

⑤
Ｉ

Ｓ
Ｏ

認
証

取
得

及
び

維
持

活
動
 

に
係
る
活
動

の
推
進
 

 
 

 
 

 
 

組 織 基 盤 ・ 人 材 育 成 目 標 

○
O
H
S
A
S
1
8
0
0
1
/
I
S
O
1
4
0
0
1

認
証

取

得
後
の
維
持

 

①
異

動
等

新
規

配
属

管
理

者
に

対
す

る
階

層
別

定
型

教
育
の

実
施
 

②
内
部
監
査

員
教
育

の
実
施
 

③
内
部
監
査

に
お
け

る
事
前
確

認
の
充
実
 

 

１
 

①
階

層
別

定
型

教
育

の

実
施
 

②
実

施
時
期
 

③
内
部
監
査

時
期
 

  

①
教

育
漏
れ

ゼ
ロ
 

 ②
平

成
1
6
年

1
月
 

③
平

成
1
6
年

2
月
 

①
４
、
８
月

 
計
：
２

回
（
2
4
名
）

 

②
ｽ
ｷ
ﾙ
ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟ
教
育
(
9
月
)
 
 

計
：
１
回
(
2
4
名
)
 

養
成
研

修
(
7
/
2
6
～
2
7
,
9
/
3
～
4
)
 

計
：
２
回
(
3
3
名
)
 

③
内
部
監

査
（
予

定
）
 

(
1
0
月

2
2
,
2
3
,
2
4
,
2
7
) 
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平
成

15
年

度
 
保

安
管

理
部

 
業

務
推

進
・

品
質

改
善

 
中
間

報
告

書
 

（
*）
１
：
事
故
の
未
然
防
止
、
２
：
経
営
者
か
ら
現
場
第
一
線
ま
で
の
意
識
・
情
報
の
共
有
化
、
３
：
適
正
か
つ
効
率
的
な
業
務
運
営
の
仕
組
み
の
確
立
、
４
：
地
元
に
理
解
さ
れ
る
業
務
運
営
、
５
：
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
開
発
と
技
術
移
転
 

5

目
標
 

分
類
 

事
業
所
の

目
標
 

（
業
務
実
施

計
画
）

 

当
該
組
織

の
目
標
内

容
 

（
実
施

方
策
）
 

要
求
品
質

(
*
)
 

管
理

尺
度
 

目
標

値
 

進
捗
状
況
（

実
施
方
策

の
具
体
的

改
善

内
容
を
含

む
）（
平

成
1
5
年

9
月
現
在

）
 

問
題

の
要

因
分

析

及
び

今
後

の
対

応

策
 

 
 

・
定
期
審
査

の
実
施
 

３
 

・
シ

ス
テ

ム
の

確
実

な

運
用

に
よ

り
、

審
査

時

不
適
合
指
摘

件
数
 

不
適
合
ゼ

ロ
件
 

定
期
審

査
(
予
定

)
 

(
H
1
6
.
0
2
(
3
日
間
）
）

 

 

基
盤 ・

人 材
(
2
)
東

海
安

全
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
（

仮
称
）
の

構
築
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平
成

15
年

度
 
保

安
管

理
部

 
業

務
推

進
・

品
質

改
善

 
中
間

報
告

書
 

（
*）
１
：
事
故
の
未
然
防
止
、
２
：
経
営
者
か
ら
現
場
第
一
線
ま
で
の
意
識
・
情
報
の
共
有
化
、
３
：
適
正
か
つ
効
率
的
な
業
務
運
営
の
仕
組
み
の
確
立
、
４
：
地
元
に
理
解
さ
れ
る
業
務
運
営
、
５
：
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
開
発
と
技
術
移
転
 

6

目
標
 

分
類
 

事
業
所
の

目
標
 

（
業
務
実
施

計
画
）

 

当
該
組
織

の
目
標
内

容
 

（
実
施

方
策
）
 

要
求
品
質

(
*
)
 

管
理

尺
度
 

目
標

値
 

進
捗
状
況
（

実
施
方
策

の
具
体
的

改
善

内
容
を
含

む
）（
平

成
1
5
年

9
月
現
在

）
 

問
題

の
要

因
分

析

及
び

今
後

の
対

応

策
 

 

①
各

種
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
シ

ス
テ

ム
体

系
の

整
理
統
合

を
目
指
し

た
検
討
 

各
種

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム
体
系
の

整
理
統
合

を
目

指
し
た
検
討

 

（
課

題
：

事
業

所
内

の
品

質
保

証
活

動
に

つ
い

て
国

際

規
格
を
含
め

効
果
的
な

仕
組
み
の

検
討
）
 

3
・
4
 

品
質

保
証

計
画

書
（

品

質
マ

ニ
ュ

ア
ル

）
の

改

定
案
の
報
告

時
期
 

1
6
年

3
月
 

（
達
成
予
定

）
 

各
種

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

体

系
の
整
理
統

合
を
目
指

し
た
検
討

は
、

理
事
長
診
断

会
に
お
い

て
、
安
全

機
能

の
充

実
化

に
品

質
機

能
展

開
を

活
用

す
る
旨
の
要

望
が
あ
っ

た
こ
と

か
ら
、

検
討
を
実
施

し
た
。
 

保
安

規
定

へ
の

品
質

保
証

の
取

込

み
に
つ
い
て

、
国
の
要

求
事
項
を

満
た

す
品
質
保
証

規
程
（

J
E
A
C
4
1
1
1
）
に

従

い
、
社
内
規

定
を
整
備

し
保
安
規

定
に

位
置
づ
け
る

内
容
で
あ

り
、
事
業

所
の

品
質

保
証

計
画

書
等

を
改

定
す

る
必

要
が
生
じ
た

。
 

こ
の
た
め

、
J
E
A
C
4
1
1
1
に
基
づ

い
た

品
質
保
証
計

画
書
の
制

定
等
を
含

め
、

保
安

規
定

へ
の

品
質

保
証

の
取

込
み

に
係

る
対

応
を

優
先

的
に

実
施

す
る

こ
と
と
し
た

。
 

こ
の
対
応

は
、
本

社
の
「

安
全

規
制

見
直

し
に

係
る

、
品

質
保

証
検

討
W
G

及
び
保
安
規

定
改
定
検

討
W
G
」
に

参
画

し
、
サ

イ
ク
ル
機

構
と
し
て

J
E
A
C
4
1
1
1

に
基

づ
い

た
品

質
保

証
指

針
の

制
定

等
に

係
る

検
討

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、
事
業
所

の
品
質
保

証
委
員
会

の
下

に
分
科
会
を

設
置
し
対

応
方
針
、
施
設

品
質

保
証

計
画

書
の

体
系

等
の

検
討

を
行
っ
て
き

た
。
 

今
後
は

、
機
構
の

品
質

保
証

指
針

の

制
定
を

受
け
て
、
施

設
毎

の
品

質
保

証

計
画

書
を

含
め

て

東
海

事
業

所
品

質

保
証

計
画

書
の

見

直
し

を
年

内
を

目

途
に
実

施
し
、
保
安

規
定

の
改

定
を

年

度
内

を
目

途
に

行

っ
て
い

く
。
 

 
原

子
力

安
全

規

制
の

見
直

し
に

よ

り
、
品
質

保
証
計
画

書
等

が
国

の
規

制

を
受
け

た
場
合
、
規

制
の

あ
り

方
に

よ

っ
て

は
国

際
認

証

で
あ
る

O
H
S
M
S
,
E
M
S

と
の

統
合

を
目

指

し
た

検
討

に
支

障

を
き

た
す

お
そ

れ

が
懸
念

さ
れ
る
。

 

今
後

、
規

制
状

況
を

考
慮

の
う

え
各

種

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ

ス
テ

ム
の

統
合

化

に
係

る
改

定
案

の

検
討

を
継

続
し

て

実
施
す
る
。
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平
成

15
年

度
 
保

安
管

理
部

 
業

務
推

進
・

品
質

改
善

 
中
間

報
告

書
 

（
*）
１
：
事
故
の
未
然
防
止
、
２
：
経
営
者
か
ら
現
場
第
一
線
ま
で
の
意
識
・
情
報
の
共
有
化
、
３
：
適
正
か
つ
効
率
的
な
業
務
運
営
の
仕
組
み
の
確
立
、
４
：
地
元
に
理
解
さ
れ
る
業
務
運
営
、
５
：
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
開
発
と
技
術
移
転
 

7

目
標
 

分
類
 

事
業
所
の

目
標
 

（
業
務
実
施

計
画
）

 

当
該
組
織

の
目
標
内

容
 

（
実
施

方
策
）
 

要
求
品
質

(
*
)
 

管
理

尺
度
 

目
標

値
 

進
捗
状
況
（

実
施
方
策

の
具
体
的

改
善

内
容
を
含

む
）（
平

成
1
5
年

9
月
現
在

）
 

問
題

の
要

因
分

析

及
び

今
後

の
対

応

策
 

 

②
O
H
S
M
S

を
中

心
と

し
た

体
制

の
構

築
 

検
討
委
員
会

で
の
計
画

の
遵
守
 

（
課
題
：
国

際
規
格
に

適
し
た
事

業
所
体
制

の
構
築
）

 
3
 

委
員

会
の

計
画

に
対

す

る
実
施
率
 

1
0
0
％
 

（
達
成
予

定
）
 

国
際

規
格

に
適

し
た

委
員

会
等

の

体
制
に
つ

い
て
、
検
討

委
員
会
の

報
告

書
を
作
成

し
、
所
の
品

質
保
証
委

員
会

で
の

審
議

を
経

て
所

長
承

認
を

受
け

た
。
所
内
へ

の
規
則
の

見
直
し
に

係
る

作
業

開
始

の
周

知
を

業
連

で
実

施
し

た
。
 

 

 
規

則
等

の
見

直

し
作

業
の

実
施

に

お
い
て
、
品
質
保

証

統
括

推
進

者
を

初

め
と

す
る

部
門

内

調
整

及
び

所
長

か

ら
検
討
指
示
（
計

量

管
理
、
保
障
措
置

等

と
品

質
保

証
と

の

関
係
等
）
の
検
討

に

時
間

を
要

し
て

い

る
。
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平
成
１
５
年
度
 
保
安
管
理
部
 
業
務
推
進
・
品
質
改
善
目
標
 
中
間
報
告

 

（
安
全
確
保
・
環
境
保
全
目
標
）

 

  

平
成
１
５
年
９
月

 

  

東
海
事
業
所
 
保
安
管
理
部

付
録
－
６
（
２
）
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様
式
-

7 
R
e
v
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
E
M
S
-
P
-
0
7
 
R
e
v
0
3

 

※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

部
・
セ
ン
タ
ー
 
目
的
及
び
目
標
達
成
度
報
告
書

 
(
中
間
:
第
１
～
第
２
四
半
期
報
告
書
・
暫
定
:
第
１
～
第
３
四
半
期
報
告
書
・
最
終
:
第
１
～
第
４
四
半
期
報
告
書
)
(
平
成
１
５
年
度
)
 

 
 

 
 

 
 

 
  

  
  

  
 記
録
番
号
：

 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 通
し
番
号
：

 

   

 
作

成
：

平
成

１
５

年
９

月
３

０
日

 
 

 
組

織
名

：
保

安
管

理
部

 

 
目 標

 
分 類

 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

 
(
5)
「
平
成

1
5
年
度
安

全
管

理
基

本
方

針
」

及

び
労

働
安

全
衛

生
/
環

境
方

針
に

基
づ

い
た

安

全
活

動
の

展
開

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

①
 
自

主
保

安
の

よ
り

一
層

の
推

進
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 

○
作

業
計

画
策

定
及

び

変
更

管
理

の
徹

底
（

計

画
外

作
業

の
撲

滅
）

 

 
 

①
一

般
作

業
計

画
書

を

起
案

す
る

作
業

に
関

す

る
作

業
手

順
書

か
ら

逸

脱
し
た

作
業
（
計
画
外
作

業
）

の
禁

止
 

計
画

外
作

業

の
件

数
 

ゼ
ロ

件
 

（
達

成
予

定
）

 
一
般
作

業
計
画
書

を
起
案

し
た

作
業
件
数
は
上
期

は

13
件
あ
っ
た
が

、
手
順
書

を
逸
脱

し
た

作
業

は
な
か

っ
た

。
 

－
 

－
 

★
安

対
課

 

危
機

室
 

品
証

室
 

セ
ン

タ
ー

内
部

安
全

衛
生

／
環

境
管

理
統

括
者

 
安

全
衛

生
／

環
境

管
理

者
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様
式
-

7 
R
e
v
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
E
M
S
-
P
-
0
7
 
R
e
v
0
3

 

※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

目 標
 

分 類
 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

 
 

 
 

②
所

全
体

の
実

施
状

況

の
確

認
及

び
と

り
ま

と

め
 

確
認
・
と
り
ま

と
め

時
期

 
5
年

9
月
及

び
16

年
3
月

 
（

達
成

予
定

）
 

各
部

・
セ
ン
タ
ー
に
お
い

て
計
画
外
作

業
が
実
施

さ

れ
て
い

な
い
こ
と

を
確
認

し
た

。
 

 
 

安
対

課
 

①
Ｎ
Ｓ

ネ
ッ
ト
、
東
海

ノ

ア
協

定
に

係
る

訓
練

等

へ
の

積
極

的
な

取
組

み
 

①
訓

練
等

へ

の
参

加
率

 
①

1
0
0
％

 
（

達
成

予
定

）
 

ノ
ア

：
幹
事
会
（
6
月
）
、

公
開
講
座
（
随
時

）、
通
報

訓
練

（
6
月

）
等

に
参

加
 

Ｎ
Ｓ
：

ア
ン
ケ
ー
ト

調
査

に
対
応

す
る
と
と
も
に

、

セ
ミ
ナ
ー

等
に
参
加

し
た
 

要
請

に
対
す
る
参
加
率

は

1
0
0
％

で
あ

る
。

 

 
 

安
対

課
 

 

②
NS

ネ
ッ

ト
良

好
事

例

の
水

平
展

開
の

実
施

 
②

相
互

評
価

実
施

に
係

る

報
告

書
公

開

の
都

度
実

施
 

②
公

開
の

都
度

 
（

達
成

予
定

）
 

第
30

回
か
ら

第
32

回
の

NS
ネ

ッ
ト

良
好

事
例

を

解
析

し
て

周
知

し
た

。
 

－
 

－
 

品
証

室
 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 

○
 
外

部
機

関
と

の
協

力
・

連
携

と
参

考
と

な

る
事

例
の

自
ら

の
職

場

へ
の

取
り

入
れ

 

 
 

③
所

全
体

の
Ｎ

Ｓ
ネ

ッ

ト
、
東
海
ノ
ア

へ
の
参
加

実
績

の
と

り
ま

と
め

 

実
績
・
と
り
ま

と
め

時
期

 
1
5
年

9
月
及

び
16

年
3

月
 

1
5
年
度

の
実
績

を
9
月
現

在
で

と
り

ま
と

め
た

。
 

（
東

海
ノ

ア
）

 
幹

事
会

：
２

回
 

公
開
講
座

：
参
加

７
回
、

公
開

２
回

 
施

設
見

学
：

参
加

２
回

 
訓
練
視
察

：
参
加

２
回
、

公
開

１
回

 
（

Ｎ
Ｓ

ネ
ッ

ト
）

 
ア
ン
ケ
ー

ト
対
応

：
２
回

 
講

演
会

等
：

参
加

１
回

 
セ

ミ
ナ

ー
：

参
加

２
回

 

 
 

安
対

課
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e
v
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E
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※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

目 標
 

分 類
 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

②
一

人
ひ

と
り

の
危

険

に
対

す
る

感
受

性
の

向

上
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

○
 基

本
動
作

(5
S
を
含

む
)、

Ｋ
Ｙ
、
Ｔ
Ｂ
Ｍ
の

徹
底

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

・
若

年
層

を
対

象
と

し

た
Ｋ

Ｙ
研

修
会

の
開

催
 

O
H
S
M
S

 
 

・
Ｋ
Ｙ

研
修
会
の
企
画

・

実
施

 
開

催
時

期
 

1
5
年

7
月

 
（

達
成

）
 

若
手
従
業

員
を
対
象

と
し

た
Ｋ
Ｙ

研
修
会
を

6
月

2
6

日
に

開
催

し
た

。
 

 
 

安
対

課
 

 

・
講

習
会

、
研

修
会

等

へ
の

積
極

的
な

参
加

 
O
H
S
M
S

 
 

・
R
ST

ト
レ
ー
ナ
ー

及
び

K
Y

ト
レ

ー
ナ

ー
有

資
格

者
の

養
成

 

養
成

人
数

 
各

１
名

以
上

 
（

達
成

予
定

）
 

Ｋ
Ｙ

ト
レ

ー
ナ

ー
3

名

（
安
対
課

2
名
、
危
機
室

1
名
）
を
養
成
し
た

。
Ｒ

Ｓ
Ｔ

ト
レ
ー
ナ
ー

は
下
期

に
養

成
す

る
予

定
 

 
 

★
安

対
課

 

危
機

室
 

品
証

室
 

○
 
規

程
類

に
お

け
る

一
人

ひ
と

り
の

役
割

確

認
と

そ
の

遵
守

徹
底

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

・
保

安
規

定
及

び
そ

の

下
部

要
領

類
に

お
け

る

業
務

所
掌

範
囲

等
に

係

る
周

知
教

育
の

実
施

 

 
 

・
保
安
規
定
及

び
事
故
対

策
規

則
等

に
お

け
る

業

務
所

掌
範

囲
の

確
認

及

び
周

知
教

育
の

実
施

 

周
知

教
育

完

了
時

期
 

1
5
年

6
月

 
（

達
成

遅
れ

）
 

安
対
課
：

10
月
実
施
予
定

 
危
機
室
：

10
月
実
施
予
定

 
品
証
室

：
７
月
実
施
済
み

 

プ
ル

３
火

災

対
応

に
よ

り

遅
れ
た
が

、
10

月
に

は
完

了

予
定

 

－
 

★
安

対
課

 

危
機

室
 

品
証

室
 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 

・
通

報
連

絡
基

準
に

基

づ
く

通
報

連
絡

の
徹

底
 

 
 

・
通
報
連
絡
基
準
周
知
教

育
の

企
画

及
び

実
施

 
開

催
実

績
 

使
用
及

び
再
処
理
に
つ
い

て
、

各
１

回
以

上
 

（
達

成
）

 
再
処
理
編

に
つ
い
て
は

5

月
29

日
に
、
使
用
施
設
編

に
つ
い
て
は

7
月

17
日
に

説
明
会
等

を
開
催

し
た
。
 

－
 

－
 

★
安

対
課

 

危
機

室
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※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

目 標
 

分 類
 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

①
年

度
計

画
に

基
づ

く

教
育

訓
練

の
実

施
 

①
保

安
教

育

訓
練

の
実

施

率
 

①
計

画
に

対
し

て
1
0
0
％

 
（

達
成

予
定

）
 

各
課
室
単

位
で
計
画

に
基

づ
き

実
施

中
で

あ
る

。
 

－
 

－
 

★
安

対
課

 

危
機

室
 

品
証

室
 

②
教

育
訓

練
デ

ー
タ

ベ

ー
ス

へ
の

確
実

な
入

力
 

②
デ

ー
タ

入

力
実

施
率

 
②

 
1
0
0
％

 
（

達
成

予
定

）
 

部
内
教
育

訓
練
の
入
力

す

べ
き

デ
ー
タ

に
つ
い
て
は

ほ
ぼ

10
0％

入
力

実
施

済
。

 

 
 

★
安

対
課

 

危
機

室
 

品
証

室
 

 
○

教
育

・
訓

練
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
を

活
用

し
た

体

系
的

な
保

安
教

育
の

実

施
 

 
 

③
所

全
体

の
入

力
実

施

率
の

確
認

 
確

認
実

施
時

期
 

③
1
5
年

9
月
及

び
16

年
3

月
 

（
達

成
予

定
）

 
各
部

・
セ
ン
タ
ー
の
入
力

状
況

に
つ
い
て
、
入
力

す

べ
き

デ
ー
タ

に
つ
い
て
ほ

ぼ
10

0%
入

力
済

み
で

あ

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
 

 
 

安
対

課
 

③
 危

機
管

理
・
防
災
体

制
の

充
実

強
化

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

○
 
危

機
管

理
に

係
る

教
育

訓
練

の
継

続
的

実

施
と

実
効

性
の

向
上

 

 
 

・
緊
急
時
対
策
所
を
使
用

し
た

月
例

訓
練

等
の

実

施
 

月
例

訓
練

等

の
実

施
回

数
 
１

０
回

以
上

／
年

 
（

達
成

予
定

）
 

上
期

は
計

4
回
（
6/
24
、

7
/1
1、

8/
7、

9
/1
1）

実
施

し
た

。
そ
の
ほ
か
、
県
等

の
要
請

に
よ
る
訓
練

を
実

施
（
9/
18
、
30
）
し
た

。
 

 
 

危
機

室
 

 

○
原

子
力

災
害

に
備

え

た
防

災
関

係
機

関
と

の

連
携

強
化

 

 
 

 
 

 
 

 
 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 

・
防

災
関

係
機

関
等

の

参
画

し
た

防
災

訓
練

の

実
施

 

 
 

・
東
海
村
消
防
署
が
参
画

し
た

防
災

訓
練

の
企

画
及

び
実

施
 

村
消

防
の

参

画
実

績
 

１
回

以
上

／
年

 
（

達
成

）
 

9
月

1
1
日
の
防
災
訓
練
に

お
い
て

村
消
防
も
企
画
段

階
か

ら
参

加
し

た
。

 

11
月
、
3
月
も
検
討
予

定
 

 
 

危
機

室
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※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

目 標
 

分 類
 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

 
・

防
災

関
係

機
関

等
を

対
象

と
し

た
原

子
力

防

災
研

修
等

の
企

画
・

実

施
 

 
 

・
原
子
力
防
災
研
修
の
企

画
及

び
実

施
 

開
催

実
績

 
１

回
以

上
／

年
 

（
達

成
予

定
）

 

5
月
開
催

で
計
画

し
た
が

Pu
火

災
対

応
の

た
め

延

期
し
、
10

月
に
開
催

す
る

計
画

で
準
備

を
進
め
て
い

る
。

 

 
 

危
機

室
 

 

④
 
労

働
衛

生
活

動
へ

の
積

極
的

な
取

り
組

み
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

①
部
の

15
年
度
計

画
に

基
づ

く
改

善
の

実
施

 
①

改
善

実
施

率
 

①
計

画
に

対
し

1
0
0
％

 

 

（
達

成
予

定
）

 
技
１
棟
の
喫
煙
所
に
つ
い

て
は

現
在
見

積
依
頼
中

で

あ
り

、
下
期

に
完
了
予
定

で
あ
る

。
品
証
室
の
居
室

に
観

葉
植

物
を

設
置

し

た
。
そ
の
ほ
か
、
各
居
室

で
適
宜
換
気

を
行
っ
て
い

る
。

 

－
 

－
 

★
安

対
課

 

危
機

室
 

品
証

室
 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 

○
 
快

適
職

場
づ

く
り

の
推

進
 

 
O

H
SM

S 
 

②
各
部
・
セ
ン
タ
ー
の
取

組
状

況
の

確
認

 

②
確

認
実

施

時
期

 

9
月

、
1
月

 
（

達
成

予
定

）
 

9
月
末
現
在

の
取
り
組
み

状
況

に
つ

い
て

確
認

し

た
。

 

 
 

安
対

課
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※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

目 標
 

分 類
 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

⑤
 
従

業
員

等
に

対
す

る
化

学
物

質
の

曝
露

に

よ
る

健
康

障
害

の
防

止
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

①
試

行
の

た
め

の
要

領

書
整

備
 

①
要

領
書

整

備
時

期
 

①
1
5
年

8
月

 
（

達
成

）
 

要
領
書

を
作
成
し
、
8
月

2
8
日
の

OH
S
MS

委
員
会

に

お
い
て

、
要
領
書
及
び
試

行
開
始

に
つ
い
て
承
認

さ

れ
た

。
 

 
 

安
対

課
 

化
学

物
質

適
正

管
理

の
定

着
 

○
 
化

学
物

質
に

関
す

る
リ

ス
ク

ア
セ

ス
メ

ン

ト
の

試
行

 

O
H

SM
S 

 

②
試

行
に

向
け

た
各

部
・
セ
ン
タ
ー
へ
の
説

明
会

の
開

催
 

②
説

明
会

開

催
時

期
 

②
1
5
年

9
月

 
（

達
成

）
 

9
月

9
日
に
説
明
会
を
開

催
し
、
試
行

を
開
始

し
た
。 

 
 

★
安

対
課

 

品
証

室
 

(
4)
 
Ｐ

Ｒ
Ｔ

Ｒ
法

に
基

づ
く

化
学

物
質

の
環

境

放
出

の
確

実
な

管
理

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

○
 
化

学
物

質
の

排
出

量
等

の
確

実
な

把
握

 

EM
S 

 
①

化
学

物
質

の
排

出
量

等
の

確
実

な
把

握
 

①
法

令
に

基

づ
く

平
成

14

年
度

排
出

量

等
の

報
告

時

期
 

①
1
5
年

6
月

 
（

達
成

）
 

14
年

度
排

出
量

等
に

つ

い
て

6
月

26
日
に
報
告
書

を
提

出
し

た
。

 

 
 

安
対

課
 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 

 
 

 
②

15
年

度
排

出
量

等
の

把
握

及
び

と
り

ま
と

め
 

②
化

学
物

質

の
排

出
量

等

の
取

り
ま

と

め
回

数
 

②
4
回

/
年

 
（

達
成

予
定

）
 

第
1
四
半
期
分

に
つ
い
て

は
7
月
に
と
り

ま
と
め
を

実
施

し
た
。
第

2
四
半
期

分
に
つ
い
て

は
10

月
に

実
施

予
定

で
あ

る
。

 

 
 

安
対

課
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※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

目 標
 

分 類
 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

 
(
7)
 
安

全
性

総
点

検
に

係
る

計
画

完
了

案
件

へ

の
着

実
な

対
応

 

 
 

安
全

性
総

点
検

に
係

る

計
画

完
了

案
件

の
目

標

リ
ス

ト
に

よ
る

進
捗

状

況
の

把
握

 

進
捗

状
況

の

確
認

実
績

 

2
回

／
年

 
（

達
成

予
定

）
 

今
年
度

は
５
件
完
了
予
定

中
、
３
件
の
完
了

を
９
月

の
中
間

フ
ォ
ロ
ー
で
確
認

し
た

。
 

 

 
－

 
品

証
室

 

省
資

源
・

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
推

進
 

電
力

使
用

量
低

減
 

EM
S 

省
資
源
・
省
エ

ネ
ル

ギ
ー

の

推
進

 

1
4

年
度

の
実

績
を

踏
ま

え
た

電
力

使
用

量
低

減

活
動

の
実

施
 

1
4

年
度

実
績

比
の

低
減

率
 

平
成

1
4
年
度
実
績

と
電

気
設
備

の
増
加
、
認
証

Ｇ

ｒ
と
の

統
合

に
伴
う
人
員

増
を
勘
案

し
、
目
標
値

を

以
下

の
と

お
り

と
し

た
 

 目
標

値
：

16
4.
22
6.
4k
Wh
 

 

（
達

成
予

定
）

 
4
月

か
ら

7
月

ま
で

の
部

全
体

の
実

績
は

以
下

の

と
お
り
で
あ
り

、
目
標

に

対
し

 

6
4
％

で
あ

る
。

 

 目
標

値
：

16
4.
22
6.
4k
Wh
 

実
績

値
：

10
5.
13
1.
2k
Wh
 

 

 
 

安
対

課
 

危
機

室
 

★
品

証
室

 

省
資

源
・

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
推

進
 

コ
ピ

ー
用

紙
使

用
量

低

減
 

 

E
M
S

 
 

1
4

年
度

の
実

績
を

踏
ま

え
た

コ
ピ

ー
用

紙
使

用

量
低

減
活

動
の

実
施

 

・
14

年
度
実
績

比
の

低
減

率
 

1
4
年
度
実
績
比

の
2％

低

減
 

（
達

成
予

定
）

 
4
月

か
ら

8
月

ま
で

の
部

全
体

の
実
績

は
以
下

の
と

お
り
で
あ

り
目
標

に
対
し

8
8
%
で

あ
る

。
 

目
標

値
：

4
2
3
,
0
0
0
 
枚

 

実
績

値
：

3
7
1
,
5
0
0
 
枚

 

 
 

安
対

課
 

危
機

室
 

★
品

証
室

 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 
転

倒
災

害
が

予
測

さ
れ

る
リ

ス
ク

を
改

善
 

O
H

SM
S 

 
①

 
転

倒
災

害
が

予
測

さ

れ
る

既
存

ワ
ー

ク
シ

ー

ト
の

見
直

し
 

①
既

存
ワ

ー

ク
シ

ー
ト

の

見
直

し
 

①
1
5
年

4
月

末
 

（
達

成
遅

れ
）

 
5
月
に
見
直

し
作
業

が
完

了
し
、
居
室
等
へ
の

出
入

口
の
転
倒
災
害
を
ワ
ー
ク

シ
ー

ト
に

追
加

し
た

 

4
月

21
日
に

発
生

し
た

Pu
火

災
関

連
の

対
応

業
務

等

に
よ

り
遅

れ

を
生

じ
た

。
 

－
 

安
対

課
 

危
機

室
 

★
品

証
室
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様
式
-

7 
R
e
v
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
E
M
S
-
P
-
0
7
 
R
e
v
0
3

 

※
１

：
目

標
内

容
：

①
機

構
の

安
全

管
理

基
本

方
針

及
び

労
働

安
全

衛
生

／
環

境
方

針
か

ら
導

か
れ

る
項

目
 

②
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

及
び
E
M
S
（

著
し

い
環

境
側

面
）

か
ら

導
か

れ
た

項
目
 

 
 

 
 

③
O
H
S
M
S
（

重
大

な
ﾘ
ｽ
ｸ
）

の
場

合
で

あ
っ

て
、

各
部

・
セ

ン
タ

ー
の

個
別

テ
ー

マ
の

項
目
 

※
２
：

進
捗

状
況
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標
に

対
す

る
進
捗

状
況

を
記
載

す
る
。

な
お

、
目
標

内
容

が
、
「

○
○
○

の
検
討

」
の
よ

う
な

検
討

テ
ー
マ

の
場
合

は
、
そ

の
当
該

年
度

の
検
討

結
果

の
内
容

及
び
次
年

度
計

画
の

概
要

版
を

作
成

し
、

本
報

告
書

に
添

付
す

る
。
 

※
３

：
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
：

各
四

半
期

末
ま

で
の

目
標

の
進

捗
で

、
何

か
問

題
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

問
題

の
要

因
分

析
と

今
後

の
対

応
策

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
４

：
次

年
度

計
画

の
概

要
：

最
終

報
告

時
に

お
い

て
、

次
年

度
計

画
の

内
容

の
要

点
を

記
載

す
る

。
 

※
５

：
担

当
部

署
：

取
り

ま
と

め
を

す
る

課
・

室
・

ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
 

目 標
 

分 類
 

事
業

所
の

目
的

 
(E

M
S
の

み
) 

事
業

所
の

目
標

内
容

 
O

H
SM

S・
EM

S
対

象
 

部
・
セ
ン
タ

ー

の
目

的
 

(E
M

S
の

み
) 

※
１

 
部
・
セ
ン
タ
ー
の
目
標
内

容
 

管
理

尺
度

 
目

標
値

 

※
２

 
進

捗
状

況
 

（
平
成

15
年
９
月

30
日

現
在

）
 

※
３

 
問

題
の

要
因

分
析

及
び

今
後

の
対

応
策

 

※
４

 
次

年
度

計
画

の
概

要
 

※
５

 
担

当
部

署
 

 
 

 
 

②
 
転

倒
災

害
が

予
測

さ

れ
る

新
た

な
作

業
発

生

時
に

ワ
ー

ク
シ

ー
ト

作

成
 

②
新

た
な

作

業
発

生
時

に

ワ
ー

ク
シ

ー

ト
作

成
 

②
報

告
時

期
(
定

期
見

直

し
時

)
 

（
達

成
予

定
）

 
転
倒
災
害

が
予
測

さ
れ
る

作
業
発
生

時
に
ワ
ー
ク
シ

ー
ト

を
作

成
す

る
 

－
 

－
 

安
対

課
 

危
機

室
 

★
品

証
室

 

安 全 確 保 ・ 環 境 保 全 目 標 

 
 

 
 

 
 

 
Pu

火
災

ト
ラ

ブ
ル

の

対
応

と
し
て
、
以
下

の
取

り
組

み
を

実
施

し
た

。
 

①
火
災
発
生

時
の
通
報
連

絡
基

準
の

明
確

化
 

②
グ
ロ
ー

ブ
ボ
ッ
ク

ス
解

体
作

業
に

お
け

る
技

術

基
準

の
制

定
 

③
現
場
責
任
者
認
定
制
度

の
適

用
範

囲
を
外

注
作

業
の

み
か

ら
内

部
実

施

作
業

に
も

拡
大
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平成１５年度 東海事業所安全衛生計画書 

平成 15 年 3 月 

東 海 事 業 所 

１．目的 

平成 15 年度サイクル機構安全管理基本方針及び東海事業所「労働安全衛生及び環

境方針」を受けて労働安全衛生マネジメントシステムに基づき、トラブル等の未然防

止や健康の保持増進など、日常的な安全衛生活動を実践するための平成 15 年度東海

事業所安全衛生計画を定める。 

 

２．安全衛生管理の目標内容 

本計画に示す安全衛生活動の目標は、平成 15 年度東海事業所及び各部・センター

の業務推進・品質改善目標リスト「安全確保･環境目標」に反映し、展開する。 

(1) 労働安全に関する目標 

平成 15 年度の「安全管理基本方針」及び「東海事業所労働安全衛生目標」に基づ

き、一人一人がルールを遵守し安全を守る風土を醸成するとともに各人の危険に対

する感受性を向上させ、労働安全の一層の向上を図る。また、平成 14 年度には負

傷災害が数多く発生したことを踏まえ、負傷事故の防止に向けた取り組みを推進す

る。 

・作業計画策定及び変更管理の徹底（計画外作業の撲滅）      

・基本動作(5S を含む)、KY，TBM の徹底 

・教育・訓練データベースを活用した体系的な保安教育の実施 

・転倒災害が予測されるリスクの改善 

 

(2) 労働衛生に関する目標 

「東海事業所労働安全衛生目標」に基づき、職場の作業環境の改善、健康の保持増

進等、積極的な労働衛生活動を推進する。 

・快適職場づくりの推進 

・心の健康管理の推進 

・法定健康診断などによる各人の健康管理の実施と疾病管理の実施 

・健康づくりのための THP 活動を含めた栄養指導及び運動指導の実施 

 

３．安全衛生行事計画等 

 全国的に展開される各種安全衛生週間等の行事に積極的に参加するとともに、安

全衛生管理規則等に基づくパトロール（巡視）及び労働安全衛生に関する各種委員

会を定期的に実施する。また、負傷事故の防止については、ヒヤリハットの提案の

活用や災害事例の紹介等の取り組みを、適時あるいは安全衛生行事等において実施

する。安全衛生に係わる行事等の具体的な実施内容は別途計画する。 

 更に、放射線安全衛生強化推進協議会定例会を四半期毎に、各部センター協議会

を毎月開催し、安全衛生に係る関係請負人とのコミュニケーションの強化を 

図る。 

 平成１５年度の安全衛生行事計画等を別紙-1 のとおりとする。 

 

                             以 上 
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平成１５年度安全衛生行事計画 

 

月 行事計画 定期的実施事項 

４  

５ ・原子力エネルギー安全月間（5/1～31） 

６ 
・全国安全週間準備期間（6/1～31） 

・危険物安全週間（6/8～14） 

７ 
・全国安全週間（7/1～7） 

・安全大会（7/1） 

８ ・電気使用安全月間（8/1～31） 

９ ・全国労働衛生週間準備期間（9/1～30） 

１０ 
・全国労働衛生週間準備（10/1～7） 

・高圧ガス保安活動促進週間（10/27～31） 

１１ ・秋の全国火災予防運動（11/9～15） 

１２ ・年末年始無災害運動（12/15～1/15） 

１ ・年末年始無災害運動（12/15～1/15） 

２  

３ ・春の全国火災予防運動（3/1～7） 

１．安全衛生管理規則に基づく

パトロールの実施 

①安全主任者（適宜） 

②衛生管理者（毎週１回） 

③統括者（年２回以上） 

④管理者（月１回以上） 

⑤産業医（月１回以上） 

⑥衛生工学衛生管理者（月１回

以上） 

⑦その他 

 ・所長パトロール（適宜） 

 ・衛生管理者会議パトロール

（適宜） 

 

 

２．委員会等の開催 

①安全衛生・化学物質委員会 

（毎月） 

②部・センター安全衛生委員会 

（毎月） 

③衛生管理者会議（毎月１回） 

④安全主任者会議（毎月１回） 

⑤放射線安全衛生強化推進協議

会定例会（四半期１回） 

⑥放射線安全衛生強化推進協議

会各部センター会（毎月１回）

 

事業所として取り組む事項（適時及び安全衛生週間行事等において取り組むものとする。 

① ＫＹ研修会（若年層を対象）の開催 

② ＲＳＴトレーナー、ＫＹトレーナー等の養成 

③ 災害事例の紹介 

④ 負傷発生防止等のためのヒヤリハット提案（２回／年） 

⑤ メンタルヘルス研修会の開催 

⑥ ＴＨＰの推進 
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平成 15 年度 安全管理基本方針 
核燃料サイクル開発機構 

理 事 長 

 

自主保安のより一層の推進 
・ 職場の実態に応じたリスクアセスメントの定着 

・ 作業計画策定及び変更管理の徹底（計画外作業の撲滅） 

・ 外部機関との協力・連携と、参考となる事例・活動の自らの職場への取り入

れ 

・ 自主点検信頼性調査結果に基づく対応措置の徹底 

 

一人ひとりの危険に対する感受性の向上 
・ 基本動作（5Ｓを含む）、KY・TBM の徹底 

・ 規定類における一人ひとりの役割確認とその遵守徹底 

・ 教育・訓練データベースを活用した体系的な教育・訓練の実施 

 

危険管理・防災体制の充実強化 
・ 危機管理に係る教育・訓練の継続的実施と実効性の向上 

・ 原子力災害に備えた防災関係機関との連携強化 
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東海事業所業務品質保証活動品質方針 
 

東海事業所長 岸本 洋一郎 

 

○基本方針 

 

東海事業所の社会的使命は、わが国における将来のエネルギーの安定供給を

図るため、核燃料サイクルの確立に向けたフロントランナーとしての技術開発

を推進することである。このことから、原子力施設等の安全を確保するととも

に、サイクル開発機構の業務品質保証活動を積極的に推進します。さらに、透

明性を確保し社会の信頼性を高めるため、国際認証に基づく OHSAS18001、

ISO14001 及び ISO9001 等の品質保証システムの定着をめざします。 

 

○活動方針 

 

① 理事長の定めた「業務品質方針」及び「要求品質」を踏まえ、「業務推進・

品質改善目標リスト」に従い、事業所の業務品質保証活動の推進に努めま

す。 

② 施設品質保証計画書、OHSAS18001、ISO14001 及び  ISO9001 の活動を積極

的に推進します。 

③ 東海事業所として、OHSAS18001、ISO14001 及び ISO9001 を踏まえた実行で

きる品質保証活動体系の整備を進めます。 

 

○平成 15 年度行動目標 

 

① 「平成 15 年度業務推進・品質改善目標リスト」に従い、事業所及び各部・

センターの具体的活動を計画する「平成 15 年度東海事業所品質保証活動計

画」を定め、着実に実行します。 

② OHSAS18001、ISO14001 及び ISO9001 の活動を踏まえ、合理的かつ効果的な

品質保証活動の実施に向け、仕組みの検討、整備を実施して行きます。 

③ OHSAS18001及びISO14001に基づく安全及び品質保証の体制を構築するため、

規則及び委員会等を含めて具体的な体制について整備を着実に実施し、改

善して行きます。 

④ 各部・センターは、ISO9001 に適した品質保証計画書（施設編）と下部要領

書の整備・改定を実施します。 

付録－９ 
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平成 15 年度 東海事業所品質保証活動計画 
 

東海事業所における業務品質保証活動は、「平成 15 年度東海事業所業務品質

保証活動品質方針及び平成 15 年度業務実施計画並びに業務推進・品質改善目標

リスト」に基づくとともに、ISO14001 及び OHSAS18001 の活動を踏まえて推進す

る。その具体的活動を以下に示す。 

 

1. 業務品質改善活動の実施  

 

業務の「質」を改善・向上させるために業務の実態のチェックを「業務推進・

品質改善目標リスト」を用いて診断会等において行う。なお、チェックにより

抽出された問題点や課題については、その後の改善活動に反映する。 

○ 部門長（所長）診断会は、「平成 15 年度業務実施計画及び業務推進・品

質改善目標リスト」の実施状況を確認する 9 月開催の業務中間報告会及び

1月開催の業務実績報告会と兼ねて計画的に実施する。 

○ 平成 14 年度理事長診断会における指摘事項等に基づき建工部は、組織の

あり方について再検討を実施し、その結果を中間報告会に報告する。保安

部は、東海安全マネジメントシステム（仮称）に必要な機能に関する検討

を行い効率的な品質保証システムの構築を行う。 

○ 自主点検信頼性の調査において抽出された課題（点検記録の改善、実施

体制及び不正防止策の確立に係る改善）は、改善計画に従い実施する。 

現場に密着した重要なテーマについて、品質保証に関する専門家の指導を受け

ながら、改善活動を行う。 

○ 平成 15 年度は事業所の代表として 2チームが活動を行うことになる。今

年度は、再処理センターと支援部門合同の 2チームを編成し活動を行う。 

○ 指導会は、本年 5月末までにテーマ選定等を決定し、6月に第 1回指導会

を開催する。また、年度末には、本社において改善成果発表会の開催を実

施する。 

 

2. 業務の標準化の推進 

 

各部・各センターにおいて業務の仕組みに係る改善、見直しについて、その仕

組みの文書化を構築する。なお、ISO9001 を認証取得している部門は、その仕組

みの中で改善活動を維持する。 

○ 業務の標準化について、ISO9001 を認証取得している部門は、その仕組み

の中で継続的に維持・改善していくこととし、認証取得していない部門は、

今後の ISO9000 システム構築に向けルール化（文書化）を進める。また、

事務管理業務の総点検のフォローを軸として、業務の「質」の改善、向上

を図る意味から仕組みの改善に重点をおいた文書化についても進める。 

改定した東海事業所品質保証計画書に伴い施設編及び下部要領の整備を図る。 

○ 各部・センターは、品質保証計画書（施設編）の改定及び下部要領の整
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備を行う。また、平成 15 年度 4月１日より施行された東海事業所品質保証

計画書に基づき審査委員会を新規に設置し、施設品質保証計画書（施設編）

等の内容について審査を行う。 

なお、施設品質保証計画書（施設編）の作成に係る横並び調整、関連す

る情報の共有化については、品質保証連絡調整会議等を利用して行う。 

 

3. 品質監査の実施  

 

業務の実態をチェックし、業務の「質」の向上に資するために、自主品質監査

を実施する。また、ISO の内部監査、外部審査等（PRTR 法）との効果的かつ合

理的な運用を検討する。 

なお、東電問題に関して実施した自主点検信頼性調査に伴い抽出された課題、

実施体制及び不正防止策の確立に係る改善策について監査を実施する。 

○ 定期自主品質監査は、監査計画を上期に立案し、実施する。立案に当り

監査内容について本社が行う品質・安全監査との重複をさける。 

今年度は、定期自主品質監査と OHSMS/EMS の内部監査要領書との統合化

及び監査基準の統合と運用について検討を進める。更に一人で自主品質監

査と OHSMS/EMS の内部監査をできる監査員、監査リーダを計画的に養成す

る。 

○ 自主点検信頼性調査に伴い抽出された課題、実施体制及び不正防止策の

改善策及び改善計画の実施状況について自主品質監査で確認する。 

東海事業所に納入される物品・役務等の「質」を確保し向上させるために、受

注者の品質監査を計画的に実施する。 

○ サイクル機構に納入される物品・役務等の「質」を確保する観点より、

受注者監査を継続して実施する。 

平成 14 年度の受注者監査の結果では指摘事項（軽微も含め）が散見されて

いることからこれまでの監査で指摘事項を受けている受注者、監査未実施

の受注者等を対象として、施設毎に年度目標として計画を定め受注者品質

監査要領書に基づき受注者品質監査を実施する。 

 

4. 業務品質保証に関する教育の実施 

 

品質保証活動を進めていく上で、意識と能力を高めるため、教育の目的・目標

を明確にしつつ、全従業員を対象に知識・技術能力に応じた教育を計画的に実

施する。 

○ 平成 14 年度における教育の未受講者及び平成 15 年度での新任者につい

て、本社品質保証推進部が企画する管理職、監督職及び一般職教育に対す

る業務品質保証に関する教育に参加する。特に管理職（上級専門職 6 名、

専門職 49 名）については、未受講者が多いことから教育計画の周知の徹底

を図る。 

○ 監督職（主務Ⅰ）研修成果を反映した各職場からの良好事例の発表を、
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品質保証強化月間の行事である品質保証講演会に合わせ「業務実践報告会」

として実施する。 

 

5. 東海安全マネジメントシステム（仮称）の構築  

 

国際認証を中心とした所内の安全及び品質保証の体制の構築 

○ 分科会において統廃合を対象とした委員会等からの問題点、課題等を調

査検討し、労働安全衛生、環境マネジメントシステムに基づいた所内の安

全及び品質保証の体制について、具体的再構築案の検討を進める。 

○ 再構築案に従い統廃合する委員会等の規則は、対象部署において改定又

は廃止を行う。また、品質保証委員会と OHSMS/EMS 委員会については、早

急に統合できるよう取り組む。 

東海事業所の品質保証活動の将来像について、施設安全マネジメントシステム、

労働安全衛生、環境マネジメントシステムを統合した品質保証計画書（品質マ

ニュアル）を改定する。また、原子炉等規制法の改正に伴う保安規定への品質

保証の導入及び事業所の品質保証活動の体制の整備について検討する。 

○ 各マネジメントシステム体系（施設安全、OHSMS 及び EMS）の整理統合を

目指し安全性の向上、業務の能率化効率化を目標に ISO の仕組みを使った

東海安全マネジメントシステムを確立するため、分科会を設け東海事業所

の将来像に従い品質保証計画書の改定方針や品質保証計画書（品質マニュ

アル）の改定に向けて検討を進める。 

○ 原子炉等規制法への品質保証の導入に伴い、各部・センターは保安規定

の改定及び品質保証計画書の改定を行う。 

 

6. その他の重要課題 

 

品質保証関係部門との連携・連絡を密にして、業務品質保証活動の更なる推進・

強化を図る。 

○ 保安管理部品質保証室と各部・センターの品質保証関係部門の調整、連

携、連絡を密にすることを目的として品質保証調整会議等を開催し、事業

所としての業務品質保証活動を積極的に推進する。 

 また、品質保証活動状況については、定期的にＱＡ通信及びホームペー

ジで従業員に周知する。 

品質保証活動強化月間（11 月）において、啓蒙活動を図る。 

○ 品質保証活動強化月間（11 月）において、品質保証推進活動の意識の高

揚のための啓蒙活動を実施する。 

○ 東海事業所における品質保証活動の将来像（案）への意見については、

イントラにて周知することとする。また、東電問題については、定期自主

品質監査へ反映させる。 

ＩＳＯのシステムの所内への導入・維持活動 

○ 再処理センターは、8月に認証範囲を拡大して ISO9001（2000）を受審す
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る。 

○ 事業所として ISO14001、OHSAS18001 を認証維持していることから、これ

らのシステムのより継続的に改善を進める。 

審査委員会の新規設置 

○ 平成 15年度 4月１日より施行された東海事業所品質保証計画書に基づき

各施設で作成される施設品質保証計画書（施設編）等は、審査委員会を新

規に設置し、その内容の審査を実施する。 
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